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要　約

ケニア共和国(以下、「ケ」国という)は、「2020 年までに経済基盤を工業に移行する」という国家目標を

推進するために、第 9 次国家開発計画(2002-2008 年)等において、教育をこの目標達成の前提となる重

要な分野と位置付け、初等教育の無償化の実施や中等教育における理数科教育の強化などを掲げてい

る。

「ケ」国の中等・高等教育への進路は国家試験により決定されるが、中等教育修了資格試験の理数科

目である数学、物理、生物、化学が低迷しており、この状況を解消する一つの方策として、1998 年 7 月か

らの技術協力プロジェクト「中等理数科教育強化計画」により、理数科現職教員の再訓練が地方 15 のパ

イロットセンターで行なわれた。

この結果、理数科現職教員の再訓練の有効性及び持続発展性が確認されると共に、授業改善のイン

パクトがあると高く評価され、2003年7月からの「中等理数科教育強化計画フェーズ2」により、この再訓練

をケニア全土に展開することとなった。これにより、実施に必要な研修指導員の研修を含むケニア国内の

現職教員研修及びアフリカ域内連帯ネットワーク強化事業(SMASSE-WECSA)による同事業加盟国の理

数科教育分野の関係者への広域研修が開始された。

この活動を実施するにあたり「ケ」国政府は、これらの研修拠点として、旧職業訓練施設を活用し、アフ

リカ理数科・技術教育センター (以下、「本センター」という)を設立した。しかし、本センターの施設は、収

容人数が 92 人と少なく、同収容規模では中心的な研修である研修指導員の研修に約半年掛かるなど、

他の研修実施の時間的制約となっている。また、研修に必要な講堂なども不足しているため、食堂を多

目的に遣り繰りし対応している他に、事務棟は老朽化が著しいために継続使用が難しく、実験室や教室

なども別目的に建設された施設を改修利用しているなど、研修に必要とされる施設機能の不足などの問

題を抱えている。

技術協力プロジェクト「中等理数科教育強化計画フェーズ 2」開始以降、「ケ」国政府がケニア教育 5 ヶ

年計画(2005-2010 年)において、中等教育の理数科現職教員の研修制度化を打ち出すなどにより、ケニ

ア国内の研修ニーズが拡大すると共に、アフリカ広域研修に対するニーズも拡大してきている。これに合

わせ、今後本センターでの研修指導員の研修規模は 1,600 人/年、アフリカ広域研修は 150 人規模への

拡大が予定されているが、その他の研修も実施するためには、200 人規模の収容能力が必要となってい

る。

「ケ」国政府は、かかる状況を改善するために、ナイロビ市カレン地区にある本センターの拡充計画を

策定し、我が国に対し無償資金協力によるアフリカ理数科・技術教育センター拡充計画(以下、「本プロジ

ェクト」という)に必要な施設の建設と関連機材の整備を要請した。

本プロジェクトは、今後の理数科教育改善に資する研修活動の拡充のために、200 人規模の研修を可

能にすることを目的とし、そのための施設及び機材を整備するものである。

この要請を受けて、独立行政法人国際協力機構(以下、「JICA」という）は、2005 年 6 月に予備調査団

を派遣し、同調査において案件実施の必要性と妥当性が確認された。

JICA は、2005 年 11 月 30 日から 12 月 25 日にかけて基本設計調査団を同国に派遣し、活動内容調

査、既存施設調査、関連・類似施設調査、資料収集などを行い、「ケ」国政府関係者との間で本センター
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の研修計画、運営維持管理計画、施設・機材内容などの協議を行った。また、施設建設サイトの地形測

量、地質調査に関する自然条件調査を行った。

帰国後、現地調査の結果を踏まえ、活動内容や運営維持管理費などを分析し、最適な施設・機材の

内容および規模の検討、資機材の選定、概算事業費の積算、実施計画の策定などを行い、基本設計概

要書(案)を作成した。その後 JICA は、2006 年 3 月 18 日から 26 日まで基本設計概要説明調査団を派遣

し、「ケ」国政府関係者との検討、協議および追加現地調査を行った。

計画の策定に当たっては、①研修計画の施設稼働率、②既存施設・インフラ設備の利用可能性及び

連携、③「ケ」国側による運営維持管理予算に基づく適正規模の検討を最重要課題とし、「ケ」国の自然・

社会条件、建設・調達事情、実施機関の運営維持管理能力、無償資金協力制度に基づく建設工期など

について配慮した。

「ケ」国側提示の研修開催数、受講者数を基とした本センター拡充後の年間稼働率は、施設全体が

81%、宿泊施設が 73%と見込まれるところ、妥当で実現可能な計画であると判断した。

「ケ」国側の当初の施設要請規模は、7～10棟、延べ床面積 5,300㎡程度、機材アイテム数は 625種類

であったが、既存施設の利用、維持管理可能な設備内容、利用頻度の高い機材選定など、実情に合っ

た内容・規模を計画し、「ケ」国側の同意を得た。

本無償資金協力は、本センターの研修受講者の収容規模を現在の 92 人から 200 人に拡充することに

より、ケニア国内および SMASSE-WECSA 加盟国への研修事業を拡大し、理数科分野の研修指導員の

養成・強化を図ることを目的とする「ケ」国政府の本プロジェクトの実施に資するため、本センターの管理

施設、研修施設、宿泊・食堂施設の建設および関連機材の調達を行なうこととし、以下の方針に基づき計

画することとした。

具体的な協力対象は、研修に必要な本センターの拡充施設の建設、機材の調達であり、これを無償

資金協力で行おうとするものである。

＜施設内容＞

棟 名 構造 施設内容 延床面積

管理棟 鉄筋コンクリート造 2 階建
各課事務室、所長室、副所長室、総務室、

秘書室、会議室、印刷室、便所、倉庫等
1,163.4 ㎡

研修棟
鉄筋コンクリート造平屋、2
階建

講堂、教室、実験室、コンピュータ室、図書

室、便所、倉庫等
1,841.4 ㎡

宿泊棟 鉄筋コンクリート造 3 階建
ツインルーム(55 室)、受付、保健室、リネン・

洗濯室、倉庫等
2,174.1 ㎡

食堂・厨房棟 鉄筋コンクリート造平屋建
食堂、事務室、厨房、食品庫、冷凍室、冷蔵

室、便所、機械室等
480.4 ㎡

設備施設 鉄筋コンクリート造平屋建 変圧器室、電気室、ポンプ室 　82.1 ㎡

付帯設備
給水・給湯、排水、消火、受変電、電灯コン

セント、火災報知、避雷設備等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　延床面積合計 5,741.4 ㎡
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＜機材内容＞

主要機材は以下のとおりである。

大分類 主要機材

物理科研修用機材 自由落下実験装置、上皿天秤、ストロボ装置、電流計、電圧計、滑車、力学滑

走台、金属膨張試験機など

化学科研修用機材 分析天秤、乾燥機、ﾏﾝﾄﾙﾋｰﾀｰ、ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄ、恒温水槽、遠心分離機、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬ

ﾝﾊﾞｰなど

生物科研修用機材 ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、遠心分離機、模型、顕微鏡、ｵｰﾄｸﾚｰﾌﾞなど

数学科研修用機材 計算機、幾何学模型など

研修支援機材 ＯＨＰ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ用)など

コンピュータ室用機材 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰなど

実験室用機材 中央実験台、サイド実験台、講師用実験台、準備室用実験台など

講堂用機材 音響機材、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ｽｸﾘｰﾝなど

その他(家具等) 教室用椅子、食堂テーブルなど

本プロジェクトの実施体制は教育省が主管官庁となり、本センターの設計、入札、建設に関して責任を

持つ。施設を使用する本センターは事業実施の窓口として、計画実施中の全般的な業務調整を担当す

る。

本プロジェクトが日本国政府の無償資金協力により実施された場合、計画実施の工期は、実施設計 6

ヶ月、施工・調達 12 ヶ月が必要とされ、本プロジェクトに必要な事業費は、約 11.72 億円（日本国側負担

分約 11.61 億円、「ケ」国側負担分はサイト内事務棟解体、樹木伐採、整地、植栽工事、建築許可取得、

インフラ接続工事、銀行の支払関連手数料、一般家具調達など約 0.11 億円）と見込まれる。なお、この概

算事業費は日本政府の承認を得るためにさらに精査されるものであり、即交換公文上の供与限度額を示

すものではない。

本センターが建設されることにより、以下の直接効果が期待できる。

① 本センターでの 1 回当りの研修受講者受入数が 92 人から 200 人に増加する。

② 本センターでの年間研修受講者数が、2005 年の 1,476 人から 2008 年には 5,423 人に増加する。

年度 2005 年(実績) 2008 年(計画)
研修コース 研修計画 受講者数 研修計画 受講者数

1. ケニア国内研修 (人)　 (週間) (回/年) 1,381 人 (人)　(週間)　(回/年) 5,273 人

　(1)研修指導員研修(INSET) 90  x  2  x  12 1,017 人 200  x  2  x  8 1,600 人

　(2)校長研修 90  x  1  x  3 204 人 200  x  1  x  6 1,200 人

　(3)地方教育長研修 72  x  1  x  1 47 人 72  x  1  x  1 72 人

　(4)地方副教育長研修 － － 72  x  1  x  1 72 人

　(5)視学官研修 90  x  1  x  1 60 人 200  x  1  x  3 600 人

　(6)関係者ワークショップ 600  x  1  x  1 実施せず 200  x  1  x  3 600 人

　(7)中等教員養成学校教員研修 90  x  1  x  1 53 人 93  x  1  x  1 93 人

　(8)初等教員養成学校教員研修 － － 200  x  1  x  3 480 人

　(9)技術教育学校教員研修 － － 200  x  1  x  3 556 人

2. アフリカ広域研修 92  x  5  x  1 95 人 150  x  5  x  1 150 人

合計 1,476 人 5,423 人
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③ 本センターで開催する研修コース数が、2005 年の 7 コースが 2008 年には 10 コースに増加する。

また、以下のような間接効果も期待できる。

① 研修受講者が「ケ」国内及びアフリカ域内で研修内容を普及することにより、理数科授業の改善に寄

与することとなる。

② 「ケ」国及びアフリカ域内での中等学校生徒の理数科の理解が進むことが期待できる。

本プロジェクトは、上述のような効果が期待されていると同時に、「2020 年までに経済基盤を工業に移

行する」という国家目標を推進するために必要な人材育成に寄与するものであることから、我が国無償資

金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの「ケ」国側負担工事費、運営・維持

管理費及び人員についても、「ケ」国側は資金の確保を確約している。

本プロジェクトの実施に際し、「ケ」国側の負担事項は以下のとおりである。

(1) SMASSE-WECSA 広域研修運営費の確保

2004 年より SMASSE-WECSA 広域研修が行なわれているが、航空賃を含むこの参加費用のほとんど

を日本側が負担している。「ケ」国側は広域研修を高い優先順位で捉えているが、その実施には航空賃

を含む研修費用の確保が課題となっている。主管官庁である教育省は、広域研修実施に必要な予算を

ドナー等からの財政支援も検討のうえ、毎年停滞なく確保することが求められる。

(2) 運営維持管理予算の確保

本センターの運営維持管理費は教育省より交付される予定であり、これらの費用が毎年確実に確保さ

れることが求められる。なお、必要とされる運営維持管理費用の試算結果は、教育省が交付を約束してい

る予算額で運営が可能であることを示している。

(3) 維持管理体制の確立

本センターの機械・電気設備は、既存施設と同様、現地で入手可能で簡便、かつ維持管理が容易な

機器、システムをもとに計画している。他方、発電機、ポンプなどの機器は定期的な保守点検が必要であ

り、これらについて外部業者との定期保守点検契約を結ぶことが求められる。

(4) 職員増員の実施

本センターの拡充に合わせ、現在の職員 88人を 144人に増員する計画である。アカデミックスタッフ及

びノンアカデミックスタッフの採用は、教育省職員の異動によることで予定されているが、「ケ」国政府の財

政事情より公務員の増員が規制されていることもあり、予定どおり職員採用が確実に行われることが求め

られる。

(5) 土地登記の取得

政府の土地では「土地登記」がなくても（注：「ケ」国において、政府の所有地については「土地登記」が

なされていないケースが一般的である）、既取得済みの「割り当て地証明」があれば、建築許可申請・取
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得が可能である。しかし、将来の土地トラブルなどの発生を予防するためにも、「土地登記」を取得してお

くことが望ましいと考えられるので、同取得を引続き進めていく必要がある。
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第 1 章　プロジェクトの背景・経緯

1-1　当該セクターの現状と課題

1-1-1　中等教育理数科分野の現状と課題

(1) ケニア国の教育制度

1963 年の独立以来、ケニア共和国（以下、「ケ」国という）は教育を基本的人権であると共に、貧困削減

及び国家発展のための重要な要素と位置づけてきた。また、同国は「2020 年までに経済基盤を工業に移

行する」という国家目標を掲げ、教育を目標達成のための重要分野として位置づけている。

「ケ」国の教育制度は、1985年の教育改革により8-4-4制となり、現在では就学前+8-4-4制となっている。

就学前を除く各教育レベルにおいて修了時に国家試験が課せられている。初等教育は 8 年間で、8 年修

了時にケニア初等教育修了資格と呼ばれる国家試験を受験し、この試験の成績によって中等教育への

進路が決定される。中等教育は 4 年間で 4 年修了時にケニア中等教育修了資格と呼ばれる国家試験を

受験し、この成績により、大学進学の可否及び進路が決定される。大学は基本的に 4年制であるが、医学

部は 6 年である。また 2 年間の大学院も用意されている。

図 1-1　ケニア国の教育制度

(2) 教育行政

教育省が、就学前教育から高等教育までの「ケ」国教育行財政の全てを管轄している。全国 72 のディ
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ストリクトに地方教育長を長とする地方教育事務所が配置され、各ディストリクトには学区が設けられ、視

学官が配置されている。1988 年より教育経費のコストシェアリングが導入され、初等・中等学校では政府

が教員給与、カリキュラム、教育指導・監督、奨学金を負担し、保護者が教材・教具、教科書、校舎、諸経

費を負担している。

(3) 学校数

「ケ」国の学校数は、1999 年以降は私立大学の増加を除くと、中等学校数の増加が 25%と著しく、特に

2001 年以降の増加が顕著である。また、就学前教育機関および初等学校数も増えており、初等学校は

私立校の増加が著しい。これらは、2003 年 1 月に導入された初等教育無償化により、初等教育就学率が

飛躍的に増加したことに起因している。

表 1-1　ケニア国の学校数

種類 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年

就学前教育　学校数 25,429 26,294 27,573 28,300 28,995
　　　　　　　　　増加率 100% 103% 108% 111% 114%

初等学校

公立学校数 17,054 17,381 17,544 17,683 17,822
私立学校数 569 1,236 1,357 1,441 1,674

計 17,623 18,617 18,901 19,124 19,496
増加率 100% 106% 107% 109% 111%

中等学校

公立学校数 2,785 2,888 3,242 3,247 3,547
私立学校数 412 357 389 420 452

計 3,197 3,245 3,631 3,667 3,999
増加率 100% 102% 114% 115% 125%

技術学校(含む教員養成学校) 32 32 32 32 32
初等（P1レベル） 29 29 29 29 29
中等（ディプロマ・レベル） 3 3 3 3 3

大学 14 15 17 19 23
公立大学数 6 6 6 6 6
私立大学数 8 9 11 13 17

出典：ケニア教育省

(4) 初等教育無償化による生徒数と教員の増加

1) 初等学校

「ケ」国政府は、量及び質的に地域格差や性格差のない教育の提供を政策として掲げ、義務教育は制

度化されていないものの、全ての子どもが就学することは子どもの権利であると位置づけており、2015 年

の万人教育達成を目標としている。目標達成のための具体策として、2003 年1月に初等教育無償化が導

入された。

この結果、初等学校の総就学率は 2003 年に 100%まで増加し、その後 2010 年には 107%となりピーク

を迎えるが、2013 年には 103%に減少し、生徒総数は 7,500,000～8,000,000 人程度に落ち着くと見込ま

れている。
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表 1-2　初等学校就学者の予測

2003年 2005年 2007年 2010年 2013年 2015年 増加率

初等学校生徒数 6,917,553 7,236,834 7,627,104 7,926,017 7,800,151 7,919,546 114%
対象人口 6,938,760 7,093,318 7,207,023 7,381,379 7,559,953 7,681,396
就学率(%) 100 102 106 107 103 103

出典：Document of World Bank, Strengthening the Foundation of Education and Training in Kenya, March 3, 2004

2) 中等学校

教育省は初等教育無償化による中等学校就学者数の増加を計画しており、2010 年までに中等学校へ

の進学率を 70%としたいという目標をもっている。しかし、高額な教育費と貧困などにより、この目標を疑

問視する国際機関もあり、世界銀行は中等学校の就学者数は現在と同じ進学率 40%のケースと目標の

70%の 2 つのケースに分け予測している。

これによれば、現在の進学率 40%で推移するケースでは、2003 年の中等学校の総就学率 23%が 2015

年には 38%に増加する。70%の進学率に上昇したケースでは、2003 年の総就学率 23%が 2015 年には

67%に増加する。いずれにしても、2003 年の総就学者数約 71 万人が、2015 年には約 149 万人～260 万

人の人数に大幅に増加すると予測されている。

表 1-3　中等学校就学者数の予測

2003年 2005年 2007年 2010年 2013年 2015年 増加率

ケース-1：進学率が40%
総就学者数 710,701 782,270 915,603 1,157,352 1,407,915 1,488,017 209%
対象人口 3,082,292 3,193,379 3,323,317 3,528,203 3,745,772 3,898,134
就学率 0.23 0.24 0.28 0.33 0.38 0.38

ケース-2：進学率が70%
総就学者数 710,701 839,699 1,297,522 2,021,431 2,463,852 2,604,030 366%
対象人口 3,082,292 3,193,379 3,323,317 3,528,203 3,745,772 3,898,134
就学率 0.23 0.26 0.39 0.57 0.66 0.67

出典：Document of World Bank, Strengthening the Foundation of Education and Training in Kenya, March 3, 2004

3) 中等学校教員

ケニア国の中等学校教員は、教員雇用委員会が採用し、教育省が給与を支払っている。正規教員数

は 2001 年以降に急増し、2003 年には全体の 96%を占めている。また、正規教員のうち大卒教員数は、

1999 年から 2003 年にかけて 25%増加している。

表 1-4　中等学校教員の学歴・人数

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2003年割合

正規教員

　　大卒 24,419 24,153 28,628 29,296 30,487 (68%)
　　認定 5,222 5,161 12,408 12,697 12,279 (27%)
　　S1ディプロマ 8,667 8,579 1,696 1,736 1,636
　　技術学校卒 1,115 1,104 270 276 390

計 39,423 38,997 43,002 44,005 44,792 96%
1999年を100とした指数 100 99 109 112 114

無資格教員 1,359 1,093 1,853 1,896 1,653 4%
合計 40,782 40,090 44,855 45,901 46,445 100%

出典：ケニア国教育省
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4) 中等教員養成

中等学校の教員は 3 年の大卒と ディプロマの 2 種類がおり、大卒教員は教員養成大学やケニヤッタ

大学、ディプロマ教員はカレッジ卒が多い。中等学校の理数科教員養成機関はケニア理科教員養成大

学(KSTC: Kenya Science Teacher College)とカグモ教員養成大学(Kagumo Teacher College)の2校であり、

KSTC の学生数は一学年 200 人、全学年 600 人である。

表 1-5　中等学校教員の卒業学校

教育機関・学科名 主要学校

大卒教員

・語学、人文、数学、理科、芸術、音楽、家

庭、商業
教員養成大学、ケニヤッタ大学など

ディプロマ教員

　・語学、人文、芸術、音楽、家庭、農業 クグモ、シリバ、キシイカレッジ

　・理数科 ケニア理科教員養成大学、カグモ教員養成大学

　・技術・商業教育 ケニア技術教員養成大学

　・家庭科、芸術、音楽 ケニヤッタ大学

　・農業 イーガートン大学

出典：ケニア国教育省

5) 中等教員の増員

2003 年の中等学校の教員数は、生徒/教員比率(PTR)が 16 であり、量的には充足されている。初等教

育無償化による中等学校への総生徒数の増加に伴う教員の増員は、40%と 70%の 2 つの進学率のケー

スで試算されているが、いずれのケースでも PTR を一般的な 30～36 程度とし、教員数の大幅増加を抑え

るように計画されており、2015 年には約 44,000～79,000 人の教員が必要と予測されている。このうち理数

科教員は、現在約 16,000 人と推計されており、進学率 70%のケースでは、2015 年には約 20,000 人が必

要とされている。

表 1-6　中等学校への進学率予測と生徒数/教員数(PTR)予測

2003年 2005年 2008年 2010年 2013年 2015年

進学率が現在の40%で推移した場合

総生徒数 710,701 782,270 1,010,033 1,157,352 1,407,915 1,488,017
(PTR) 16 20 28 30 34 34
総必要教員数 41,806 39,114 36,073 38,578 41,409 43,765
進学率が現在の70%で推移した場合

総生徒数 710,701 839,699 1,601,560 2,021,431 2,463,852 2,604,030
(PTR) 17 21 31 33 34 33
総必要教員数 41,806 39,147 52,510 61,255 72,466 78,910

出典：Strengthening the Foundation of Education and Training in Kenya, March 3, 2004, 世銀

6) 中等学校教科

教育年度は 3 学期制であり、1 月から始まり 12 月に終了、4 月、8 月が休み、11 月に国家試験、12 月

が休みとなっている。授業単位は 40 人、40 分授業が基本となっている。中等学校の 1～2 年次は科目数

が多く、3～4 年次には英語、スワヒリ語(国語)、数学の必須 3 科目の比重が高く、続いて理科 2 科目の選
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択科目、社会科学 1 科目の選択科目の比重が高くなっている。

表 1-7　中等学校の教科

学年 科目

1～2 年生

英語、スワヒリ語、数学、生物・生物科学、物理、化学、地理、歴史・政府、宗教、一科目選択(木工、金

工、毛皮、建築、陶器、パワー学、モーター学、作図・デザイン、電気、航空技術、農業、家庭)、一科目選

択(経理、商業、経済、タイプ・オフィス事務、音楽、芸術・デザイン、フランス語、ドイツ語、アラブ語)、体

育、社会教育・倫理

3～4 年生

・必須 3 科目：英語、スワヒリ語、数学

・理科 2 科目選択(必須)：生物・生物科学、物理、化学、物理科学

・社会科学 1 科目選択(必須)：地理、歴史・政府、宗教、社会教育・倫理

・選択科目：応用科目の選択科目 1 と文化科目 1

出典：ケニア国教育省

(5) 中等理数科教育の現状と課題

中等教育終了時に受ける国家試験のケニア中等教育修了資格 (KCSE: Kenya Certificate of

Secondary Education)の科目は、必須 3 科目(英語、スワヒリ語、数学)、 理科系科目のうち 2 科目選択、

社会系科目のうち 1 科目選択、その他 2 科目選択の計 8 科目である。

表 1-8　ケニア中等教育修了資格の国家試験科目

科目数 符号 科目内容

3 (a) 必須 3 科目：英語、スワヒリ語、数学

2 (b) 理科系科目 2 科目を選択：物理、化学、生物

1 (c) 社会系科 1 科目を選択：地理、歴史、政治、宗教、社会教育、道徳

1 (d) 1 科目選択：農業、家庭、芸術・デザイン、音楽、3 外国語、7 工業訓練、4 ビジネス教育訓練

1 (e) 3 番目の理科科目か(c)、(d)から 1 科目選択

出典：ケニア国教育省

KCSE の結果によりその後の進路が決定されるが、KCSE の主要科目(英語、数学、理科 3 科目)の成

績が全般に低く、特に理数科目の学力の低迷が指摘されている。その原因として、①農村部や都市スラ

ム地区での教科書の低配布率、②大多数の文科系志向正規教員に欠如した理数科目の指導能力、③

指導方法と教科学習を合わせた中等教員養成の欠如、④学問と方法論学習からなる過重なカリキュラム

などが揚げられている。

表 1-9　KCSE 主要科目の点数

科目 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 平均点

英語 32.6 33.0 28.4 28.0 32.1 34.9 31.8 31.4 34.8 34.6 32.2
数学 12.0 14.3 11.0 12.9 17.9 16.2 17.3 12.1 16.0 18.5 14.8
物理 23.0 28.1 27.4 33.7 23.6 26.4 29.5 29.9 31.1 24.5 27.7
生物 18.2 27.4 31.8 29.8 32.3 30.8 30.0 31.0 31.9 32.0 29.5
化学 32.4 30.8 31.8 30.5 25.1 26.6 25.7 28.6 29.7 26.4 28.8

出典：ケニア国教育省

この状況を解消し、中等教育を改善するために、「ケ」国政府は、中等教育のアクセスと教育の質的改

善を目標とした、①政府、保護者の経費負担削減を目的としたカリキュラムの合理化と修正、②生徒、教
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員の負担削減、③全公立中等学校への教員の公平配置、④教育管理者の育成強化、⑤アクセス拡大、

などとともに、理数科現職教員の再訓練による理数科教育の質的向上も挙げられている。

これに対する具体的な方策として、1998 年 7 月からの技術協力プロジェクト「中等理数科教育強化計

画」（以下、SMASSE という）により、理数科現職教員の再訓練が地方 15 のパイロットセンター(以下、地方

研修センターという)で行なわれた。この結果、その有効性及び持続発展性が確認されると共に、授業改

善のインパクトがあると高く評価され、2003 年 7 月からの「中等理数科教育強化計画フェーズ 2」（以下、

SMASSE フェーズ 2 という）により、この再訓練をケニア全土に展開することとなり、実施に必要な研修指

導員の研修を含むケニア国内の現職教員研修及びアフリカ域内連帯ネットワーク強化事業(以下、

SMASSE-WECSA という)による同事業加盟国の理数科教育分野の関係者への広域研修が開始された。

この活動を実施するにあたり「ケ」国政府は、これらの研修拠点として、旧職業訓練施設を活用し、アフ

リカ理数科・技術教育センター (以下、本センターという)を設立した。しかし、本センターの施設は、前述

のとおり旧職業訓練施設を活用しているため収容人数は 92 人と少なく、同収容規模では中心研修である

研修指導員の研修に約半年掛かるなど、他の研修実施の時間的制約となっている。また、研修に必要な

講堂なども不足しているため、食堂を多目的に遣り繰りし対応しているが、事務棟は老朽化が著しく使用

不可、実験室や教室なども別目的に建設された施設を改修利用しているため、研修に必要とされる施設

機能の不足などの問題を抱えている。

「SMASSE フェーズ 2」開始以降、「ケ」国政府がケニア教育 5 ヶ年計画(2005-2010 年)において、中等

教育の理数科現職教員の研修制度化を打ち出すなどにより、「ケ」国内の研修ニーズが拡大すると共に、

SMASSE-WECSA によるアフリカ広域研修に対するニーズも拡大してきている。これに合わせ、今後本セ

ンターでの研修指導員の研修規模は 1,600 人/年、アフリカ広域研修は 150 人規模への拡大が予定され

ているが、その他の研修も実施するためには、地方研修センターの研修規模と同じ 200 人規模の収容能

力が必要となっている。

そのため、本センターが 200 人規模の収容能力を持ち、かつ研修実施に必要とされる機能を持つ研修

専用施設として拡充され、緊急に 200 人規模の研修が可能な施設・機材とすることが、理数科教育改善

の 重要課題となっている。

1) 中等理数科教育強化計画(SMASSE)プロジェクト

「ケ」国は中等理数科教育強化のため「中等理数科教育強化計画」を策定し、我が国に技術協力を要

請してきた。我が国は「ケ」国政府の要請を受け、現職教員研修（以下、INSET 研修という）を通じての理

数科教育改善を目標とする SMASSE プロジェクトへの協力を、1998 年 7 月～2003 年 6 月まで実施した。

SMASSE プロジェクトでは研修用の独自施設がないため、休暇期間中(4、8 月)に限りケニア理科教員

養成大学の施設を利用した中央研修センターと地方 15 のパイロットセンターが設立され、中央研修セン

ターでは研修指導員への訓練、15 の地方研修センターでは、この訓練を受けた研修指導員が研修を指

導した。このプロジェクトでは約 850 の中学校、約 18 万人の生徒、約 3,200 人の理数科教員が対象となっ

た。
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表 1-10　パイロットセンターの所在ディストリクト

州名 ディストリクト名

ニャンザ州 グチャ、キシイ

西部州 カカメガ、ブテ/ムミアス、ルガリ

リフトバレー州 カジアド、バリンゴ、

中央州 マラグア、ムランガ、キアング

東部州 マクエニ、メルーサウス

海岸州 タイタ/タベタ、キリフィ

北東州 ガリッサ

このプロジェクトでは、「ケ」国側の受益者負担(コスト・シェアリング)が実践され、研修の有効性及び経

済的持続発展性が高いと確認されると共に、同プロジェクトにより考案された授業改善（ASEI/PDSI）はイ

ンパクトがあると高く評価された。このような情報が全国的に広まり、ケニア中等学校校長会により、2002

年の総会にて教育省へ本研修の全国展開が強く要望され、SMASSE フェーズ 2 が開始されることとなっ

た。

このプロジェクトの研修の特徴であるカスケード方式と授業改善を以下に示す。

① カスケード方式

カスケード方式は中央と地方での研修に分かれ、中央研修センターにおいては、地方研修センタ

ーの研修指導員を養成する。研修指導員は各地方に設置された地方研修センターに於いて、管

轄エリア内の現職理数科教員に対して研修を行う。地方研修センターは、寄宿舎を有する既存中

等学校が使用され、概ね理数科教員 200 名に対して 1 箇所の割合で設置されている。

② 理数科授業改造方法(ASEI/PDSI)

SMASSEプロジェクトでは、教員が一方的に生徒に知識を詰め込むというこれまでの授業方法から、

生徒が積極的に授業に参加し、科学的思考を行なう方法に変えていくことに主眼が置かれている。

このため、研修では、研修受講者の主体的な取り組みを重視し、教室での座学、実験室での実習

を問わず、グループ研修を中心としている。

③ 研修サイクル

中央及び地方研修センターの研修は、表 1-11 に示すように第 1～第 4 サイクルまでの 4 段階に分

かれ、この 4 サイクル全てを受講すると修了するプログラムであり、4 年間の継続受講が必要とされ

る。

表 1-11　第 1～第 4 サイクルの研修内容

サイクル 概要

第 1 サイクル A: Activity 研修生の態度変容を主眼

第 2 サイクル S: Student 手を使った活動を実践

第 3 サイクル E: Experiment 授業実践

第 4 サイクル I: Improvisation 教室現場への波及

2) 中等理数科教育強化計画フェーズ 2(SMASSE フェーズ 2)プロジェクト

SMASSE フェーズ 2 は、2 つの研修が柱となっている。ひとつめは、SMASSE プロジェクト終了時にケ

ニア中等学校校長会より強く要望された INSET 研修のケニア全国展開であり、ふたつめは、SMASSE-
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WECSA 広域研修の実施である。ASEI/PDSI アプローチは、「ケ」国と同様の問題を抱える周辺アフリカ

諸国へ普及されるべきであるという要求が強く、SMASSE プロジェクトを事務局として SMASSE-WECSA

が設立された。2002 年南アフリカで開催された「持続可能な開発のための世界首脳会議(WSSD)」では、

日本国政府がタイプ 2 イニシアティブとして SMASSE-WECSA ネットワークの強化を表明した。「ケ」国政

府の要請を受けて SMASSE フェーズ 2 が 2003 年 7 月より開始され、実施予定期間は 2008 年 6 月まで

の 5 年間である。

「ケ」国政府は SMASSE フェーズ 2 の開始にあたり、プロジェクトの 高責任機関である合同調整委員

会が以下の点を表明し、実行に移している。

ア) プロジェクト実施体制の強化

・ 中央計画委員会が教育省を代表して中央研修センターを運営する。

・ 「ケ」国側カウンターパートを、29 ポストから 61 ポストに増員する。

・ 各ディストリクトに、理数科教員 200 人に対して 1 ヶ所の地方研修センターを設置する。

イ) 資格証書の交付

・ 研修を受講した研修指導員に対する資格証書を交付する。

ウ) 予算配分の増加

・ 予算をこれまでの年 350 万ケニアシリング(ksh)から年 2,000 万 ksh へ増額する。

エ) 教員の INSET 研修への参加の義務化

・ 各校の校長が責任を持って、プロジェクトが実施する INSET 研修に教員を参加させる。

オ) 域内活動への継続的協力の実施

・ SMASSE-WECSA に対して、教育省及び教員雇用委員会は継続的に支援する。

2005 年 12 月現在、SMASSE フェーズ 2 は本センターを中央研修センターとして活動を行なっており、

61 名のカウンターパートも配置されている。

地方研修センターは 2005 年 12 月現在 96 ヶ所あり、2006 年 3 月には 100 ヶ所になるが、これは現時

点で全国の中等理数科教員約 16,000 人に対して約 160 人に 1 ヶ所(200 人に 1 ヶ所が原則)の割合で設

立されることとなる。但し、北部及び北東部の人口過疎地域については未だ十分に展開されているとは言

えず、これら過疎地域に対しては今後中等理数科教員 50～100 人に対して 1 ヶ所程度の割合で展開し

ていく予定となっている。

① SMASSE-WECSA の設立

2002年にSMASSE-WECSAが設立され、現在の加盟国は31カ国であり、広域研修参加国は2005

年 12 月時点で以下の 25 カ国、計 223 人である。

表 1-12　SMASSE-WECSA 広域研修参加国

ベナン、ボツワナ、ブルキナファソ、ブルンジ、カメルーン、コートジボアール、エチオピア、ガンビア、

レソト、マダガスカル、マラウイ、モーリシャス、モザンビーク、ニジェール、ナイジェリア、ルワンダ、セ

ネガル、セーシェル、シエラレオネ、スワジランド、タンザニア、ウガンダ、ザンビア、ジンバブエ、ザン

ジバル

コンゴ、エジプト、エリトリア、ガーナ、ケニア、スーダン

加盟国

研修参加国
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② SMASSE フェーズ 2 の活動概要

SMASSE-2 は、教員中心から生徒中心の教育への授業改造を推進することを目的としており、その

活動計画は以下のとおりである。

表 1-13　SMASSE フェーズ 2 の活動計画

ケニア国内 SMASSE-WECSA
1.中央研修センターで、全国研修指導員の研修システム強化 1.SMASSE-WECSA加盟国の教員養成・研修指導者の養成

1 地方中等理数科教育の現状、問題点、ニーズ調査・分析・評価 1 加盟国の現状調査・分析・評価し、INSETへのニーズ調査

2 カウンターパートのプロジェクト実施能力の向上 2 広域研修のカリキュラムを開発・作成

3 選定した中等学校で演示授業の実施 3 広域研修用教材を開発・作成

4 INSET用カリキュラム(理数4教科)を見直し、開発・作成 4 広域研修を実施

5 INSETに必要な教材(理数4教科)を開発・作成 5 広域研修に適用し得るモニタリング・評価ツールを開発

6 地方研修指導員を選定 6 広域研修の実施インパクトに関するモニタリング・評価を実施

7 中央研修センターにおいて、地方研修指導員を養成 7 加盟国に理数科分野INSETカリキュラム作成法を指導・助言

8 INSETについて、あらゆるレベルにおいてモニタリング評価 8 加盟国にモニタリング・評価手法の助言・指導

9 INSETを補足するためのフォローアップ活動

10 地方状況に適用可能な、ASEI授業計画と教材を開発・作成

2.全国の教員研修システムの確立 2.中央研修センターをアフリカ中等理数科教育リソースセンターに整備

1 地方研修センターのための学校の選定 1 ニュースレター等の情報発信と発行

2 地方研修センターを、理数科教育用の研修施設に改善 2 加盟国との技術交換

3 地方研修センターでの地方研修実施を促進 3 加盟国と合同ワークショップを開催

4 教育科学技術省の行政官及び地方の学校管理職等を対象に、研

修システム管理ワークショップを実施
4 加盟国へ持続的教員研修制度構築の助言・指導

3.リソースセンターの中央研修センターと地方研修センター役割強化 3.中央研修センターが連携ネットワークの事務局機能を果たす

1 プロジェクトニュースレター等を発行し、関連情報を普及 1 SMASSE-WECSA会議を開催

2 理数科教育活動を実施・促進 2 加盟国の中等教育担当省に対して、理数科の教育・学習に関する

ASEI/PDSIアプローチの啓蒙・啓発運動

3 中等理数科教員間で教科の情報交換する仕組みを開発 3 ドナー間協調活動を促進

(6) 本センター(アフリカ理数科・技術教育センター)の設立と研修実績

1) 本センターの設立

SMASSE フェーズ 2 の開始にあたって「ケ」国側は、プロジェクトの拠点となる中央研修センターの新し

い施設と土地を用意することを表明し、労働人材育成省所管の旧職業訓練施設を 2002 年に教育省に移

管し、本センターを設立した。

しかし、本センターは SMASSE フェーズ 2 の研修用に建設されたものでないため、研修が可能な施設

とするため改修工事を行なった。この間、民間ホテル等を使用して研修を行なった。2004 年末に改修工

事が完了し、2005 年 1 月より本センターに中央研修拠点を移したが、既存施設ではスペースが不足して

おり、一部の事務機能を KSTC 内の SMASSE フェーズ 2 プロジェクト事務所に残し活動している。

2) 研修実績

本センターでは 2004 年から研修が始まり、研修指導員研修(以下、中央 INSET 研修という)は 2004 年

1,090 人、2005 年 1,017 人、SMASSE-WECSA 広域研修は 2004 年 127 人、2005 年 95 人と、この 2 つ

の柱となる研修を中心に運営されている。2006 年も 2005 年と同規模の研修が予定されており、2007 年に

「ケ」国内 INSET 研修の 終年に当たるサイクル 4 が予定されている。
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表 1-14　本センターの研修実績

A.　ケニア国内研修

2004年研修実績 2005年研修実績 2006年研修予定

活動内容 受講者数 受講者数 受講者数

1 中央INSET研修 1,090 1,017 1,000
2 教育関係者研修

(1) 校長研修 256 204 360
(2) 地方教育長研修 0 47 72
(3) 視学官研修 225 60 270
(4) 関係者研修 600 0 600
3 教員養成学校教員研修

(5) 中等教員養成学校教員研修 53 53 0
(6) TIVET教員研修　注) 0 0 90

B.　SMASSE-WECSA広域研修

広域研修 127 95 88

注)　TIVET：技術・工業・職業教育学校

2005 年度の研修実績

2005 年度には、中央 INSET 研修が 1 月から 6 月末までの約半年間の計 24 週間(1,017 人)、校長

研修、地方教育長研修、視学官研修が計 5 週間(311 人)、中等教員養成学校教員研修が 1 週間(53

人)、SMASSE-WECSA 広域研修が計 7 週間(95 人)行なわれた。 も優先順位の高い研修である中央

INSET 研修が全体の 65%を占めており、中央 INSET 研修に時間が掛かりすぎることが、他の研修実施

への時間的制約となっている。

表 1-15　2005 年度の研修実績

A. ケニア国内研修 研修実施計画

研修コース 受講者規模 期間 回数/年
2005年実績

1 中央INSET研修 90人 2週間 12回 1,017人,
2 教育関係者研修

(1) 校長研修 90人 1週間 3回 204人

(2) 地方教育長研修 72人 1週間 1回 47人

(3) 視学官研修 90人 1週間 1回 60人

(4) 関係者研修 600人 1週間 1回 0人

3 教員養成学校教員研修

(5) 中等教員養成学校教員研修 90人 1週間 1回 53人

(6) TIVET教員研修 90人 1週間 1回 0人

B. SMASSE-WECSA　広域研修

広域研修 92人 5週間 1回 95人

2005 年の研修開催期間は計 35 週で稼働率 67%、90 人宿泊施設の稼働率は 61%であった。(現在

の宿泊施設は 92 人収容であるが、女性が奇数の場合には 90 人しか収容できないため、90 人収容に

て試算した。)
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表 1-16　2005 年度の本センターの施設稼働率

施設稼動率

施設全体 宿泊施設

項目 週単位 比率 90ベット(週単位) 比率

稼働率 35 67% 2,873 61%
週/年 52 100% 4,680 100%

(7) 本センターの課題

1) 施設建設の必要性

本センターの既存施設のうち、事務棟を除く残りの建物は使用可能な状態にある。しかし、事務棟を除

く既存施設は、旧職業訓練施設のワークショップを仮設的に改修し、研修に活用しているものであり、92

人規模の研修を行う上で研修受講者全員が集まれる施設は食堂しかなく、この食堂を多目的に遣り繰り

して対応している。また、教室、実験室も仮設施設であり、研修を行う上で施設規模が不足し、同設備も

不十分な状態にある。さらに、2005 年研修実績では、 も対象人員の多い中央 INSET 研修の実施に約

半年掛かっており、その他の研修の実施に対し時間的制約となっている。

SMASSE フェーズ 2 開始以降、「ケ」国政府がケニア教育 5 ヶ年計画(2005-2010 年)において、中等教

育の理数科現職教員の研修制度化を打ち出すなどにより、ケニア国内の研修ニーズが拡大すると共に、

アフリカ広域研修に対するニーズも拡大してきている。これに合わせ、今後本センターでの中央 INSET研

修の規模は 1,600 人/年、アフリカ広域研修は 150 人規模への拡大が予定されているが、その他の研修も

実施するためには、200 人規模の収容能力が必要となっている。

本センターは、この問題を解消するには 200 人規模の研修が可能な施設・設備の整備が必要であると

判断し、「アフリカ理数科・技術教育センター拡充計画」を策定した。

2) 代替施設はない

本センター及びナイロビ周辺に複数の研修施設はあるが、いずれも利用不可、収容能力が不足使用、

財政的負担が大きく継続性に疑問があるなどのために、本センターの施設拡充が現実的であり、かつ、

研修費用も も安くすむ方法と判断され、本センターの施設拡充の必要性・妥当性は高い。

本センター及びナイロビ周辺の施設の状況は、以下のとおりである。

① ケニア理数科教員養成大学(KSTC)

本センターより東へ車で約15分の位置にあるが、4月、8月の学校休暇中を含めて使用されており、

利用する余地はない。

② アフリカ人造り拠点整備計画(AICAD)

AICAD の研修施設は 大で 162 人、宿泊施設は 80 人と収容能力が不足しており、この点から利

用は無理である。また、本センターより AICAD へは車で約 1 時間半、ラッシュ時には 2 時間程度掛

かり、AICAD の宿泊施設を利用する場合、移動時間の制約と輸送手段に対する財政的負担が大

きすぎ、継続性に疑問がある。

③ ナイロビ市内のホテル施設利用

ナイロビ市内のホテル会議施設の利用料金は一日 1,750～1,850ksh/人であり、本センター

の研修経費は、研修受講者一人日当たり 621ksh とホテル会議施設の 35%であり、ホテルの

利用は財政的負担が大きすぎる。
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1-1-2　開発計画

(1) 上位計画

1) 第 9 次国家開発計画(2002～2008 年)

「ケ」国政府は、教育を「2020 年までに経済基盤を工業に移行する」という国家開発目標の達成の前提

となる重要な分野と位置付けており、教育の質的低下と社会二一ズに対する適合性の欠落が問題として

指摘されている。かかる現状を打破するために、大幅な教育改革の必要性が掲げられている。

このなかで、初等教育においては、同教育の完全普及という目標に対し、2003 年 1 月に無償化が実施

されている。中等教育においては、アクセス、教育の質、教育の妥当性、教育運営・管理の改善を掲げら

れている。これらの目標を達成する方途として、授業料支援の強化、通学制の学校の建設促進、視学官

の機能強化、教育法の改定、私学の拡充、既存学校の拡充・修復などと共に、英語・理数科教育の強化

が掲げられている。

2) 経済復興戦略(ERS：Economic Recovery Strategy)

2003 年 6 月に策定され、初等教育の完全普及及び全教育課程におけるアクセスと質の不均衡の是正

が目標に掲げられている。この目標を達成するために、初等教育の完全無償化の継続的実施と、経済的

負担の軽減を目的とした教育課程の改定が提案されており、このなかの具体的な方策として、現職教員

に対する研修の実施も含まれている。

(2) 教育計画

1) ミレニアム開発目標(MDGS：Millenium Development Goals)

「2020年までに経済基盤を工業に移行する」という国家目標の達成には、理数科教育の改善は不可欠

であり、改善の方策として理数科教員研修を恒常化のうえ、教員の能力向上を進める必要性が掲げられ

ている。

2) 教育・訓練マスタープラン(MPET：Master Plan for Education and Training)

中等教育の社会ニーズに対する適合性と質の向上を目的として、教員の能力向上の必要性が掲げら

れている。特に教員研修の恒常的実施が挙げられている。

3) 教育科学技術省白書（Sessional Paper No.1 of 2005 on A Policy Framework for Education, Training

and Research）

教育科学技術省(2006年 1月に教育省と科学技術省に分離された)は 2003年 11月に開催された国民

会議に基づき、2005 年までの初等教育完全普及の達成と 2015 年までの万人教育の達成などとともに、

①中等教育進学率を現在の 47%から 70%に引き上げる、②2005 年までに 45,000 人の教育管理者を増

加することにより、初等・中等教育におけるアクセス、公平性、質の強化を図る、③2008 年までに技術・工

業・職業教育(以下、TIVET という)の研修施設に対する適切な予算措置と設備投資を行う、などの目標を

掲げている。

このなかで、中等教育における質の強化とTIVET研修施設の設立が掲げられ、本センター設立へと繋

がっている。
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4) ケニア教育 5 ヵ年計画（KESSP：Kenya Education Sector Support Programme 2005-2010）

初等教育の無償化により､増大する中等教育に対する社会ニーズに対応するため､教育科学技術省で

は､アクセスの拡大等のほか､理数科教育分野では資機材の配布､適正な教員配置､教員研修に重点を

置き、中等教育拡充に取り組むとしている｡教員研修では､特に理数科教育の質の向上に重点を置いて

おり､その手段としての教員研修を制度化する方針であり、「ケ」国の工業化という目標達成と機会均等社

会の実現のためには、現職教員研修の制度化は不可欠であると唱っている。

また、これらの中で中等教育に関しては、情報通信技術 (ICT： Information and Communication

technology)の普及と取り組むとしている。

表 1-17　ケニア教育 5 ヵ年計画の主要目標（中等教員訓練に関わる）

概要

中等教員の資質的向上 中等教員の増員・補強

・ 45,000 人の中等教員の再訓練 ・ 2,000 人の新規教員採用

・ 対象中等学校への理数科機材の供与 ・ 教員不足地域への再配置

・ 中等教員への Post-Basic 訓練 中等教育での ICT 普及

・ 技術/工学カリキュラムの改定 ・ 指導/学習段階への ICT の採用

・ 指導教材・学習教材の開発 ・ 教員への ICT 訓練

・ 中等学校で必要となる ICT ｲﾝﾌﾗの整備

出所：KESSP　2005-2010

さらに、INSET 研修について具体的に記述しており、近年の急速な社会的ニーズの変化を中等理数

科教育に取り込むには、優秀な教員が不可欠と指摘している。その養成には「新規教員養成」だけでは

不十分であり、INSET 研修による現職教員の再研修が不可欠であるとし、近い将来、「ケ」国の全ての中

等教員は、INSET 研修の受講を義務化される方針が掲げられている。

さらに、本センターを唯一の現職中等理数科教員の研修機関として正式登録し、本センターにて実施

される「ケ」国内の理数科 INSET 研修を教員養成学校及び TIVET レベルまで拡大すると共に、

SMASSE-WECSA 加盟国への広域研修を行なう施設とするとしている。

そのため、本プロジェクトは、中等教育レベルの理数科教育強化により、「2020 年までに経済基盤を工

業に移行する」という国家開発目標の達成に資するものとして位置付けられている。

1-1-3　社会経済状況

(1)経済状況

90年代後半から低迷が続いた「ケ」国経済は、確実に回復への歩みを強めており、一人当りのGDPは

2003 年 467.5 ドル、2004 年 490.4 ドル、実質 GDP の伸び率は 2003 年の 2.8%から 2004 年には 4.3%と

なった。2005 年以降はさらに高い伸び率が期待されているが、「ケ」国経済は国際機関、主要ドナーの援

助に大きく依存する構造に陥っており、2004 年末に承認された 7,700 万ドル(相当)の IMF 融資が、経済

成長に貢献するものと見込まれる。
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表 1-18　主要マクロ経済指標の推移

年度 1999 2000 2001 2002 2003 2004
実質GDP成長率 1.4 0.6 4.4 0.4 2.8 4.3
名目GDP総額(ドル) 10,571,862 12,705,371 13,058,505 13,190,804 15,036,162 16,087,574
１人あたりのGDP(名目)(ドル) 438.0 409.3 423.1 418.5 467.5 490.4
消費者物価指数 112.7 123.9 131.0 133.6 146.7 163.7
経常収支（国際収支ベース）(ドル) -89,625 -237,477 -383,372 -1,771,449 67,741 -373,229
貿易収支（国際収支ベース）(ドル) -975,042 -1,487,050 -1,814,055 -1,122,891 -1,299,653 -1,887,174
為替レート（対ドルレート）-期末値 72.9306 78.0361 78.6000 77.0722 76.1389 77.3444
輸出額(ドル） 1,742,721 1,766,019 1,878,613 2,149,655 2,411,958 2,712,901
輸入額(ドル） 2,934,903 3,253,066 3,692,672 3,272,545 3,711,617 4,600,063

出典：ジェトロ海外情報ファイル”JETRO-FILE”

(2) 産業状況

「ケ」国の2004年のGDP産業別内訳は、農業を中心とした第1次産業が24.7%、第2次産業が15.3%、

第 3 次産業が 49.4%、国際機関、主要ドナーよりの援助が 10.6%である。「ケ」国経済は、第 1 次産業と国

際機関、主要ドナーの援助により支えられており、第1次産業は天候と産品の世界市況による影響を受け

やすい。主要輸出農産物は紅茶、コーヒー、園芸作物等である。

「ケ」国政府は、農業を中心とした第 1 次産業と国際機関、主要ドナーの援助に頼る産業構造からの脱

却に努め、東アフリカにおいて産業集積が形成されつつあるケニアの繊維、化学品、履物などの軽工業

を中心として、工業化への転換を進めようとしている。しかし、この工業化の推進には人材育成が必要で

あるが、中等教育段階での不十分な理数科教育がその障害のひとつとなっている。

　　表 1-19　部門別国民総生産構成の変化　　　　　　　　単位：100 万ケニア・シリング

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
部門

金額 金額 金額 金額 金額
構成比 伸び率

第1次産業 285,868 288,945 270,391 292,347 314,484 24.7 7.6
　農林業 275,191 277,498 258,962 280,663 301,884 23.7 7.6
　漁業 6,570 6,532 6,323 5,739 6,221 0.5 8.4
　鉱業・採石 4,107 4,915 5,106 5,945 6,379 0.5 7.3
第2次産業 146,061 151,275 155,215 169,810 195,254 15.3 15.0
　製造業 99,838 99,777 102,249 109,439 126,528 9.9 15.6
　電気・水 18,803 19,669 20,815 23,584 23,397 1.8 -0.8
　建設 27,420 31,829 32,151 36,787 45,329 3.6 23.2
第3次産業 426,990 472,551 496,701 554,039 628,645 49.4 13.5
　倉庫・小売・修理 87,538 93,531 93,003 103,678 129,166 10.1 24.6
　ホテル・レストラン 11,787 11,864 12,503 10,707 13,483 1.1 25.9
　運輸・通信 85,911 98,689 104,670 113,418 131,288 10.3 15.8
　金融 33,672 42,124 36,915 48,787 48,662 3.8 -0.3
　不動産・ビジネスサービス 53,386 58,667 62,165 67,316 72,602 5.7 7.9
　教育 56,966 63,064 75,553 89,719 99,200 7.8 10.6
　その他 97,730 104,612 111,892 120,414 134,244 10.6 11.5

合計 858,919 912,770 922,304 1,016,195 1,138,382 89 12.0
課税－補助金 108,919 113,148 116,460 125,585 135,334 11 7.8

国内総生産（市場価格） 967,838 1,025,918 1,038,764 1,141,780 1,273,716 100 11.6

[出所]ケニア統計局 "Economic Survey" 2005　表 2.1 からジェトロ作成

[注]名目値のため基準年なし
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1-2　無償資金協力要請の背景・経緯および概要

(1) 背景

「ケ」国は、「2020 年までに経済基盤を工業に移行する」という国家目標を推進するために、中等教育

における理数科教育の強化を掲げている。しかし、「ケ」国の中等教育修了資格試験の理数科目である

数学、物理、生物、化学が低迷しており、1998年7月からの技術協力プロジェクト「SMASSE」により、理数

科現職教員の再訓練が地方 15 のパイロットセンターで行なわれた。

この結果が高く評価され、2003 年 7 月からの「SMASSE フェーズ 2」により、この再訓練をケニア全土に

展開することとなり、実施に必要な研修指導員の研修を含むケニア国内の現職教員研修及び SMASSE-

WECSA による加盟国の理数科教育分野の関係者への広域研修が開始された。

この活動を実施するにあたり「ケ」国政府は、これらの研修拠点として、旧職業訓練施設を改修し、本セ

ンターを設立したが、収容人数は 92 人と少なく、同収容規模では中心研修である研修指導員の研修に

約半年掛かるなど、他の研修実施の時間的制約となっている。また、研修に必要な講堂などが不足、事

務棟は老朽化が著しく使用不可など、研修に必要とされる施設機能の不足などの問題を抱えている。

SMASSE フェーズ 2 開始以降、ケニア国内の研修ニーズが拡大すると共に、アフリカ広域研修に対す

るニーズも拡大してきており、これらの研修を実施するためには、200 人規模の収容能力が必要となって

いる。

「ケ」国政府は、かかる状況を改善するために、ナイロビ市カレン地区にある本センターの拡充計画(以

下、本プロジェクトという)を策定した。

本プロジェクトは、「2020 年までに経済基盤を工業に移行する」という国家目標に寄与する中等教育の

理数科教育強化に必要な施設・機材を拡充することを目的としており、その必要性は高い。

(2) 要請

「ケ」国政府は策定した「アフリカ理数科・技術教育センター拡充計画」のうち、本センターの施設拡充

と付帯する機材の整備について、我が国に対し無償資金協力による協力を要請した。これを受け、2005

年 6 月に本プロジェクトを対象とする予備調査が実施され、案件実施の必要性と妥当性が確認された。

予備調査により確認された項目を含む要請の概要は、以下のとおりである。

1) 要請年月：2003 年 9 月

2) 要請金額：約 12 億円

3) 要請内容

施設 機材

実験室(50 人用×5 室)、コンピュータ室(50 人用)、教室(50 人用×6
室)、事務所棟(300 人用講堂、保健室を含む)、宿泊施設(ツイン 55
室)、食堂(200 人用)
インフラ設備(自家発電機、井戸、上下水道設備)、基本家具

生物科/化学科/物理科/数学科/初等教

育理科研修用機材、厨房機器、宿泊施

設機器など

7～10 棟、延べ床面積 5,300 ㎡程度 625 種類
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1-3　我が国の援助動向

我が国は、これまで理数科教育分野に関しては、青年海外協力隊理数科教師のグループ派遣、及び

技術協力プロジェクトを行なっている。特に 1998年7月からの技術協力プロジェクト「SMASSE」及び2003

年 7 月からの「SMASSE フェーズ 2」により、本プロジェクトの策定及び要請へと繋がってきている。

(1) 中等理数科教育強化計画 (SMASSE)：1998 年 7 月～2003 年 6 月

1-1-1項で述べたとおり、理数科現職教員の再訓練のため中央研修センターと地方 15のパイロットセン

ターを設立し、研修を実施した。研修指導員養成の中央 INSET 研修は、独自施設がないため年 2 回の

休暇期間中(4、8 月)に限り、KSTC を使用して行なった。

ケニア中等学校校長会により、INSET 研修のケニア全土への展開が強く要望され、「SMASSE フェー

ズ 2」が始められた。

(2) 中等理数科教育強化計画フェーズ 2 (SMASSE フェーズ 2)：2003 年 7 月～2008 年 6 月

1-1-1項で述べたとおり、ケニア国内向け INSET研修を全国的に展開することと、SMASSE-WECSAに

よる広域研修の実施を活動の柱としている。SMASSE フェーズ 2 のため、中央研修拠点として本センター

が設立され、2005 年 1 月より本センターを中心として研修事業を行なっている。

1-4　他のドナーの援助動向

中等教育の理数科教育に関しては、他のドナーの援助はない。



第２章　　プロジェクトを取り巻く状況
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第 2 章　プロジェクトを取り巻く状況

2-1　プロジェクトの実施体制

2-1-1　組織・人員

(1) 主管官庁・実施機関：教育省

教育省は就学前教育から高等教育までの「ケ」国教育行政の全般を管轄している。教育省事務次官の

もとに教育次官がおり、その下に基礎教育、教育計画政策プロジェクト、高等教育、視学の 4 局が置かれ

ている。本センターは、教育省のひとつの研修機関として高等教育局の管轄下に置かれ、事務次官が総

括する。

また、全国 72 のディストリクトには地方教育長を長とする地方教育事務所が配置され、その下に学区が

設けられており、それぞれ視学官が配置されている。

「ケ」国の側の主管官庁となる教育省は、日本をはじめとする外国からの援助による教育分野整備事業

を数多く実施した実績を有していることから、本プロジェクトの実施も問題ないと考えられる。

同省の実施・監督部署は高等教育局であり、事務次官が総括する。

図 2-1　教育省の組織図

(2) 本センター(アフリカ理数科・技術教育センター)の組織・人員

1) 本センターの組織

本プロジェクトの業務調整を行ない完成後の施設を使用する本センターは、高等教育局傘下の１つの

研修機関であり、技協プロジェクト「SMASSE」のカウンターパート組織が発展し、組織が形成されており、

我が国の援助に精通しており、実施上の問題はないと考えられる。

本センターはケニア理科教員養成大学の下部組織であったが、2006年4月に教育省傘下の研修機関

として正式に登録された。

ユネスコ部 中等教育部 高等教育部

教育大臣

事務次官

教育次官

基礎教育局 高等教育局 視学局
教育計画政策
プロジェクト局

アフリカ理数科・技術教育センター
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本センターの管理・運営組織としては理事会が設置され、その議長は教育大臣により任命される。また、

理事会にて決定された事項の遂行及び予算措置を円滑に行うために、財務・総務委員会が設置され本

センターの運営を指導する予定である。

本センターの組織図は図2-2のとおりであり、活動の中心となる研修の運営管理部門は副所長のもと理

数科 4 課、モニタリング・評価、TIVET、広域協力の 7 課からなる。

教育省により中等教育教員の現職教員研修の制度化が進められており、本センターは「ケ」国唯一の

理数科教員再訓練の研修拠点となり、「ケ」国の中等教育の理数科教員を対象とした INSET 研修などと

SMASSE-WECSA 広域研修を永続的に運営していく計画となっている。また、SMASSE-WECSA の議長

及び事務局長は本センターの所長が兼務する予定であり、そのもとで広域協力課が SMASSE-WECSA

広域研修のコーディネーションなどを行なう。

図 2-2　本センターの組織図

2) 職員配置

施設完成までに、現在の職員 88 人から 144 人に増員される予定である。その内訳は、アカデミックスタ

ッフが 61 人から 85 人、ノンアカデミックスタッフが 27 人から 59 人に増員される。本センターは 2006 年 4

月に正式に研修機関として登録されたため今後職員採用を進めていくが、アカデミックスタッフ及びノン

アカデミックスタッフの採用は教育省職員の異動が原則であり、その確保はほとんど問題ないと考えられ

るが、「ケ」国政府の財政事情により公務員の増員が規制されていることもあり、予定どおり職員採用が確

実に行なわれることが求められる。

現在、本センターが直接雇用しているノンアカデミックスタッフへは、本センターより直接給与が支払わ

れているが、教育省職員が異動の場合には、教育省が給与を払い続けるため、本センターが支払う人件

費はほとんど増加しないと予想される。

表 2-1　本センター職員増員計画

人員配置

セクション名 担当者名 現状 施設完成後

所長 1 1
内部監査官 0 1
研修プログラム 60 88

副所長 0 1

内部監査官

生物課 化学課 物理課 数学課 TIVET課 広域協力課

理事会

モニタリン
グ・評価課

副所長　研修プログラム

総務、会計、ハウスキー
パー/食堂、保安、営繕

副所長　事務・会計

財務・総務委員会

所長
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副所長補佐 2 2
ナショナルトレーナー 13 13生物課

実験助手 0 1
副所長補佐 2 2
ナショナルトレーナー 13 13化学課

実験助手 0 1
副所長補佐 2 2
ナショナルトレーナー 13 13物理課

実験助手 0 1
副所長補佐 2 2
ナショナルトレーナー 13 13数学課

実験助手 0 1
副所長補佐 0 2
広報・編集 0 1モニタリング・評価

司書補 0 1
副所長補佐 0 1

TIVET課
ナショナルトレーナー 0 16
副所長補佐 0 1

広域協力
プログラム担当 0 1

事務・会計部門 27 54
副所長 0 1

総務 1 1
秘書 2 4
用度 0 1
印刷・保管 1 3
記録 0 1
メッセンジャー 0 1

総務

運転手 6 9
会計 0 1

会計
経理 0 1
ハウスキーパー・配膳長 1 1
コック長 1 1
コック/厨房スタッフ 6 9
ランドリー/宿泊スタッフ 2 4
保安 0 1
保安助手 0 1
守衛 4 7
庭師 3 6

ハウスキーパー・配膳

看護士 0 1
計 88 144

：アカデミックスタッフ

3) 維持管理職員

現在、施設・機材の維持管理担当職員はおらず、施設完成後の人員配置計画にも予定されていない。

維持管理は、各職員より維持管理が必要な事項が総務担当者に伝えられ、金額の大小により、まとめて

入札に掛け修繕業者を選ぶか、直接ナイロビ市内の業者に修繕を委託するかの方法がとられている。こ

の方法が維持管理要員を雇用するより安く、確実であるとの判断であり、施設完成後も同じ方法が予定さ

れているため、本センターの機械・電気設備は、既存施設と同様、現地で入手可能で簡便、かつ維持管

理が容易な機器、システムをもとに計画しており、維持管理上の問題はない。しかし、発電機、ポンプなど

の機器は定期的な保守点検は最低限必要であり、これらについて外部業者との定期保守点検契約を結

ぶことが求められる。
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2-1-2　財政・予算

(1) 教育省の予算

2005/2006 年度の国家経常予算の内、教育省には政府各省最大の 34.4%が割り当てられているが、教

育予算支出の 8 割近くが人件費を含む運営管理費であり、教育の活動予算は少ない。

過去 5 ヵ年の教育支出内訳を見ると、初等教育の無償化に伴い、2002/2003 年度以降、初等教育の支

出割合が経常支出、投資支出共に飛躍的に増加している。2003/2004 年度の各教育レベル別経常支出

は、初等教育 60 億ケニアシリング(ksh)、中等教育 9.5 億 ksh、高等教育 75 億 ksh となっており、初等教

育を除けば高等教育への極端とも言える偏りが見られる。

本プロジェクトが実施された場合の「ケ」国側負担工事は 3-5-1 項で試算された約 7 百万 ksh であり、教

育省の 2003/2004 年度の投資支出 8,434 百万ケニアシリングの約 0.08%となる。また、教育省もその支出

を約束しており、十分に負担可能と判断される。

表 2-2　教育省の予算内訳　　　　　　　　　　　　（百万 ksh）

　 1999/2000 2000/2001 2001/2002 2002/2003 2003/2004 %(2004)
経常支出 　 　 　 　 　

運営管理 39,612 39,761 44,522 49,052 55,777 78%
就学前教育 6 6 7 7 7 0%
初等教育 483 816 742 3,322 5,967 8%
中等教育 596 698 667 668 945 1%
技術教育 726 875 866 866 501 1%
教員養成 186 130 177 156 216 0%
特殊教育 82 103 54 120 187 0%
工芸教育 195 252 321 343 466 1%
高等教育 5,450 5,863 6,382 6,809 7,483 10%
その他 264 265 - 262 251 0%

合計 47,600 48,769 53,738 61,605 71,800 100%
投資支出 　 　 　 　 　

運営管理 27 462 1,004 2,077 1,172 14%
就学前教育 268 272 278 680 566 7%
初等教育 285 236 150 796 5,813 69%
中等教育 2 9 3 52 150 2%
技術教育 - 13 10 5 5 0%
教員養成 3 33 608 75 96 1%
特殊教育 - - - - - -
工芸教育 - - - - - -
高等教育 75 68 544 1,129 632 7%
その他 - - - 1 - -

合計 660 1,093 2,597 4,815 8,434 100%

(2) 本センターの運営予算

1) 予算配分

教育省より毎年 SMASSE プロジェクトへ予算が支給されており、2005/06 年度からは 4 千万 ksh が支給

されている。それ以降については、教育省は毎年 4%の物価上昇分が加算された金額を配分すると約束

している。
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表 2-3　教育省から本センターへの予算配分実績・計画　　　　　　(単位：千 ksh)

年度 1998/99 1999/00 2000/01 2001/02 2002/03 2003/04 2004/05
教育省 1,500 11,957 5,500 3,500 3,500 3,500 20,000
JICA 2,880 8,004 16,122 34,988 18,516 80,000 120,000
計 4,380 19,961 21,622 38,488 22,016 83,500 140,000

年度 2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/10 2010/11
教育省 40,000 41,600 43,264 44,995 46,794 48,666
JICA 120,000 200,000 200,000
計 160,000 241,600 243,264 44,995 46,794 48,666

※：1998/99 から 2007/08 年度までは SMASSE プロジェクトフェーズ 2 による予算・支出

2) 2005 年度の支出と研修コスト

2005 年度(SMASSE フェーズ 2 プロジェクトの会計年度は 1 月～12 月)の支出総額は、約 1 千 4 百

万 ksh である。2005 年度の研修受講者総数は、人日計算で 22,715 人日であり、支出額を研修者 1 人

日当たりで換算すると、宿泊費・食費付き 621ksh となっている。

表 2-4　本センターの年間支出額(2005 年度)

項目 2005年
1 旅費・日当 1,544,610
2 研修参加者食費 7,935,228
3 光熱費 2,401,148

(1) 電気代 556,848
(2) 発電機燃料代 129,980
(3) 電話代 312,000
(4) LPG ガス代(厨房) 1,402,320

4 備品費 21,470
5 施設・機材修繕費 1,456,000
6 雑費 746,950

計 14,105,406

3-5-2 項で試算された本計画施設完成後の運営・維持管理費は年間約 30,500,000 ケニアシリング、利

用を継続する既存施設の運営管理費は年間約 4,625,000 ケニアシリング掛かり、本センター全体では年

間約 35,125,000 ケニアシリング(約 53,000,000 円)が必要となるが、本計画施設完成時の教育省からの予

算交付は約 45,000,000 ケニアシリングであり、運営維持管理費の確保についての問題はないと考えられ

る。

なお、本センター職員の人件費については、教育省の既職員が本センターへ異動及び今後異動する

ため、教育省が継続して給与を支払うこととなるため、新規人件費は発生しない。

3) 宿泊棟・食堂運営

類似施設のアフリカ人造り拠点 (以下、AICAD という)では、外部業者に宿泊棟、食堂の運営を委託し

ている。

本センターは、現在と同様、職員による宿泊棟・食堂の運営を計画しているが、外部ケータリングの導

入や宿泊棟・食堂の外部運営委託の可能性も検討している。これはナイロビが国際会議の中心地のため、

外部ケータリング業者や外部運営業者が多数あるためであり、職員による直営運営より、運営・維持費が
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少なくて済む可能性が大きいことにもよる。

外部委託した場合には、本センターが直接雇用するノンアカデミック職員の給与と宿泊棟と食堂の運

営コストが減少することとなる。

4) SMASSE-WECSA 広域研修

2004 年より SMASSE-WECSA 広域研修が行なわれているが、航空賃を含むの参加費用のほとんどを

日本側が負担している。「ケ」国側は広域研修を国内中央 INSET 研修に次ぐ高い優先順位で捉えている

が、現在実施中の技協プロジェクト終了後の同研修の実施には、航空賃を含む研修費用の確保が課題

となっている。主管官庁である教育省は、広域研修実施に必要な予算を日本を含むドナー等からの財政

支援によることを検討しており、これらの支援を含め毎年停滞なく確保することが求められる。

表 2-5　SMASSE フェーズ 2 における広域研修費用負担

負担項目

参加国 参加

日本側
ケニア迄の往路航空券代、航空賃を除く交通費、滞在宿泊費(食費込み)、教材供与、保険に

よる医療費援助

ケニア側 宿泊施設、講師及び雑費を含む研修施設の提供

2-1-3　技術水準

(1) 維持管理職員

現在、本センターには施設・機材の維持管理担当職員はおらず、施設完成後も現在と同様に外部業

者による維持管理を行なう予定である。ナイロビは外部のメンテナンス業者が発達しており、本計画施設

においては、この方法で適切な維持管理が行なわれるよう、現地の外部業者が維持管理可能な現地調

達可能な資材およびシステムにより、基本設計を計画する方針とした。

このため、概要説明時に以下の内容をケニア側に説明し、予算及び恒常的な管理の準備を要請した。

・ 必要とされる施設定期点検の概要(具体的な点検対象部位と必要点検回数)

・ 建築設備機器の耐用年数

・ 施設主要資機材の更新時期と更新費用

・ 機材の維持管理方法

・ 維持管理予算を試算結果(機材消耗品購入費、施設維持費、施設設備維持費を含む)

以上により、本プロジェクトの実施について維持管理の技術面での支障はない。
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2-2　プロジェクトサイト及び周辺の状況

2-2-1　既存施設・機材

本センターの既存施設は事務棟を除き使用可能であり、拡充後も継続して利用し、不足分を本プロジェク

トにて計画する方針とした。既存施設・機材の現状と将来の再利用計画は、以下のとおりである。

(1) 施設

既存施設の配置は、下図のとおりである。

図 2-3　本センターの既存施設配置

本センターは、解体予定のブロック A 事務棟を除き既存施設を①宿泊施設は継続利用、②教室・実験室
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はグループ研修時の補助施設として利用、③食堂は現在講堂の機能を含め多目的に利用されているが講

堂を新築し食堂専用として利用し、既存食堂で足りない席数を増築補完、さらに宿泊者のための談話室、リラ

クスゼーション、スタッフの昼食・休憩多目的室としても利用、④厨房は 200 人対応としてはスペースが不足す

るため配膳・片付けおよび倉庫として利用するなどと計画している。

表 2-6　本センターの既存施設再利用計画

施設・設備 床面積 主要室 施設状況 再利用計画

5 事務室

1 会議室
ブロック-A
事務棟

445㎡

倉庫

床が傾き、多数のクラックがあ

り、建物の基礎が沈下して傾

斜したと考えられる。屋根から

の漏水跡も多数ある。

解体

2 実験室(各23人収容)ブロック-B
実験室棟

218㎡
1 準備室

利用可能だが、収容能力は

将来計画に対し小さい。

増築施設のみではグループ研修のスペース

が不足するため、この施設も利用する。

1 実験室(各23人収容)
1 準備室

ブロック-C
実験室棟

216㎡
1 教室

利用可能だが、収容能力は

将来計画に対し小さい。

増築施設のみではグループ研修のスペース

が不足するため、この施設も利用する。

倉庫 (大)
倉庫 (小)、書庫

ブロック-D
倉庫棟

216㎡
2 事務室

利用可能
地方研修センター配布用の教材等保管。同

じ用途で継続して利用する。

3 教室(各23人収容)
1 事務室

ブロック-E
教室棟

230㎡
倉庫

利用可能だが、収容能力は

将来計画に対し小さい。

増築施設のみではグループ研修のスペース

が不足するため、この施設も利用する。

23 宿泊室(2人収容)
2 事務室

ブロック-F
宿泊棟

720㎡
共用トイレ・シャワー等

利用可能
23室(46人収容)の宿泊室を継続して使用す

る。

23 宿泊室(2人収容)
2 事務室

ブロック-G
宿泊棟

720㎡
共用トイレ・シャワー等

利用可能
23室(46人収容)の宿泊室を継続して使用す

る。

食堂(92人)
厨房・食品庫(92食用)
ランドリー(92人用)

ブロック-H
食堂

495㎡

バックヤード

利用可能だが、現在の92人
利用に対して手狭で、かつ

200人対応の将来計画に対し

も小さい。

食堂として継続して使用する。不足席数分は

増築する。また、宿泊者の談話室、リラクスゼ

ーション、スタッフの昼食・休憩に利用する。

厨房は新築し、既存厨房は配膳・片付け・倉

庫として利用する。

発電機室 利用可能
継続して利用する。必要容量アップのため、

新施設用として増築する。
発電機室 36㎡

配電盤室 利用可能
継続して利用する。必要容量アップのため、

新施設用として増築する。

ガードハウス 12㎡ 継続して利用する。

高架水槽 利用可能
継続して利用する。必要容量アップのため、

新施設用として増築する。
給水

井戸(2本) 利用可能。
1本の井戸を継続して利用する。受水槽など

を新築する。

LPG ガス ガスタンク 利用可能 継続して利用する。

排水 利用可能 継続して利用する。
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1) 既存事務棟の解体

既存事務棟は、基礎の沈下により床が傾き床に多数の亀裂があることと、屋根材の腐食により多くの個所よ

り雨漏りが起きており、解体が必要である。

「ケ」国では、公共施設の建物が少なく貴重であり、使用可能な限り使い続けるのが政府の方針のため、解

体許可を財務省より得る必要がある。このため、教育省内に調査員会を組織し、解体要望をまとめ財務省に

申請する予定である。

(2) 機材

現在本センターに整備されている機材は計測機器やガラス器具等限られたものであり、技術協力プロジェ

クトにて供与された機材も多く含まれている。中央 INSET 研修時には、各科間で機材を共有して使用したり、

不足機材はケニア理科教員養成大学等の外部機関から借用したりして研修を実施している。機材数量、品

目ともに不足した環境の中で研修が実施されているのが現状である。

主要既存機材リストは、以下に示すとおりである。

表 2-7　主要既存機材リスト

機材名 数量 製造者 モデル

機材の状態

A: フル稼働可能

B: 部分的に故障

C: 故障

備考

ブロックA　事務棟

コンピュータ 2 A 事務室用

プリンター 1 A 事務室用

ファクシミリ 1 Brother A 事務室用

CDプレーヤー 1 Sony A 事務室用

机 14 - A 生物科講師用

椅子 14 - A 生物科講師用

ビデオ 1 83367 A 生物科講師用

コンピュータ 8 Compaq AS0912USA-
 ATOGL

A
生物科講師用

プリンター 6 HP C4224A B 生物科講師用

スキャナー 1 Canon A0123456789 A 生物科講師用

テレビ 1 Sony CF-14K50E A 生物科講師用

テレビ 1 Sony A 数学科講師用

ビデオ 1 Sony A 数学科講師用

OHP 1 Elite A 数学科講師用

机 12 - A 数学科講師用

椅子 12 - A 数学科講師用

スクリーン 1 - C 数学科講師用

Computer 12 HPx7, IBMx5 A 数学科講師用

コンピュータ 9 Epson, HP etc A 数学科講師用

スキャナー 1 Canon A 数学科講師用

計算機 26 A 数学科講師用

ビデオカメラ 1 Sony A 数学科講師用

ブロックB　実験室棟

中央実験台 3 - A 生物実験室

実験室用椅子 29 - A 生物実験室

ドラフトチャンバー 1 - A 生物実験室

実体顕微鏡 6 Phillip harris A 生物実験室
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生物顕微鏡 10 Phillip harris A 生物実験室

生物顕微鏡 3 Leica BF200 A 生物実験室

生物顕微鏡 11 Leica BME A 生物実験室

天秤 5 JYIFA indo A 生物実験室

電子天秤 4 Ohaus CS200 A 生物実験室

解剖キット 20 A 生物実験室

発電機 1 Honda A 生物実験室

攪拌器（大） 1 A 外部からの借用

攪拌器（小） 1 A 外部からの借用

中央実験台 3 - A 化学実験室

冷蔵庫 1 Hitachi C 化学実験室

実験室用椅子 29 - A 化学実験室

ドラフトチャンバー 1 - A 化学実験室

天秤 5 - A 化学実験室

電流計 10 Vico Made in India A 化学実験室

電圧計 10 Vico Made in India A 化学実験室

検流計 10 Vico Made in India A 化学実験室

精密天秤 7 Ohaus A 化学実験室

テレビ 1 Sony A 化学科講師用

ビデオ 1 Sony A 化学科講師用

OHP 1 Elite A 化学科講師用

ノートブックコンピュータ 1 Compaq A 化学科講師用

コンピュータ 13 Compaq A,B 化学科講師用

プリンター 4 Epson A 化学科講師用

スキャナー 1 Canon B 化学科講師用

ブロックC　実験室棟

教室用椅子 34 - A 数学教室

中央実験台 3 - A 物理実験室

実験室用椅子 34 - A 物理実験室

冷蔵庫 1 LG A 物理実験室

電流計 10 Vico Made in India B 物理実験室

電圧計 10 Vico Made in India B 物理実験室

検流計 10 Vico Made in India B 物理実験室

オシロスコープ 5MHz 3 Kenwood CO-1305 A 外部から借用

オシロスコープ 20MHz 1 Hitachi V-212 A 外部から借用

ガイガー計 1 ? A 外部から借用

バンデグラフ 5 - A 物理実験室

オーディオオシレーター 2 - A 外部から借用

信号発振器 2 - A 外部から借用

電源 7 - A 物理実験室

デジタルマルチメーター 4 - C 物理実験室

ストップウォッチ 16 - A 物理実験室

テレビ 1 Sony A 物理実験室

ビデオ 1 Sony A 物理実験室

分光計 5 Phillip harris A 物理実験室

ディスチャージランプ 4 Phillip harris A 外部から借用

ノートブックコンピュータ 1 B 物理実験室

コンピューター 14 B 物理実験室

プリンター 1 A 物理実験室

スキャナー 1 C 物理実験室

プロジェクター 1 B 物理実験室

ブロックD　倉庫棟

DRS 1 DRS CD400 series A 倉庫

裁断機 1 Gestetner A 倉庫
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ブロックE　教室棟

コンピュータ 7 B 生物教室

プリンター 1 Epson PM-2000C B 生物教室

教室用椅子 32 A 生物教室

冷蔵庫 1 LG GR-332SVF A 生物準備室

OHP 1 Elite ANSI-EHK B 生物準備室

教室用椅子 37 A 化学教室

教室用椅子 26 A 物理教室

コンピュータ 10 A 物理教室

ブロックH　食堂

テレビ 2 A 食堂

テーブル 36 A 食堂

椅子 90 A 食堂

オーブン 1 A 厨房

冷蔵庫 2 A 厨房

チェスト型冷凍庫 2 A 厨房

ポテトピーラー 1 A 厨房

フライヤー 1 A 厨房

ミキサー 1 A 厨房

スライサー 1 A 厨房

天秤 1 A 厨房

2-2-2　関連インフラの整備状況

(1) サイトの位置・サイトへのアクセス

本センターは、ナイロビ市中心部から南西に約 15km の距離にあるカレン地区に位置しており、同市中心

部から車で約 30～40 分掛かる。サイト周辺は、かつての農園の一部で、現在も閑静で豊かな緑が周辺に広

がる自然環境に恵まれているが、公共交通の便は悪く、近隣に商店等もない。

敷地への出入口は、敷地東側に沿ったカレンロードの中心付近にあり、この一ヶ所から出入する。敷地内

の道路は舗装されており、よく維持されている。

(2) 電気

電力は、低圧 415V にて敷地東側道路から架空で引き込まれ、ブロック-H 食堂周辺で地中埋設となり、契

約メーターを経て、配電盤室内の配電盤に接続されている。既存の配電盤は 135kVA の容量であり、予備回

路を持っているが、本計画施設が増えた場合には電力容量が不足すると予想され、その場合には配電盤を

増設する。施設拡充後の本センター全体の受電容量が 419kVA 程度となり、ケニア電力会社の規定である低

圧引込みの限度 300kVA を越えるため、高圧(11kV)引込みとなる。このため、高圧引込みに必要な電力会社

用変圧器室を設置する。なお、AVR は設置されていない。

現地調査中の既存施設内での測定データによると、電圧変動は－5.7%から+7.9％程度であり、電圧変動

対応策が必要とされる±10％を越えていないので、特別な対策は必要ないと判断される。

停電時の電源として、250kVA（240～415V）発電機1基が設置されている。同発電機の燃料は灯油であり、

備蓄量は 500L である。この発電機の容量は、停電時の施設内全負荷に対応しており、給油は約 3 ヶ月ごと

に行なわれている。停電頻度の聞取り調査をしたが不明であり、給油の頻度が停電頻度と考えると、500L は
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約 9 時間分であり、3 ヶ月に 9 時間停電することを意味している。発電機の余裕は約 50kVA 程度と予測され、

本計画施設が増えた場合には既存発電機では賄えないと予測される。この場合には発電機を増設する。

(3) 電話

電話 2 回線が、敷地東側のカレンロードより架空にてブロック A 事務棟へ引き込まれている。電話が使用さ

れているのは事務棟のみであり、この 2 回線は外線電話とＦＡＸ・インターネットに使用されいている。既存施

設内および施設間の内線電話は敷設されていない。本計画施設へは、既存 2 回線を含め計 5 回線の引き込

みが計画されており、引込みは可能である。

(4) 上水道・井戸

既存の給水源は、旧井戸(揚水量0.8ｍ3/h、他詳細不明）、新井戸(2004年竣工、井戸深さ315m、ポンプ設

置深さ 240m、揚水量 2.4ｍ3/h)の 2 本の井戸である。

既存井戸の水量を増やすために周辺に新しく井戸を掘っても、サイトのあるカレン地区の水脈に限りがあり、

2.4 m3/h前後が限度と推定される。一方、現在の新井戸を更に深く掘った場合には、塩分の多い水か、コーヒ

ー色の濁度の高い水がでる可能性が高い。そのため、現在の新井戸を給水源とするのが得策と判断した。ま

た、現在2本の井戸があるが、「ケ」国では1敷地1井戸と規定されており、揚水量の多い新井戸のみを給水源

とする。

市水は管径25mmの引込みパイプが敷設されているが、メーターが撤去され使用されていない。給水事業

者のナイロビ水道・排水会社カレン事務所では、ナイロビは常時水不足であり、本センターのある地区では一

週間に半日に限り送水しており、厳しい給水制限が行なわれている。2006年3月に送水能力が拡張される計

画があり、この拡張が行なわれれば一週間に半日×2回の送水になるとされている。送水方法は、カレン地区

の中心交差点近くの給水塔より重力により送水されているが、水圧は不明であった。水不足の原因は、ナイロ

ビ市外であるカレン地区へは、需要の大きいナイロビ市街を経由して本管が延長されているためである。

本センターでは、水道接続手続きを始めており、補助水源として本計画に利用する。

(5) ガス

厨房とブロック B 実験室棟の生物実験室、化学実験室用に、LPG 供給設備が設置されている。厨房用とし

ては、ガス貯蔵タンク（容量 1.5ｍ3）が設置されており、3 ヶ月に１度の頻度でガス業者がガスを補給している。

本計画により食数が増加し補給頻度が高くなるが、運営上支障のない範囲の増加と予測される。ブロック B
棟の実験用 LPG 供給設備は実験室が継続利用されるため、LPG ボンベ庫は現状のままとし、新実験棟には

新たに必要となる LPG ボンベ庫を計画する。

(6) 排水

サイト内の排水は、汚水排水と雨水排水の 2系統に分けられている。汚水排水は 2基の浄化槽と浸透設備

により、土壌へと浸透処理されている。既存浄化槽と浸透設備の容量に余裕はないため、本計画施設に対し

ては、新規に浄化槽と浸透設備を計画する。雨水排水は、サイト内に設けられた開渠と埋設配管を経由して、

サイト外へ放流されているので、新施設からの雨水排水は、既存雨水排水管に接続することとする。
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(7) 廃棄物(ゴミ)
本センターにて発生するゴミは少なく、空き地に穴を掘り埋めている。今後も同じ方法で処理される予定で

ある。

2-2-3　自然条件

(1) 気象

本計画サイトのあるナイロビ市は、赤道直下の半乾燥サバンナ地帯に属するが、標高が1,700ｍと高いため、

各月の平均気温は最高が 2～3 月の 26℃、最低が 7 月の 10℃と年間を通じて温度差が少なく凌ぎ易い。雨

季は 3～5 月の大雨季と、10～12 月の小雨季に分かれる。6 月～10 月は乾季であり、肌寒い日が続く。但し、

赤道直下であるため、太陽光は強い。年間降雨量は 1,050ｍｍ程度であるが、周期的な旱魃の年には

500mm 程度のこともある。月間雨量は 4 月が最高で 260mm 程度、7 月が最低で 15mm 程度であるが、大雨

季には一時的にスコール状の大雨が降ることがある。

ケニアの季節風は、12 月から 3 月までが北東からのモンスーン、3 月から 5 月は東からの風、6 月から 8 月

は南東の風となり、9 月から 12 月は北東の風となる。本サイトも同じパターンで変化するものと予測される。

(2) 水文・水理

本センター内では洪水のデータが取られていないため、聞取り調査した結果では、本センターが本サイト

で研修を始めた 2004 年以降は、洪水は起きていない。それ以前については、データがないが、周辺での聞

取り調査結果では、洪水例はない。

(3) 水質

現地調査中は新井戸が故障により稼動しておらず、水の採取はできなかった。新井戸を計画・施工した削

井コンサルタントへの聞取り調査の結果では、本センター周辺の井戸からはフッ素化合物がWHO基準より多

く検出されることもあるが、サイト内の新井戸の水質は、透明で無味無臭の良好な水であるとの報告を受けて

いる。本計画では、飲料用としては利用しない。

(4) 地形

サイトはおよそ南北約 180m、東西約 300m のほぼ矩形であり、面積は 13.51 エーカー(54,674 ㎡)である。

サイトは北から南へ高低差約 18m を有する南斜面で、北側端部に近い場所に最も平坦部分が多く、建物の

配置に適しているが、南側へ向うほど傾斜がきつくなっている。

サイト内には 8 棟の研修関連施設が分散配置されており、このうち事務棟のみが解体されるが、各建物の

周辺には樹木が多く、既存施設外壁のレンガ色と緑の木々が調和し、落ち着いた雰囲気である。この他サイ

ト内の北東端と東側には、改修中の職員宿舎がある。既存建物は事務棟を除き再利用、継続利用されるため、

増築エリアは限られており、樹木の伐採が必要とである。合わせて、本計画サイトには既存施設が配置されて

おり、仮設エリアとして利用できるのは南側の端部しかなく、この部分の樹木の伐採も必要とされる。

道路・公共事業省での聞取り調査の結果では、樹木の伐採には特別な許可は必要なく、所有者の教育省
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の判断によるが、環境影響評価を作成し許可を得る必要があるため、教育省が環境影響評価を作成する予

定となっている。

(5) 地盤

試掘調査をサイト内 3ヶ所で実施した。試掘深さは各 3mで、結果は各ヶ所とも水分を含むと脹れ基礎地盤

としては不適なナイロビ・コットン層はなく、全てシルト層であった。また、試掘ヶ所と隣接した場所計 3 ヶ所に

て、GLマイナス 1mの深さで平板載荷試験を行なった。平板載荷試験結果から算定したシルト層の許容地耐

力は 185kN/㎡程度であり、本計画施設として想定される 1～3 階建ての施設を支えるに十分な耐力を持つ。

(6) 地震

ケニア耐震規準の地震地域では、本計画サイトがゾーンⅧ-IXとⅦの境界付近に位置している。そのため、

安全側の判断としてゾーンⅧ-IX とし、構造計算を行なう。

(7) 落雷

ナイロビは落雷が多いが、本センターの既存施設に避雷設備は付いていない。ナイロビ市内でも避雷設備

の付いた建物は少ないが、設置義務は建物用途、構造、建物高さ、近隣建物の状況、建設地の高さ、落雷

頻度の各項目のポイントにより決定される。本計画施設の各項目の合計ポイントは、設置基準値を 1 ポイント

越えるため、本計画施設に棟上導体により避雷設備を計画する。また、本計画施設周辺への落雷により発生

する迷走電流が地中アース線を逆流し弱電設備を破損しないよう、本計画では雷サージ対策を行なう。

表 2-8　避雷設備設置義務の算出

評価指数合計値

分類 建物区分 構造 建物用途
周辺建物

との距離
敷地高さ 建物高さ 落雷頻度 合計

判定

指数合計40以上は設

置義務あり

評価指数 8 1 8 5 10 4 5 41 設置必要

(8) 白蟻

ケニアでは一般的に白アリが多いことから、白アリ対策が必要である。特に雨期などは地中から大量の白ア

リが水を避けて建物内に進入してくる。そのため、建物内の木部に関しては防蟻処理を行う必要がある。また、

白蟻は土中から侵入するケースと換気口や窓から侵入するケースが多く、土中及び天井裏等の白蟻対策が

必要となる。

「ケ」国の基準(KENYA Standard Code of practice for anti-termite measures in buildings : Chemical
treatment measures by KEBS) に従い、根切り後の基礎、ピット、土間下等の根切り底と周囲の立ち上り高さ

30cm には防蟻処理を行う。又、埋戻し時にはコンクリ－トの基礎、地中梁廻りにも防蟻材を散布する。

建物内の木部では特に天井裏の木トラス等が対象となるが、本計画施設では鉄骨トラスを採用する方針と

する。但し、木製瓦桟には防蟻塗装を行う。

内部の木扉や枠、家具等の仕上用木材は仕上の塗装を行うため、現地では防蟻処理を行わない場合もあ

るが、本計画施設においては、耐久性を考慮し内部仕上げ木材にも防蟻処理を行なう。
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2-2-4　その他

(1) 建築規制・関連法規

1) 用途地域・建築規制

ナイロビ市建築局、道路・公共事業省での調査結果では、本計画サイトに教育研修施設を建設することは

可能であり、建蔽率は 25%、建物の高さ制限は 3 階建である。

2) 建築法規

「ケ」国では建築基準法、消防法などが整備されており、これに従い本計画施設を計画する。

3) 防火規制

本センターの既存施設には、消火器、消火栓、煙感知器、手動ベルなどが設置されている。

ナイロビ消防本部での調査結果では、本計画施設としての消火設備は屋内消火栓、消火器など、防災設

備は火災報知器、煙感知器、非常口誘導灯などの設置が義務付けられている。

① 消火設備

・ 屋内消火栓は、ホースリールの仕様は規定されているが、その他は特に設置基準はない。ホースリ

ールの仕様は、警戒半径は30m、１箇所あたりの放水量は44ﾘｯﾀｰ/分、放水距離は11.43ｍである。

・ 消火器は室の用途によって設置する消火器の種類が異なり、CO2消火器、水消火器、ABC粉末消

火器の3種類がある。厨房には、鍋火災時に被せて火を窒息させる消火用ブランケットを設置する必

要がある。

② 防災設備

・ 火災報知器（押しボタン式）は、階段室近傍に設置し、さらに歩行距離30ｍごとに設置する。

・ 感知器は、ベッドルームや共用部に煙感知器、厨房には定温式感知器の設置義務があり、同設置

義務に従い設置する。

・ 非常口誘導灯の設置も義務付けられている。

4) 建築許可

本計画施設は「ケ」国政府の建物であるため、建築許可でなく計画通知を道路・公共事業省へ申請し、許

可を得る必要がある。許可は基本設計段階の計画許可と実施設計段階の計画通知の 2 段階であり、実施設

計段階の申請には環境影響評価が完了していることが義務付けられている。各申請概要は以下のとおりであ

り、同申請は教育省が行い、必要な申請料は「ケ」国側負担となる。

① 基本設計段階の計画許可

・ 建築図の審査期間は約１週間

・ 構造、電気、設備等の図面が準備できない場合は、準拠法規・主要な仕様などを提出

② 実施設計段階の計画通知

・ 建築、構造、電気、設備図面

・ 審査期間は約 1 ヶ月

・ 地質データ、測量図



32

なお、上記以外に「割り当て地証明」が必要であるが、土地登記は必要としない。

(2) 環境規制・環境影響評価

本計画施設の計画通知を申請し許可を得るためには、前述のとおり環境影響評価を国家環境管理庁へ

提出することが義務付けられている。本計画実施上で評価しなければならない項目は、以下のとおりである。

なお、環境影響評価は教育省が作成し、国家環境管理庁へ提出する予定である。

1) 樹木の伐採と建設後の植樹

2) 研修活動の拡大による廃棄物・騒音の増加

①　ゴミ：2-2-2 項に記述のとおり

②　汚水：2-2-2 項に記述のとおり

③ 実験室排水

本センターより、実験室排水の専用処理施設があるとの説明を受けたが、その施設は見つからず、処

理方法は不明であるが、浄化後土中に浸透されている様子である。現地には実験室排水に関する放

流規制はないが、本計画施設では中和処理設備を各実験室に設け中和後、排水管に放流する。

④ 厨房排水

厨房の排水は、グリストラップを経由後、浄化槽へ放流され、浄化後浸透されており、本計画施設でも

同じ方法を採用する。

(3) 周辺地域への環境影響

本センターサイトは周辺とは道路により隔てられており、サイト外への悪影響は少ない。サイト内には職員宿

舎があるが、研修関連施設エリアとは道路と樹木で隔てられていることなどから、悪影響は少ない。

1) 本計画施設の活動

本計画施設の活動は、現在行なわれている理数科教員研修の拡充であり、実験室からの実験排水や研

修受講者の生活排水などが活動から生じる悪影響の要因であるが、これらについては、中和設備と浄化槽に

て処理することにより、周辺への悪影響を防止する。

2) 本計画施設の建設

本計画施設は既存施設での研修が行われている中で建設が行なわれるため、建設時の周辺環境への影

響は、以下のとおりであり、可能な範囲で周辺への悪影響の少ない工法の採用を計画する。

表 2-9　本計画施設建設中の周辺環境への影響

要因 周辺環境への影響

工事騒音 仮囲いによりできるだけ周辺への騒音を防ぐ。

交通への影響

敷地への出入口が一箇所しかないため、工事車両・作業員が研修活動動線を阻害しないよう、可能な限

り工事動線は研修動線を阻害しない位置に設ける。また、安全確保がしやすいよう、本計画施設は出来

る限り既存施設との間に必要な建設スペースを確保できる位置に配置する。工事用車両・作業員の敷地

への入場管理と敷地内での移動の管理は、施工業者が行なう計画とするが、研修活動動線との重複を

減少し安全を確保するため、北側及び東側道路より直接建設エリアへ進入できる工事用仮設進入口を

設ける計画とする。



第３章　　プロジェクトの内容
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第 3 章　プロジェクトの内容

3-1　プロジェクトの概要

3-1-1 上位目標とプロジェクト目標

(1) 上位計画とプロジェクト目標

本プロジェクトは、「2020 年までに経済基盤を工業に移行する」という「ケ」国の国家目標を推進するた

めに、「第 9 次国家開発計画(2002～2008)」等において掲げられている、中等教育における理数科教育

の強化に資すものである。

「ケ」国の中等教育における理数科教育強化のひとつの方策として、JICA 技術協力プロジェクト

「SMASSE」により 1998 年に理数科現職教員の再訓練が始まり、この再訓練の有効性及び持続発展性が

確認されるなどにより、2003 年 7 月より技術協力プロジェクト「SMASSE フェーズ 2」が始まった。SMASSE

フェーズ 2 を実施するにあたり、「ケ」国政府は中央研修拠点としての本センターを設立し、研修指導員の

研修等を行なった。

SMASSE フェーズ 2 開始以降、「ケ」国内の研修ニーズが拡大されると共に、SMASSE フェーズ 2 にて

始められた SMASSE-WECSA による広域研修に対するニーズも拡大してきていることと、近い将来、「ケ」

国の中等教育の全理数科教員に対し、再訓練の制度化が打ち出されたことにより、本センターの拡充計

画が策定された。

本センターが、現状の 92 人から 200 人の研修が可能な施設規模に拡大され研修が拡大されることによ

り、「ケ」国の中等教育における理数科教育の改善に寄与するとともに、アフリカ広域研修の規模が拡大さ

れることにより、SMASSE-WECSA 加盟国の中等教育における理数科教育の改善にも寄与するものでも

ある。

また、本プロジェクトの目標は、本センターを 200 人研修が可能な規模を持つ施設に拡充整備し、以下

の活動を促進させることである。

① 「ケ」国内向けの研修が拡大され、理数科分野の研修指導員(教員)が養成・強化される。

② SMASSE-WECSA 加盟国において、理数科分野の研修指導員(教員)が養成・強化される。

(2) プロジェクトの概要

本プロジェクトでは上記目標を達成するために、本センターを 200 人規模の研修が実施可能な施設と

して整備することにより、「ケ」国及び SMASSE-WECSA 加盟国における中等教育の理数科教員及び同

教育関係者の研修実施に資するものである。これにより、「ケ」国内の中等教育の理数科教育が強化され、

かつ SMASSE-WECSA 加盟国における理数科教育が強化されることにより、それぞれの国家経済開発

に寄与すると期待される。

無償資金協力の対象事業は、本センターの拡充施設となる管理施設、研修施設、宿泊・食堂施設の

建設および研修に必要な関連機材の調達である。
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3-1-2　本センターの活動計画概要

本センターの施設拡充後、本センターにて計画されている研修活動は以下のとおりである。これらの研

修は、現在実施中の SMASSE フェーズ 2 により行なわれている研修活動を拡充したものである。

(1) 本センターの活動計画

1) 現職教員再訓練(INSET)の継続性

SMASSE フェーズ 2 の中間評価では授業現場では生徒参加型の授業が実現されつつあると認識され

ている。しかし、教師の ASEI/PDSI の授業での実践度は学校のレベルにより異なっている。ケニアの中等

学校の学校間格差は非常に大きく、特に底辺にある学校では、教師の力量、生徒の学力、学校管理者

の意識と能力、保護者の社会階層的等の条件がそろわないため、授業の変容を促すことは容易でなく、

時間を要するものと捉えられている。

現在サイクル 1～４が行われており、2007 年にサイクル 4 が終了するが、授業改造法の 15～20%程度

に該当するものであり、引き続きサイクル 5 以降が必要となっている。また、今後、毎年採用される新規教

員への INSET 研修も行なわれるが、これとともに工業化に関する社会ニーズの変化及び地域ニーズの変

化に合わせた授業内容に見直されていくため、毎年現在と同規模の研修指導員に対し研修を継続し、

地方研修センターで研修を根気強く継続することにより、初めてケニア国の理数科教育改善が確実にな

ると考えられている。このため、現在と同規模の研修指導員研修が本センターにて継続される計画であ

る。

INSET 研修の実施状況をみて、教育省はこれまでケニア国にて行なわれてこなかった INSET 研修が

効果のあるものと判断し、「2020年までに経済基盤を工業に移行する」という国家目標に推進するために、

少なくとも 2020 年まで INSET 研修を続ける方針である。また、INSET 研修の継続を担保するために、

「ケ」国の全ての中等教育理数科教員に対し、INSET 研修の毎年の受講を制度化する方針をケニア教育

5 ヵ年計画にて打ち出しており、INSET 研修の継続性は高いと判断される。

2) 活動計画

本センターの研修計画は、年間 52 週間のうち 87%に当たる計 45 週間の研修を予定し、このうち「ケ」

国内の中央 INSET 研修が計 16 週間(1,600 人)、中等学校校長等の学校・教育関係者への研修が計 14

週間(2,544 人)となっており、全体の 2/3 を占めている。その他、初等・中等教育教員養成学校および

TIVET の理数科教員への研修は、計 10 週間(計 2,000 人)、SMASSE-WECSA 広域研修は 150 人を対

象として、年 1 回 5 週間が計画されている。これは、「ケ」国側は今後も本センターをアフリカの理数科教員

研修の中核機関もしくは国際機関となるよう努力していくことを約束しているが、現在の広域研修が

SMASSE フェーズ 2 の財政支援のもとに行なわれており、広域研修の拡充は JICA を含むドナーによる

財政支援があれば可能と捉えており、SMASSE フェーズ 2 での実施レベルである年 1 回として計画されて

いる。
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表 3-1　本センターの研修計画の概要

総研修数 総研修期間 割合

(1)　ケニア国内研修 40 週間 89%
1) 中央 INSET 研修 1,600 人 16 週間 (36%)
2) 学校・教育関係者研修 2,544 人 14 週間 (31%)
3) 初等・中等教員養成学校・

TIVET 教員研修
2,000 人 10 週間 (22%)

(2)　SMASSE-WECSA 広域研修 150 人 5 週間 11%
計 6,294 人 45 週間(年間の 87%) 100%

本センターから提示された研修計画には、初等・中等教員養成学校教員研修の研修対象者として理

数科以外の科目の教員も含まれており、これを本センターの研修対象である理数科教員に限定すること

により、それぞれの対象者数は少なくなり、以下のとおりの研修計画となる。

表 3-2　見直し後の本センターの研修計画

研修計画
研修コース 研修対象者

受講者数 期間 開催数/年
A. ケニア国内研修

1 中央INSET研修
100 センター×4 科目×4 人＝1,600
人

200人 2週間 8回

2 学校・教育関係者研修

(1) 校長研修 4,000 人の中等学校校長 200人 1週間 6回

(2) 地方教育長研修 72地方教育長 72人 1週間 1回

(3) 地方副教育長研修 72地方副教育長 72人 1週間 1回

(4) 視学官研修 視学官1,800人 200人 1週間 3回

(5) 関係者ワークショップ 600人 200人 1週間 3回

3 初等・中等教員養成学校・TIVET教員研修

(6) 中等教員養成学校教員研修 93人 93人 1週間 1回

(7) 初等教員養成学校教員研修 480人 200人 1週間 3回

(8)　TIVET理数科教員研修 556人 200人 1週間 3回

(9)　JOCV研修 要請による

(10) その他の研修 要請による

B.　SMASSE-WECSA広域研修

広域研修 150人 5週間 1回

3) 中央 INSET 研修とその他の研修

CEMASTEA でのケニア国内研修は、「地方研修センターにて研修を実施するために必要な研修」と

「教員養成学校の理数科教員への研修」の 2 つに分かれている。このうち「地方研修センターにて研修を

実施するために必要な研修」は、①研修指導員の研修、②地方研修センターでの研修実施を支える学

校・教育関係者研修、からなる。

理数科教育改善の方法は以下のとおりであるが、学校開催中の教員の中央 INSET 研修参加や休暇

中の中等学校を利用しての地方研修センターでの INSET 研修実施には、地方の学校・教育関係者であ

る校長、地方教育長、視学官、父兄会などの協力、支援が必要とされている。

① 中央研修センターにて研修指導員を養成

② 研修指導員が地方研修センターで地方 INSET 研修を実施

③ 研修を受けた教員が学校にて授業改善法により授業を実施

④ 授業を受けた生徒が理数科に関心を高め向上
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⑤ その授業および成績を視学官が評価し、研修カリキュラムを見直す

このため、これらの学校・教育関係者への研修(校長研修、地方教育長研修、視学官研修、関係者ワ

ークショップ)が計画されているが、これらの研修には 2004-2005 年に研修実績がある。

4) 研修規模

既存施設は 92 人の研修規模であるが、以下の理由により 200 人規模に拡充することが計画された。

① 地方研修センターと同じ規模

地方研修センターでの INSET 研修は、各科 50 人×4 科(数学、物理、化学、生物)の人数構成の

計 200 人規模で行なうことが原則であり、この原則に基づき行なわれている。このため、本センター

での研修を地方研修センターと同じ構成・規模で行なうことは、各研修指導員が地方研修センタ

ーでの研修と同じ状況を経験することができ、研修受講者本人が行なう研修に対する準備・実施

などに有効に活用されると期待されている。

② 研修ニーズの拡大に応えるためには 200 人規模が必要

本センターでは中央 INSET 研修と SMASSE-WECSA 広域研修を最重要研修と位置付けており、

この 2 つの研修を中心に拡充が計画されている。現在、SMASSE-WECSA 広域研修は加盟国か

らの研修要請が多く 150 人研修を年 2 回開催できるだけのニーズはあるが、研修費用の確保が不

明確なため年 1 回として計画されている。

今後研修を拡大するためには、中央 INSET 研修の研修期間を現在の約半年間から短縮し、その

他の計画された研修を実施できるようにする必要がある。このため、研修規模を現在の 92 人から

中等学校の教室規模である 40 人×4 教科(理科、化学、生物、数学)＝160 人規模にて上記研修

計画を実施した場合を検討したが、表 3-3 のとおり年間 51 週の研修期間が必要となり、実質的に

実施不可能となる。

表 3-3　160 人規模施設での年間研修割当て
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地方 INSET 研修の研修規模である 50 人×4 教科＝200 人規模にて上記研修計画を実施した場

合は、表 3-4 に示すとおり年間 42 週間の研修となり、タイトなスケジュールではあるが実施可能と

なる。上記研修を実施するためには、最低限 200 人規模の施設が必要となり、これが適切な施設

規模と判断される。

表 3-4　200 人規模施設での年間研修割当て

5) 施設の稼働率

上記研修計画の施設稼働率は、上記の表3-4に示すとおり年間研修開催期間は42週で、施設全体の

年間稼働率 81%、200 人宿泊施設の稼働率は 73%と見込まれ、本センターの研修計画は妥当で実現可

能な計画と判断される。

表 3-5　本センターの施設稼働率

200人収容規模の場合

対象 施設全体 宿泊施設

項目 週単位 比率 180ベット、週単位 比率

稼働率 42 81% 7,623 73%
週/年 52 100% 10,400 100%

6) 研修の方式

① 研修方式

INSET 研修は SMASSE プロジェクトと同様にカスケード方式が取られるが、その他の研修は、対

象者を直接研修する方法が予定されている。中央 INSET 研修は、中等学校の理数科教員数が

約 16,000 人と多く、かつ全国に分散しているため、地方研修センターを活用したカスケード方式

が有効と判断されている。

② 研修指導員の位置付け

地方研修センターの研修指導員は 1 科目 4 人×4 科目=16 人が標準的な構成であるが、これら

の研修指導員は各地方研修センターが所管する地域の理数科教員の中から選抜されている。
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研修指導員は年間 2 週間の中央 INSET 研修を受講し、学校の休みとなる 4 月または 8 月に 2 週

間の地方 INSET 研修を行い、計 4 週間を INSET 研修普及のために勤務することとなる。

③ 今後の研修の方向性

・ 本センターは、2007 年に終了する予定のサイクル 1～4 までの INSET 研修が中等学校の理数

科教員に受け入れられたと判断しており、SMASSE フェーズ 2 以降は、さらなる質の向上を主眼

としたサイクル 5 以降の研修内容とする予定である。現在サイクル 1～4 が行われているが、これ

は授業改造法の 15～20%程度に該当するものであり、引き続きサイクル 5 以降の研修への展開

が必要となっている。これとともに工業化に関する社会ニーズの変化などに合わせ授業内容を

見直すことも要求されており、これらのニーズを取り込んだ研修内容に見直されていく計画であ

る。また、毎年採用される新規教員への INSET 研修も行う予定である。

・ 関係者ワークショップを除き、サイクル 5 からの研修修了者にも、研修内容に合わせた修了書が

発行される予定である。

(2) 研修の内容

1) 中央 INSET 研修

① 目的

カスケード方式による地方研修センターの研修指導員を養成する研修であり、各地方研修センタ

ーの数学・物理・化学・生物の4科目の研修指導員養成を目的としている。SMASSEフェーズ2で

はサイクル1～4の研修が実施されており、本センター拡充後はサイクル5からの研修が予定されて

いる。

② 研修対象者

地方研修センターは、教員200人に1箇所の割合で設立されるが、過疎地域に対しては教員50～

100人に対して1箇所程度の割合で設立されている。2005年12月には地方研修センターは96ヶ所

あり、2006年3月には100ヶ所となる予定で、2008年には120ヶ所、2010年には130ヶ所程度が必要

になると、推計されている。

地方研修センターの研修指導員の標準的な構成は、1 科目 4 人×4 科目の計 16 人であり、計画

では 2006 年 3 月の同センター数 100 ヶ所×16 人の計 1,600 人が研修対象者とされており、妥当

な研修対象者数である。

各科 4 名の研修指導員の数は、以下の理由により決められている。

・ 学校が休みの期間に地方研修センターにて地方 INSET 研修を行われ、休日勤務である研修

指導員の負担を軽減するためにも複数必要である。

・ 研修指導員によっては担当科目の中で得意分野、不得意分野があり複数が必要である。

・ 緊急時の対応が可能なよう複数が必要である。

また、この対象者の中には研修を受けた退職教員の代わりとなる教員への研修や、これまで対象

とされなかった私立学校の理数科教員への研修も含まれている。

③ 規模

200人×2週間、年8回、計1,600人の研修が計画されている。2005年には約半年間を掛け計1,017

人の対する研修が行なわれており、施設規模が200人となれば実現可能な計画である。

④ 研修カリキュラム
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・ CEMASTEAは、2007年に終了する予定のサイクル1～4までで授業改善方法の基礎部分が終

わると判断しており、これは授業改善方法の15%～20%程度である。そのため、さらなる質の向

上を主眼としたサイクル5以降の研修内容とする予定である。

・ 改善カリキュラムによる研修の実施

本センターの研修講師に比べ、年2週間の中央INSET研修を受けるだけの研修指導員は

INSET研修に対する習熟度が低く、地方研修センターでの実行性も低くなるため、実施内容を

レビューし、研修カリキュラムが改善される。

・ それぞれの地域ニーズを吸い上げ、同ニーズに合わせたトピックを組み込んだ研修とされる。

表3-6　SMASSEフェーズ2での中央INSET研修スケジュール

第１週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 全体 全体/科別 全体/科別 全体/科別 全体/科別

11:00-13:00 全体/グループ 全体/科別 全体/科別 全体/科別 全体/科別

14:00-17:00 全体/開講式 全体/科別 全体/科別 全体/科別 全体/科別

第2週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 科別/グループ 科別/グループ 科別/グループ 科別/グループ 科別

11:00-13:00 科別/グループ(実習) 科別/グループ(実習) 科別/グループ(実習) 科別/グループ(実習) 科別

14:00-17:00 グループ/科別(実習) グループ/科別(実習) グループ/科別(実習) グループ/科別 科別/修了式

2) 校長研修

① 目的

理数科振興に重要な役割を持つ学校運営・管理者としての校長に、理数科教育の啓蒙・啓発を

促進することを目的としている。また、各学校からの地方INSET研修への参加経費の拠出は各校

長が管理しており、校長の同意がないと教員の参加が難しくなるため、地方研修センターの運営

の円滑化、効率化を計ることも目的としている。また、SMASSE終了時にケニア中等学校校長会は

2002年の総会で教育省に本研修の全国展開を強く要望し、SMASSEフェーズ2への展開の理由

となっており、校長の関心も高い。

② 研修対象者

2003年の教育省統計によると中等学校数は、公立校3,547校、私立校452校の計3,999校であり、

全校の校長が対象となる。私立校の全校長が参加するかどうかの不確定要素はあるが、進学率の

増加により、中等学校も増える方向であり、妥当な研修対象者数である。

公立校の校長の研修参加費は教育省が負担するが、私立校452校の校長の参加は有料であり、

各私立学校が支払う予定である。なお、本センターには、多くの私立校より参加の問合せがきてい

る。

表 3-7　ケニア国の中等学校数

種類 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年

公立学校数 2,785 2,888 3,242 3,247 3,547
私立学校数 412 357 389 420 452

計 3,197 3,245 3,631 3,667 3,999

出典：ケニア教育省
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③ 規模

200人×1週間、年6回、計1,200人の研修が計画されている。約3.3年で4,000人の校長に対する研

修が一巡するが、その後も継続される予定であり、中央INSET研修の見直しや社会ニーズ変化を

考えると、妥当な研修受講頻度である。2004年には253人、2005年には204人への研修が行なわ

れており、計画は6倍の規模となるが、施設規模が200人となれば実現可能な計画である。

④ 研修カリキュラム

中央INSET研修のカリキュラム見直しに合わせ、研修カリキュラムは改善される。

表3-8　SMASSEフェーズ2での校長研修スケジュール

第１週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 全体/開講式 全体 全体 全体

11:00-13:00 全体 全体 実施学校見学 科別（実習） 全体

14:00-17:00 全体 全体 科別（実習） 全体/修了式

3) 地方教育長研修

① 目的

地方研修センターの運営・管理の長である地方教育長に対する研修運営・管理能力の向上と、教

員研修の重要性の啓蒙・啓発を促進することを目的としている。

② 研修対象者

全国72の地方教育長が対象である。

③ 規模

72人×1週間、年1回、計72人の研修が計画されている。2003年には72人、2005年には47人への

研修が行なわれており、同規模であり、実現可能な計画である。

④ 研修カリキュラム

中央INSET研修の見直しに合わせ、研修カリキュラムは改善される。

表3-9　SMASSEフェーズ2での地方教育長研修スケジュール

第１週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 全体/開講式 全体 全体 全体 全体

11:00-13:00 全体 全体/グループ 全体 全体/グループ 全体

14:00-17:00 全体 グループ/全体 全体 グループ/全体 全体/修了式

4) 地方副教育長研修

① 目的

地方教育局の地方INSET研修センターの運営・管理能力の強化を目的としている。地方教育長

のみでは地方INSET研修の普及が十分でなく、地方教育長を補佐する地方副教育長への研修

が計画された。

② 研修対象者

全国72の地方副教育長が対象である。

③ 規模

72人×1週間、年1回、計72人の研修が計画されている。今までの研修実績はないが、地方教育
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長研修と同規模であり、実現可能な計画である。業務の関係で地方教育長とは研修時期を分け

る。

④ 研修カリキュラム

中央INSET研修の見直しに合わせ、研修カリキュラムは改善される。

5) 視学官研修

① 目的

教育の質的管理とINSET研修のモニタリング・評価を担当する視学官に対し、INSET研修の内容

理解を目的としている。

② 研修対象者

2004年の教育省の統計資料によれば、視学官は全国で1,849人であり、研修対象者数の1,800人

は妥当な人数である。

表3-10　ケニア全国の視学官の人数

等級 定員

1 学校検査官(総括) 1
2 学校検査官(副総括上席) 2
3 学校検査官(副総括) 2
4 学校検査官(総括補佐) 16
5 学校検査官(上席) 106
6 学校検査官 1,719

計 1,846

出典：教育省Newsletter 2003/2004

③ 規模

200人×1週間、年3回、計600人の研修が計画されている。3年で約1,800人の視学官全員に対す

る研修が一巡するが、その後も継続される予定であり、中央INSET研修の見直し、社会ニーズ変

化を考えると、妥当な研修受講頻度である。2004年には178人、2005年には60人への研修が行な

われており、計画は3倍以上の規模となるが、施設規模が200人となれば実現可能な計画である。

④ 研修カリキュラム

中央INSET研修の見直しに合わせ、研修カリキュラムは改善される。

表3-11　SMASSEフェーズ2での視学官研修スケジュール

第１週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 全体/開講式 全体/グループ 実施学校見学 全体 全体

11:00-13:00 全体/グループ グループ(実習) 全体 全体

14:00-17:00 グループ/全体 グループ(実習) グループ/全体 全体 全体/修了式

6) 関係者ワークショップ

① 目的

地方研修センターで行なうINSET研修を学校関係者に認知してもらうことを目的として始まったが、

その後各センターで起こる固有の問題点をワークショップ形式で議論し、改善策を見つけることが

主目的に変わってきている。
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② 研修対象者

地方研修センターの運営・管理関係者6人(地方教育長、視学官、校長、研修指導員など)が対象

であり、地方研修センター100ヶ所×6人、計600人が対象となる。

③ 規模

200人×1週間、年3回、計600人の研修が計画されている。地方研修センターでは毎年研修実施

に関する色々な問題が発生しており、地方INSET研修を円滑に進めるためには毎年関係者全員

が参加することが望ましく、妥当な規模である。2004年には600人ワークショップがKSTCにて行な

われ、2005年には600人ワークショップが計画されたが、外部に会場を手当てできず中止となって

いる。また、地方教育長、視学官、校長、研修指導員が一同に会する機会は少なく、地方INSET

研修の運営に関し、このワークショップが有効に活用されると期待されている。

④ 研修カリキュラム

各センターで起こる固有の問題点をワークショップ形式で議論し、改善策を見つける。

表3-12　SMASSEフェーズ2での関係者ワークショップスケジュール

第１週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 全体/開講式 全体 グループ 全体 全体

11:00-13:00 全体 全体 グループ 全体 全体

14:00-17:00 全体 全体 グループ 全体 全体/修了式

7) 中等教員養成学校教員研修

① 目的

中等学校の理数科教員を養成している中等理数科教員養成学校の理数科講師にINSET研修を

行い、同講師による授業方法の改善、新卒理数科教員への授業改善方法(ASEI/PDSI)の周知を

目的としている。

② 研修対象者

ケニア理科教員養成大学(KSTC)とカグモ教員養成大学の全教員201人のうち、理数科教員93人

である。

③ 規模

93人×1週間、年1回、計93人の研修が計画されている。2004年にはKSTCの理数科教員53人に

サイクル1、2005年にはKSTCの理数科教員以外の教員も含む150人にサイクル2研修を行なって

おり、93人を対象とした研修は実現可能な計画である。

④ 研修カリキュラム

サイクル1からのINSET研修を行なうが、サイクル4終了後は中央INSET研修のカリキュラム改善に

従い、カリキュラムは改善される。

8) 初等教員養成学校教員研修

① 目的

初等学校の理数科教員を養成している初等教員養成学校の理数科講師にINSET研修を行い、

同講師による授業方法の改善と、新卒理数科教員への授業改善方法(ASEI/PDSI)の周知を目的

としている。
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② 研修対象者

全国に21の初等教員養成学校があり、計1,197人の教員がいる。このうち理数科教員の比率は約

40%で、計480人と見込まれる。

③ 規模

200人×1週間、年3回、計480人の研修が計画されている。今までの研修実績はないが、中等教

員養成学校教員に対し同種の研修を実施してきており、施設規模が200人となれば実現可能な計

画である。

④ 研修カリキュラム

2008年までにニーズ調査・アセスメントを行い、カリキュラムが準備される予定である。

9) TIVET教員研修

① 目的

TIVET は中等教育レベルの技術教育学校である。「2020 年までに経済基盤を工業に移行する」と

いう国家目標を推進するひとつの方策として、中等教育における理数科教育の強化を掲げている

が、この対象には中等学校だけでなく技術教育学校も含まれる。このため、本案件名「the Project

for the Expansion of the Centre for Mathematics, Science and Technology Education in Africa：アフ

リカ理数科・技術教育センター拡充計画」には、Technology Education(技術教育)が含まれてい

る。

TIVETの理数科講師にINSET研修を行い、同講師による授業方法の改善を目的としている。

TIVETの優良校であるキアンブ技術工業学校でも、2005年度ケニア国家技術試験の理数科目の

合格率は、数学が約16%、物理が約16%、生物が約5.5%と極端に低く、サイクル1からのINSET研

修による理数科の強化が望まれている。

② 研修対象者

全国の職業訓練学校、国立ポリテク校、技術工業学校計37校に在籍する理数科教員計556人が

対象者となる。

表3-13　TIVET理数科教員数

分類 学校数 教員数

職業訓練学校 19 239
国立ポリテク校 4 148
技術工業学校 14 169

計 37 556

③ 規模

200人×1週間、年3回、計556人の研修が計画されている。今までの研修実績はないが、教育省

が重点項目にしているINSET研修であることと、中等教員養成学校教員に対し同種の研修実績

があることから、施設規模が200人となれば実現可能な計画である。

④ 研修カリキュラム

2006年8月に第1回のINSET研修が予定されており、それまでにニーズ調査・アセスメントを行い、

カリキュラムが準備される予定であるが、2006年の研修が延期となった場合には、2008年までにカ
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リキュラムが準備される予定である。

10) SMASSE-WECSA 広域研修

① 目的

SMASSE-WECSA加盟国の中等学校理数科教員および教育関係者に、授業改善方法の研修を

行い、アフリカ域内各国での普及を図り、理数科教育の改善を目的としている。

② 研修対象者

SMASSE-WECSA加盟国31カ国の理数科教員および教育関係者が対象者であり、2005年までに

25カ国から研修に参加している。今後加盟国が増えれば、対象者も増える。

③ 規模

150人×5週間、年1回、計150人の研修が計画されている。2004年42人、85人の2回、2005年95人

の5週間研修が行なわれており、施設規模が200人となれば実現可能な計画である。

④ 研修カリキュラム

SMASSEフェーズ2により、研修カリキュラムが開発され研修が行なわれてきており、今後もこの研

修カリキュラムにより行なう予定である。同カリキュラムは中央INSET研修と類似の内容であるが、

各国の教育事情などが加味されている。

⑤ 費用負担

SMASSE フェーズ 2 以降の広域研修ニーズは前述の研修計画にて予定されている規模より大き

いが、日本側がほとんどの研修費用を負担しており、その拡充性は日本を含むドナーの財政支援

次第である。SMASSE フェーズ 2 より本センターにて広域研修を行なっており、教育省は今後も本

センターがアフリカの理数科教育の中核機関もしくは国際機関となるよう努力することを約束して

いる。また、本センターにて 2005 年度に実施された全研修開催期間のうち、一番多い中央 INSET

研修の 65%につぎ、広域研修が二番目の 19%を占めている。このように、教育省は広域研修を中

央 INSET 研修につぐ高い優先順位の研修として捉えており、ドナーなどからの財政支援があれば

広域研修を拡大し、アフリカ理数科教育の拠点としたいと考えている。

SMASSE-WECSA 事務局へは、加盟国より本センターでの広域研修への参加打診や、加盟国へ

の出張研修の依頼もきており、今後も広域研修を続けていく方針である。

表 3-14　SMASSE フェーズ 2 での SMASSE-WECSA 広域研修スケジュール

第１週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 全体/開講式 全体 全体 全体/グループ 全体/グループ

11:00-13:00 全体 全体 全体 グループ グループ

14:00-17:00 全体 全体 全体 グループ/全体 グループ/全体

第2週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 科別/グループ 科別/グループ 科別/グループ 科別/グループ(実習) グループ(実習)
11:00-13:00 グループ グループ グループ グループ(実習) 全体

14:00-17:00 グループ グループ グループ(実習) グループ(実習) 学校見学準備

第3週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 科別/グループ 科別/グループ 全体/グループ(実習) 全体/グループ(実習) 全体/グループ(実習)
11:00-13:00 グループ グループ グループ(実習) グループ(実習) グループ(実習)
14:00-17:00 グループ グループ グループ(実習) グループ(実習) グループ/全体(実習)

第4週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日
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8:00-10:30 全体/グループ 全体/グループ 全体/グループ 全体/グループ 全体/グループ

11:00-13:00 グループ グループ グループ グループ グループ

14:00-17:00 グループ グループ グループ グループ グループ

第5週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 全体/グループ グループ 全体/グループ 全体 リポート作成

11:00-13:00 グループ グループ グループ リポート作成 全体

14:00-17:00 グループ グループ/全体 グループ リポート作成 全体/修了式

(3) その他の活動計画

本センターのアカデミック部門の研修担当セクションは、研修の実施、研修カリキュラムおよび教材の開

発を行なう。モニタリング・評価課は、地方研修センターでの INSET研修のモニタリング・評価ツール開発、

モニタリング・評価実施のほか、ニュースレター発行を行なう。また、広域協力課では、広域研修の計画作

成のほか、SMASSE-WECSA 加盟国とのネットワーク構築、ニュースレター発行、ホームページ管理を行

なう。

表 3-15　各セクションの活動計画

セクション名 責務

所長 センター総括

アカデミック部門

副所長 研修・開発総括

生物課 研修実施、研修カリキュラムの開発、教材の開発

化学課 研修実施、研修カリキュラムの開発、教材の開発

物理課 研修実施、研修カリキュラムの開発、教材の開発

数学課 研修実施、研修カリキュラムの開発、教材の開発

モニタリング・評価課 モニタリング・評価ツール開発、モニタリング・評価実施、ニュースレター発行、図書管理

TIVET課 研修実施、研修カリキュラムの開発、教材の開発

広域協力課 広域研修の計画作成、各国とのネットワーク構築、ニュースレター発行、ホームページ管理
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3-2　協力対象事業の基本設計

3-2-1　設計方針

3-2-1-1　基本方針

(1) 協力対象範囲にかかる方針

本センターは、「ケ」国における中等理数科教育改善のために国内 INSET 研修を行なう中央研修セン

ターとしての機能と、SMASSE-WECSA 広域研修を行なうアフリカ理数科教育の中核拠点としての機能を

持ち、理数科現職教員および教育関係者を対象に INSET 研修を行なっている。既存施設は、職業訓練

施設のワークショップを改修し活用しているが、収容人数は 92 人であり、研修を行なう上で必要な部屋も

不足しているため、既存施設を遣り繰りし対応している。「ケ」国内及び SMASSE-WECSA 広域研修に対

する研修ニーズが拡大されてきており、200 人規模の研修が必要となっている。そのため、研修専用施設

で、かつ 200 人規模での研修が可能な施設に拡大することが望まれている。

要請施設構成は、研修カリキュラムの開発および運営管理を行なう管理施設、研修を実施する研修施

設、研修受講者が 1～2 週間生活をする宿泊・食堂施設の 3 つのブロックからなる。これらのいずれの施

設とも、「ケ」国内 INSET 研修や SMASSE-WECSA 広域研修などの研修を総合的に行なう施設として設

立された、本センターの責務を果たすうえで必要な施設であり、「ケ」国政府が掲げる国家目標の「2020

年までに経済基盤を工業に移行する」を支援するという面でも緊急性が高い。

以上より、協力対象範囲にかかる方針としては、既存施設と合わせ①200 人規模の研修を運営管理で

きる管理施設、②200 人規模の研修を行なえる研修施設、③200 人規模の研修受講者が生活できる宿

泊・食堂施設を協力対象範囲とし、「ケ」国側にて運営維持管理が可能な規模を検討した。

(2) 施設にかかる方針

1) 既存施設との連携をはかる

既存施設と連携し施設利用を計画しているため、同じ機能を持つ既存施設との連携が取りやすい位置

に計画施設を配置する。

① 本センターの研修方法の特色であるグループ研修が、効率よく行なわれるよう、研修施設の講堂、

教室、実験室は近接させ、雨天時にも移動がしやすいよう渡り廊下で結び、かつ既存実験棟、既

存教室棟の近くに配置する。

② 宿泊棟は、既存宿泊棟の間に配置し、限られた敷地を有効利用しつつ、既存との連携を図る。

③ 食堂は、宿泊棟との連携が必要であり、既存食堂の近くに配置する。

2) 既存施設を利用し、計画施設は必要最小限の施設規模とする

① 座学のグループ研修は、教室、既存教室、講堂を使い行う。

② 実験・実習のグループ研修は、実験室、既存実験室を使い行う。

③ 食堂は、既存施設で不足する席数を増築により補完する。

3) 活動計画に見合った施設規模とする
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本センターが施設拡充後に予定している研修計画の実現性を分析し、必要最小限の施設規模とす

る。

4) 運営維持管理費が少なくてすむ施設規模・内容とする

① 長期間に亘り運営維持管理費の確保を可能とするため、運営維持管理費が少なくすむよう、自然

通風を効果的に取り入れ、冷房設備範囲を限定する。

② 冷房設備が必要な部屋はコンピュータ室に限定し、かつ個別冷房設備を採用し、利用対象範囲

のみを運転できる計画とする。

5) それぞれの活動が円滑に行われる適正な施設配置とする

外来者の多い管理施設、研修に集中しやすい環境が必要とされる研修施設、研修受講者が生活しや

すい環境が必要とされる宿泊・食堂施設の 3 ブロックに大別され、それぞれに必要とされる機能が発揮し

やすいエリアに配置する。

(3) 機材にかかる方針

1) 機材設計方針

計画対象機材と検討を行う機材は、本センターが作成した機材毎の次の優先度を考慮する。

A： 研修実施に必要不可欠な機材

B： 研修実施に整備されることが望ましい機材

C： 自助努力で購入する機材

優先度 C が付せられた機材については、「ケ」国側による自助努力で購入することを前提とし、計画対

象外とする。優先度 A 及び B の機材について次の機材選定基準に基づき妥当性を検証し、機材計画を

策定する。

【計画対象とする機材】

① 既存機材の老朽化が著しく、更新の必要な機材

② 既存数量が実験、実習に不足している機材

③ INSET 研修に必要不可欠な機材

④ 機材使用者の技術レベルで使用可能な機材

【計画対象外とする機材】

⑤ 高度な実験に使用される機材

⑥ 機材の設置、運営上に問題がある機材

⑦ 使用頻度が低いにも関わらず高額な機材(INSET研修の1つのサイクルのみで使用する機材を

含む）

⑧ 消耗品、スペアパーツ、試薬

⑨ 消耗品、スペアパーツの入手困難な機材

⑩ 運営維持費が高額な機材
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2) 機材数量の決定

機材数量は次の方針に基づき算定する。

① 講師によるデモンストレーションにて使用する機材＝1 台

② グループ研修で使用する機材＝グループ数に準ずる

③ 科別研修にて使用する機材＝50 台

上記の方針に、既存機材の数量を加味することとする。

3) 機材仕様・グレードの設定

機材仕様は各科の研修カリキュラム実施に必要最低限のもので、かつ講師の技術レベルで操作が可

能なものとする。

  

3-2-1-2　施設コンポーネントの計画内容

(1) 本センターでの研修の特徴

1) グループ研修

本センターでは、ASEI/PDSI アプローチと呼ばれている理数科授業改造方法を、中等学校に普及させ

ることを目的としており、教員が一方的に生徒に知識を詰め込むというこれまでの授業方法から、生徒が

積極的に授業に参加し、科学的思考を行なう方法に変えていくことに主眼が置かれている。そのため、研

修では研修受講者の主体的な取り組みを重視し、教室での座学、実験室での実習を問わず、次のような

グループ研修を中心としており、グループ研修が行い易い施設を計画する。

① 主題提示：　講師が授業の目的・計画や討論のキーとなる成果を掲げるなど、研修テーマを約 20

分程度説明する。

② グループ研修：　6～8 人のグループに分かれ、個別のテーマについて討論、実習する。

③ グループ報告とまとめ：　各グループが発表を行ない、授業参加者全員で討論の上、講師がまと

める。

2) 各研修で使用する主要室

グループ研修が主な研修方式となるため、各研修では講堂、教室、実験室が満遍なく利用される計画

である。2005 年の「ケ」国内 INSET 研修の例では、このことがよく示されている。

表 3-16　2005 年の中央 INSET 研修での利用諸室

凡例 (レ)：講堂、(教)：教室、(実)：実験室

第１週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 全体 全体/科別 全体/科別 全体/科別 全体/科別

利用室 (レ) (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教)
11:00-13:00 全体/グループ 全体/科別 全体/科別 全体/科別 全体/科別

利用室 (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教)
14:00-17:00 全体/開講式 全体/科別 全体/科別 全体/科別 全体/科別
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利用室 (レ) (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教)
第2週 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日

8:00-10:30 科別/グループ 科別/グループ 科別/グループ 科別/グループ 科別

利用室 (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教) (レ)　(教) (教)
11:00-13:00 科別/グループ(実習) 科別/グループ(実習) 科別/グループ(実習) 科別/グループ(実習) 科別

利用室 (実) (実) (実) (実) (教)
14:00-17:00 グループ/科別(実習) グループ/科別(実習) グループ/科別(実習) グループ/科別 科別/閉講式

利用室 (実) (実) (実) (レ)　(教) (教)　(レ)

3) 合宿型でタイトな時間割の研修

本センターで予定されている研修は、技術協力プロジェクト「SMASSE」及び「SMASSE フェーズ 2」を

通じ、試行錯誤の末に整備されてきた研修カリキュラムにより行なわれる。

研修時間割は 1～2週間研修のため研修密度が濃く、時間割もタイトで、各食事時間も 1時間に設定さ

れており、かつ夜間の研修受講者間の意見交換も研修の一つの重要コンポーネントであるため、研修受

講者は全員が同一の場所に宿泊する必要がある。そのため、200 人が宿泊できる研修施設が必要とな

る。

本研修方法は、技術協力プロジェクト「SMASSE」及び「SMASSEフェーズ 2」を通じ、確立されたもので

あり、その効果は実証されている。

表 3-17　研修時間割

時間 行動 時間 行動

6:45-7:45 朝食 13:00-14:00 昼食

8:00-8:30 登録 14:00-17:00 研修

8:30-10:30 研修 17:00-17:30 ティータイム

10:30-11:00 ティータイム 18:45-19:45 夕食

11:00-13:00 研修 19:45以降 意見交換

4) 家具のサイズに合った部屋のサイズ

既存施設で使用されている家具は、日本やアジアサイズより大きいが、「ケ」国では標準的なサイズの

家具が使用されている。これは、ケニア人の体格が日本人・アジア人より大きいためであり、研修時に苦

情が出ないよう、「ケ」国で標準的なサイズの家具を基に諸室の規模を算定する方針とする。なお、

SMASSE-WECSA 広域研修に参加している西アフリカからの研修生の体格は、ケニア人よりさらに大きい

人が多い。

(2) 必要諸室と規模

本センターの研修計画を実施するうえで必要な諸室と規模は、次のとおりである。

1) 管理施設

① 各課事務室

生物、化学、物理、数学、TIVET の 5 課の事務室に分かれ、各課の職員がここで研修カリキュラ

ム・教材の開発、研修実施の準備などを行う。予定される本センター組織図と人数に従い、18 人

用×5 室を計画する。一人あたり単位面積は、日本での推奨値の 6 ㎡として規模を算定する。家

具は既存施設より移設し、不足分は「ケ」国側で準備する。
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表 3-18　各課事務室の採用面積と類似・類似施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 108 18 6
既存施設 55.2 12 4.6
類似例(AICAD) 64 7 9.14

② 所長室

本センターの運営管理を行なう所長が使用する。家具は既存施設より移設する。

表 3-19　所長室の採用面積と既存・類似施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 36 1 36
既存施設 42.2 1(3) 42.2
類似例(AICAD) 48 1 48
類似例(KSTC) 32 1 32

③ 副所長室

事務・会計担当、研修プログラム担当の 2 人の副所長が予定されており、それぞれの担当職務が

大きく異なるため、各 1 室の計 2 室を計画する。規模は所長室の 1/2 で計画する。家具は「ケ」国

側で準備する。

④ 総務室

金銭の取扱い、カウンセリングなどの保秘に係わる業務や、施設・機材の維持管理手配など総務

全般を担当する総務担当者が使用する。業務に必要な書類保管室を、隣接して配置する。家具

は既存施設より移設する。

表 3-20　総務室の採用面積と既存施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 18 1 18
既存施設 18.5 1 18.5

⑤ カウンセリング室

総務担当者による職員へのカウンセリング・相談、外部業者との商談、内部会議に使用する。既

存と同規模の 10 人収容にて計画する。家具は既存施設より移設する。

表 3-21　カウンセリング室の採用面積と既存施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 18 10 1.8
既存施設 19.2 10 1.92

⑥ 秘書室

4 秘書、記録、メッセンジャーの計6人が使用する。所長室に接して配置する。家具は既存施設よ
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り移設し、不足分は「ケ」国側で準備する。

表 3-22　秘書室の採用面積と既存施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 36 6 6
既存施設 31.2 2 15.6

⑦ 会議室

本センターの理事会(15 人)、研修委員会(20 人)、センター幹部職員による週定例会議(30 人出

席：所長 1 人、副所長 2 人、7 課の副所長補佐 12 人、5 課のナショナルトレーナー各 3 人・計 15

人)などが行なわれる。家具は既存 32 人用会議室のテーブル・椅子を移設するため、このテーブ

ル・椅子のサイズに従い規模を計画する。

表 3-23　会議室の採用面積と既存施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 72 30 2.4(家具レイアウトによる)
既存施設 81 32 2.53

⑧ 印刷室

研修資料などの準備を行なう。既存コピー機 2 台、製本機 1 台、作業台、用紙棚などと職員 3 人

の既存机・椅子を配置するため、既存と同程度の規模とする。

表 3-24　印刷室の採用面積と既存施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 36 3 機材レイアウトによる

既存施設 31 1 機材レイアウトによる

2) 研修施設

① 講堂

講堂は、各研修の開講式、修了式及び全体研修・ワークショップに使われるが、全体研修(ワーク

ショップを含む)には200人が参加、1週間ないし2週間置きに行なわれる開講式及び修了式には、

来賓、本センター職員を含めて約 300 人が参加する。この 200 人使用と 300 人使用への対応を可

能とするため、収容人員は 300 人規模とするが、200 人は研修用のアームデスク付きの椅子

(650W×900L)、その他の 100 人はデスクなしの可動椅子(530W×580L)として各必要面積に差を

つけ、規模を算出する。また、講師用固定ステージと可動椅子収納倉庫を計画し、家具、視聴覚

機材は、機材ポーションにて計画する。

表 3-25　講堂(ステージを除く)の採用面積と類似施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 288 300 0.96
類似例(AICAD) 224 220 1.02
類似例(KSTC) 626 600 1.04
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② 教室

グループ研修には講堂および既存教室も利用することとし、数学、物理、化学、生物の各 1 室の

計 4 室を計画する。部屋の広さが大きい方がグループを分散配置させやすいため、25 人収容×2

室ではなく、50 人収容×1 室にて計画する。各教室の広さは同じとし、その広さは既存教室にて

使用されている「ケ」国で標準的なアームテーブル付きの椅子が使用できる面積とする。施設ポー

ションの黒板を除き、教室の家具は機材ポーションにて計画する。

表 3-26　教室の採用面積と類似施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 96 50 1.92
既存施設 54 23 2.34
類似例(KSTC) 60 15 4.0

③ 実験室

グループ研修には既存実験室も利用することとし、物理、化学、生物の各 1 室の計 3 室を計画す

る。教室と同じ理由により 50 人収容×1 室にて計画する。各実験室の広さは同じとし、その広さは

「ケ」国で一般的な実験台(1,200W×4,200L)が配置・利用できる面積とする。また、講師が研修テ

ーマの一例を示した上でグループ研修が行なわれており、講師用の実験台も配置する。実験台

の高さは、ケニアで一般的な 90～92cm とする。施設ポーションの講師用ステージ、黒板を除き、

実験室の実験台・家具は機材ポーションにて計画する。なお、物理実験室には光を利用した実験

に必要とされる暗幕を取付ける。

表 3-27　実験室の採用面積と類似施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 135 50 2.7
既存施設 81 23 3.5
類似例(KSTC) 60(内法) 15 4.0

④ コンピュータ室

コンピュータ利用の普及と教材作成のツールとして使用する。部屋の広さは、2 人用のコンピュー

タデスク 25 台が配置できる面積とする。なお、コンピュータの安定した利用を可能とするための空

調設備を設置する。家具、コンピュータは、機材ポーションにて計画する。

表 3-28　コンピュータ室の採用面積と類似施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 94.5 50 1.89
既存施設 なし なし なし

類似例(AICAD) 112 30 3.63

⑤ 図書室

本センターが現在保有している約 3,000 冊の書籍と、今後増加予定の 2,000 冊の計 5,000 冊を開

架式にて収蔵できる計画とする。アカデミックスタッフのほか研修受講者が休日、夜間にも利用で
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きる運用が予定されており、読書机 12 席、司書補席(1 人)も配置し計画する。

開架式書架、読書机、司書補机・椅子は、機材ポーションにて計画する。

表 3-29　図書室の採用面積と既存・類似施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画 67 12 席+5,000 冊 家具レイアウトによる

既存施設 47 1,000 冊 家具レイアウトによる

類似例(AICAD) 104 24 席+10,000 冊 家具レイアウトによる

3) 宿泊・食堂施設

① 宿泊棟ツインルーム

既存 92 人収容から 200 人規模への拡充のためには、ツインルームは数字的には 54 室で足りる

が、研修生 200 人のうち女性が奇数の場合には男女同部屋とは出来なく、計 55 室を計画する。

既存ツインルームにはシャワー・トイレは付いておらず共同シャワー・トイレであり、また部屋の中に

隔てがなく、宿泊者からプライバシーが保てないとのクレームが多く寄せられている。校長を含む

高級職の研修受講者であり、1～2 週間の研修期間を考えると、ツインルームはシャワー・トイレ付

きとし、プライバシーを保ち研修への意欲が維持できるよう 2 つのベットの間に隔てを計画する。既

存ツインルームと新ツインルームの内容に差が出るが、本センターは研修受講者の職位などによ

り部屋の割り当てを決め、運用管理する計画である。

ベットサイズは、既存ツインルームのベッドと同じサイズ(1,150W×2,000L)にて計画する。ベット、

勉強机などの家具は、作り付け及び半作り付けとし、施設ポーションにて計画する。

表 3-30　ツインルームの採用面積と既存・類似施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
本計画(シャワー・トイレ付) 24 2 12
既存施設(シャワー・トイレなし) 18.7 2 9.4
類似例(AICAD：シャワー・トイレ付) 24 2 12

② 保健室

研修参加中の体調不良者を一時的に収容する。その後、必要に応じ病院へ搬送する。2005 年

11/7～12/9 の SMASSE-WECSA 広域研修においても、延べ 12 人の体調不良者がでている。そ

の内訳は、一日に 1 人×3 回、2 人×3 回、3 人×1 回であり、「ケ」国内 INSET 研修でもほぼ同じ

比率で体調不良者が出ていると考えられ、2 ベット付きの保健室を計画する。

ベット、薬品棚、看護士机・椅子は、機材ポーションにて計画する。

表 3-31　2005 年 11/7～12/9 開催 SMASSE-WECSA 広域研修の体調不良者数

日時 体調不良者(人) 病院への搬送

11 月 10 日(木) 1 なし

11 月 15 日(火) 2 2 人搬送(疲れ)
11 月 24 日(木) 1 なし

11 月 25 日(金) 3 1 人搬送(疲れ)
12 月 1 日(木) 1 1 人搬送(疲れ)
12 月 7 日(水) 2 2 人搬送(疲れ)
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12 月 8 日(木) 2 2 人搬送(疲れ)
計 12 人

③ 宿泊棟セルフ式洗濯室

既存宿泊棟には宿泊者のための洗濯設備はなく、宿泊者は共同シャワー・トイレにて手洗いで洗

濯をしている。洗濯物の手洗いについては研修生からのクレームも多く、セルフ式洗濯室を計画

する。洗濯は、夕方のシャワー時間および夕食後に集中すると予想され、新宿泊棟の各階の計三

ヶ所で計 200 人を対象としたの洗濯室を計画する。

各洗濯室には、機材ポーションにて洗濯機各 3 台、アイロンとアイロン台各 3 台を置く。

・ 本計画：　200 人÷9 台≒22 人/台

・ 類似例(AICAD)：　80 人÷6 台≒13.3 人/台

④ 食堂

本センターで計画されている各研修は、各食事時間が 1 時間に設定されている。研修コースはほ

とんどが 200人規模であり全員が参加する全体研修も多く、食事を 1時間以内に終了させることが

要求されている。また、アフリカで一般的なティータイムも 1 日に 2 回、各 30 分ずつあり、全員が同

時にティーを取っている。食後をのんびり楽しむという習慣があるアフリカの研修受講者に、2 回転

の席数で 1時間以内に全員の食事を終えさせることは無理があるため、席数 200人の食堂を計画

するが、既存食堂の利用を優先し、既存で足りない席数を増築にて補完する方針とする。

既存食堂の外壁などを壊し増築し 200 席対応とするには、既存食堂の構造計算書を含めた構造

資料がない状況下では、改修による構造的な安全性を保証できない。そのため、席数の補完は

分棟による増築とし、既存食堂が 80 席、新食堂は 120 席として計画する。食事はビュッフェスタイ

ルにて提供されており、施設拡張後も同じ方法が予定されている。ビュッフェスタイルでは、加熱

装置付配膳台より食べ物を取り、着席するまでの時間を出来るだけ短くすることにより、1時間以内

で 200 人の食事を完了させることが可能となるため、既存食堂と新食堂に各 2 台の加熱装置付配

膳台を配置する。

新食堂の面積は、「ケ」国で標準的な片側 3 人掛けの 2.25m(L)のテーブルを配置し計画する。加

熱装置付配膳台は施設ポーションで計画する。新食堂の食事用テーブル・椅子は機材ポーション

にて計画するが、既存食堂の食事用テーブル・椅子は転用又は新規に「ケ」国側で準備する。

表 3-32　食堂の採用面積と既存施設との比較

床面積(㎡) 収容人員(人) 単位面積(㎡/人)
新食堂 180 120 1.5(家具レイアウトによる)
既存食堂 157 92 1.96(部屋が不整形なため)

⑤ 厨房

既存厨房は、下拵えから配膳までを、同じ調理台を使いながら行なう日本的な利用法であれば

200 人対応が可能な広さであるが、一般的なケニア式料理法では、加熱後の大鍋などを厨房内の

通路に置き、掻き混ぜるなど、広い通路を有効に使った調理法がとられており、この方法での 200

人対応厨房としては面積が不足している。食品庫、下拵えスペース、食器洗いスペースなどは、
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92 人対応に対しても既に面積が不足しており、屋外で下拵え、食器洗いが行なわれ不衛生な状

況にある。

1 ヶ所で 200 人分の食事を作ることが人的・時間的に最も効率的であり、新食堂に 200 人対応の

厨房を新築する。新厨房から既存食堂への食事の搬送は、食べ物の入った容器をカートに乗せ

て行なうが、雨天時を考慮し新旧厨房間を渡り廊下で繋ぐ。2004 年の改修時に購入された既存

厨房機器はほとんどが使用可能であり、これらの機器は新厨房へ移設するが、200 人対応に対し

数的に不足している厨房機器、故障機器の更新、円滑な食事の提供に必要な機器に限り、新規

に施設ポーションにて計画する。厨房機器とガス・電気・給排水などとの接続は複雑であり、安全

性が高く求められるため、厨房機器の移設と接続は施設ポーションにて計画する。なお、既存食

堂にて使用する食器の保管および食器洗いは、既存厨房にて行うことが効率的であり、一部の加

熱(給茶用)、保管、食器洗いに必要な既存厨房機器は既存厨房に残す方針とする。

表 3-33　厨房の採用面積と既存施設との比較

床面積(㎡) 対応人員 単位面積(㎡/人)
新厨房 93.6 200 人食 機器レイアウトによる

既存厨房 64.8 92 人食 機器レイアウトによる

3-2-1-3　機材コンポーネントの計画内容

(1) 物理科

物理科では実験、実習、教材作成、教案作成、ピア・ティーチングに必要な機材が主なコンポーネント

である。機材の分野は、圧力、円運動、波、音、電気、電磁作用、電磁誘導、熱作用、光電効果、電子、

熱量等である。

(2) 化学科

化学科では電気化学、熱化学、金属等で講義、実験、実習に使用される機材を計画対象とする。また、

一般的な実験用機材、測定機材、汎用機材についても、研修全般で使用されることから計画対象とす

る。

(3) 生物科

生物科では実験、実習、教材作成、教案作成、ピア・ティーチングに必要な機材が主なコンポーネント

である。機材の分野は分類、排泄と恒常性、刺激と反応、生殖、遺伝子、進化、移動等である。また、一

般的な実験用機材、汎用機材等についても、研修全般で使用されることから計画対象とする。

(4) 数学科

数学科では実験、実習、教材作成、教案作成、ピア・ティーチングに必要な機材が主なコンポーネン

トである。計測、幾何学等である。
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(5) 初等教育用機材

初等教育用機材のコンポーネントは、新規に計画されている初等教育教員 INSET 研修にて講義、実

験、実習に使用される機材である。

(6) 研修支援機材

研修支援機材は、講義、ピア・ティーチングで使用される機材が、主なコンポーネントである。

(7) コンピュータ室

コンピュータ室はソフトウェアを用いた講義、研修受講者の授業案、教材の作成等で活用される。研

修受講者用及び講師用コンピュータが主なコンポーネントである。

(8) 講堂

講堂には、音響設備のほか 300 名（研修受講者 200 名及び来賓・センター職員 100 名）の人数に対応

した椅子等の家具類が主なコンポーネントである。

(9) その他（家具類）

家具類については、既存施設にて使用している家具を転用することを原則とする。但し新築施設に必

要となる家具については計画対象とする。

3-2-1-4　自然条件に対する方針

(1) 温度・日射への対策

本プロジェクトサイトのあるナイロビ市は、赤道直下の半乾燥サバンナ地帯に属するが、標高が 1,700ｍ

と高く、各月の平均気温は最高が 2～3 月の 26℃、最低が 7 月の 10℃と年間を通じて温度差が少なく凌

ぎ易い。また、ケニアの季節風は、12 月から 3 月までが北東からのモンスーン、3 月から 5 月は東からの

風、6 月から 8 月は南東の風となり、9 月から 12 月は北東の風となる。

現地のほとんどの施設では、この凌ぎ易い気温と季節風を利用した自然通風を採用しており、冷房設

備付きの部屋は限られている。そのため、機能上冷房設備を必要とするコンピュータ室を除き、自然通風

を採用する方針とし、現地で一般的な天井高を確保し、窓などの開口部を大きく採る計画とする。また、

日射も強く、現地で一般的かつ本センターの既存施設でも採用している勾配屋根の庇により、強い日差

しを避け、自然通風を確保する。既存各施設は季節風が受けやすい東西軸に配置されており、本計画

施設も同じ方向に配置する。

(2) 降雨への対策

雨季は 3～5 月の大雨季と、10～12 月の小雨季に分かれる。年間降雨量は 1,050ｍｍ程度であるが、

月間雨量は4月が最高の260mm程度であり、この時期には一時的にスコール状の大雨が降ることがある。

プロジェクトサイトは周辺道路の路面より少し高く、同道路に沿って排水側溝があるため、外部よりサイト内

への雨水排水の浸入は少ないと考えられる。
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サイト内は北東部が最も高く、ここから南西に向かい高低差約 18m 傾斜しているため、サイト内の雨水

はこの勾配を利用し、サイト内の開渠と埋設配管を経由して、南西端からサイト外へ放流されている。本

計画施設からの雨水排水は、この既存雨水排水管に接続して放流する方針とする。本プロジェクトによる

新築施設や道路舗装面の増加により緑地面積が減り、その分だけ土壌への浸透が見込めなくなり、雨水

排水量は増加する。そのため、凡そ新築施設の屋根面積に応じた雨水排水経路を設けることが必要とな

るが、サイト全体の面積に対して新築施設および舗装面積は小さいため、既存排水経路に接続すること

で支障は起きないと判断する。

本計画施設は傾斜の途中に配置されるため、それぞれの建物の地上階床レベルは建物周辺の最も高

い地盤面より 20cm 高くし、建物への浸水を防ぎ、建物周辺に排水溝を設けることにより、建物周辺の雨

水排水を円滑に行なう。

(3) 落雷への対策

本計画施設は 2-2-3 項で述べたとおり、その規模などから避雷設備の設置義務があるため、避雷設備

を計画する。また、落雷時に発生する迷走電流による電子機器への被害を防ぐため、迷走電流防止策を

計画する。

(4) 地震への対策

2-2-3 項で述べたとおり、「ケ」国の耐震設計規準に基づき耐震構造設計を計画する。

(5) 地盤への対策

2-2-3 項で述べたとおり、GL-1m の平板載荷試験結果から算定したシルト層の許容地耐力は 185kN/

㎡程度であり、本計画施設として想定される 1～3 階建ての施設を支えるに十分な耐力を持つため、この

層を支持層とした直接基礎にて計画する。

3-2-1-5　社会条件に対する方針

(1) 工事中の移転先

解体予定のブロック A 事務棟を利用する職員の建設工事中の移転先は、本センターから車で 15 分程

度ナイロビ市内へ向った位置にある、KSTC 内の SMASSE フェーズ 2 プロジェクトが使用している事務所

が予定されている。この事務所内の未使用部分には、ブロック A 棟の使用者を受け入れる広さがある。

(2) 本センター内での景観整備

本センターの既存施設の外観は赤いレンガタイルの壁と屋根のグレーのセメント瓦で構成されており、

これらと周辺の樹木が調和し、落ち着いた景観を作っている。そのため、本計画施設も既存施設の外観

を少しモダンにした外観とし、落ち着いた景観に調和する計画とする。

(3) 既存施設からのフィードバック

既存ブロック A 事務棟は屋根から漏水し、基礎沈下により床が傾斜し多数のクラックが発生している。
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屋根は下地がなくトタン葺きのみので、その材料の劣化により雨漏りしている。事務棟以外の既存施設は

雨漏りしておらず、同施設に採用されているゲージ鋼板下地の上にセメントタイルを葺く方法で計画す

る。

床のクラックは基礎の土中への根入れが浅く不等沈下を起こすとともに、床の土間スラブ下の土が沈下

したか、流失したために発生したと考えられ、支持層までの十分な根入れと基礎梁を配置することにより

土の沈下、流失を防止する。

(4) 研修受講者のクレームからのフィードバック

本センター滞在中の研修受講者からの主たる不満は以下のとおりであり、これらの不満が解消できる

施設計画を検討する。

① 洗濯機がなく、各自が手洗いで洗濯している。

② 宿泊室にシャワー・トイレがなく、共同である。

③ 日用品が入手できない。(土日にバスを用意し、買出しを行なっている)

④ 食堂が狭く、落ち着いて食事できる場所がない。

(5) 防犯への対応

「ケ」国内の治安情勢はここ数年間で悪化しており、ナイロビ市内でも銃器使用による強盗事件が多発

している。このため、市内の建物はガードマンが警備するとともに、開口部に鉄格子が設置されている。本

センターの既存施設の窓・扉の開口部にも鉄格子が設けられ、建物外壁には防犯灯も取り付けられてお

り、本計画施設でも鉄格子、防犯灯を計画する。

(6) ランニングコスト、メンテナンスコストの低減

運営維持管理費の長期に亘る確保を容易とするためと省資源・省エネルギーを目指し、以下の対策を

計画する。

① 施設の一部を利用する場合、その利用対象エリアのみが運転可能な電気システムとする。

② 現地外部業者が維持管理できるよう、現地で一般的な簡便な機器、システムの採用を優先す

る。

3-2-1-6　建設事情に対する方針

(1) 建築規制・関連法規

サイトには建蔽率 25%、建物高さ制限 3 階建てという規制はあるが、周辺道路よりの壁面後退線などの

規制はない。多数の施設が建つサイト内での各施設へのスムーズなアクセスを確保するために、既存構

内道路を有効に利用した計画とする。

「ケ」国には建築基準法、消防法などの規制があり、これに従い本計画施設を計画する。

(2) 環境規制

本計画施設のうち、周辺環境への悪影響が考えられる実験排水、生活排水の処理設備についての規
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制はないが、簡便で維持管理のしやすい中和設備、浄化設備にて処理し、悪影響の少ない計画とする。

(3) 現地調達可能資材の活用

ほとんどの建設資材が「ケ」国内で生産されているか、恒常的に現地市場で入手可能である。そのため、

現地で調達可能な材料の中から堅牢で維持管理に問題の少ない材料を選定する。

(4) 現地工法・労務者の活用

柱・梁・床は鉄筋コンクリート造、壁はコンクリートブロックの上にレンガタイル貼り・ナイロビストーン貼り・

モルタル塗りの上ペンキ仕上げ、屋根はセメント瓦の勾配屋根が一般的な現地工法であり、現地労務者

が慣れているこの工法を採用し、現地労務者のみで建設可能な計画とする。

3-2-1-7　現地業者の活用に係る方針

「ケ」国の建設業者は国内市場で十分な技術力をつけており、現地で一般的な工法での建設であれば、

日本国法人業者の下で十分に下請けができる。そのため、現地建設業者が慣れている工法の採用を優

先し計画する。

3-2-1-8　実施機関の運営・維持管理能力に対する対応方針

(1) 操作が簡単な機器・システム

本計画施設の設備機器・システムは、コンピュータ室の冷房設備を除き既存施設で採用されている設

備機器・システムと同じか、類似品により計画する。これらのメンテナンスは外部業者により行なわれること

となるが、この点に付いては、竣工引渡し時に工事施工業者より本センター職員への維持管理指導を行

い、維持管理方法を徹底させる方針とする。

(2) 点検修理可能な施設・システム・資機材

既存施設の設備機器・システムおよび機材のメンテナンスは、維持管理要員を置かず、適宜ナイロビ

の外部業者に委託している。そのため、ナイロビでの保守・修理が可能な機器・システム・資材の採用を

優先する方針とする。

3-2-1-9　施設・機材のグレードに係る方針

本計画施設の活動目的は理数科教員及び教育関係者へ研修を行うことであり、本計画施設のグレー

ドは、これらの研修実施に必要なグレードとする。

また、同一サイト内の既存施設と同様に現地にて調達可能な建設資材を採用し、これらの既存施設よ

り少し上で、KSTC 内にある SMASSE フェーズ 2 プロジェクトが使用している事務所と同程度の施設グレ
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ードを目指す方針とする。

機材のグレードは各科の研修カリキュラム実施に必要最低限のもので、かつ講師の技術レベルで操作

が可能なものとする。

3-2-1-10　工法／調達方法、工期に係る方針

予想される施設には 3 階建ての宿泊棟が含まれており、現地にて調達可能な資材と現地で一般的な

工法を採用し、日本国政府の無償資金協力案件にて実施した場合、12 ヶ月程度で完工が可能であり、

機材の調達・据付もこの期間内で可能と判断される。

3-2-1-11　仮設計画に係る方針

本サイトには多数の既存施設が配置されており、仮設エリアとして利用できるのは南端部に限定される。

しかし、この場所には既存浄化槽などもあり、本計画施設建設用の資材置き場を全てこの一角で処理す

るには広さが不足し、近隣に仮設資材置き場用などの借地も必要である。さらに、樹木が多い事から、一

部の樹木の伐採が必要である。

建設エリアが研修実施への大きな障害とならないよう、建設エリアを宿泊棟、食堂、管理・研修施設の 3

つのエリアに分けそれぞれを仮囲いし、その中で安全に工事が行なわれるようにする。各エリアには各１ｹ

所のゲ－トを設け、警備員を常駐させる計画とする。

特に宿泊棟エリアは、宿泊者と工事動線が著しく重複すると予想されため、現在未使用のサイト北側の

進入路より、資材を搬入する。この進入路を工事用搬入路として使用することについて、本センターより了

解を得ている。工事完了後は現状復旧することを条件とし、このゲ－トには防犯のため、24 時間警備員を

常駐させる計画とする。

食堂、管理・研修施設エリアへの資材搬入は、メインゲ－トからだけでは安全の確保は難しく、東南エリ

アにもゲート付工事用搬入路を設け、工事用車両及び労務者の入場と資材搬入をこの搬入路より行なう。

このゲ－トから各エリアまでの移動には、警備員をつけ安全を確保する。

既存サイト内道路から宿泊棟及び管理・研修施設エリアのゲートの間には、工事用進入路を設ける。ま

た、工事中に工事業者が損傷したサイト内の既存道路は、工事完了後に工事業者が現況に復旧する計

画とする。
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3-2-2　基本計画

要請内容は、施設が本センターの研修運営・管理を行なう管理施設、講義や実験による研修を行なう

研修施設、研修受講者が 1～2 週間生活する宿泊・食堂施設であり、機材はこれらの施設に付帯する機

材である。協力対象事業の施設及び機材の全体像は、要請と同じ種類の施設と機材であり、これらは本

センターが行なう研修を実施する上で必要である。

表 3-34　各施設の必要性

施設 必要性

管理施設 研修計画・カリキュラムの開発、運営管理に必要である

研修施設 研修の実施に必要である

宿泊・食堂施設 1～2 週間(最長 5 週間)の研修継続に必要である

しかし、要請施設・機材の規模は、①既存施設の利用を考慮していない、②配置要員計画と比較して

施設規模が大きい、③活動外の機材が含まれているなどから、研修計画を実施するうえで既存施設の利

用を前提とした必要最小限の増築規模・内容、かつ運営維持管理が実現可能な規模を協力対象とした。

また、既存機材は、可能な限り利用することとし、機材の協力対象規模は必要最小限とした。

計画概要は以下のとおりとなり、管理棟、講堂、教室・実験室棟、宿泊・食堂棟、受水槽・ポンプ室、変

圧器室、電気室などの施設、及びこれらの施設に付帯した機材である。

表 3-35　協力対象事業の概要

要請諸室 要請内容 協力対象事業

収容

人員

部屋

数
備考

収容

人員

部屋

数
備考

A.　管理施設

　1.　管理棟

　　事務室 20 5 物理、化学、生物、数学、TIVET
用

18 5 物理、化学、生物、数学、TIVET
用。既存机・椅子利用

　　所長室 1 1 便所付 1 1 便所付。既存机・椅子利用

　　副所長室 1 2 事務・会計、研修プログラム担当 1 2 事務・会計、研修プログラム担当

　　総務室 1 1 書類保管室付 1 1 書類保管室付。既存机・椅子利用

　　カウンセリング

室
- 1 追加要請。既存テーブル・椅子利

用
10 1 既存テーブル・椅子利用

　　Chief Advisor 1 1 技協プロジェクト用 0 0
　　Coordinator 1 1 技協プロジェクト用 0 0

　　秘書室 4 1 4 秘書、記録、メッセンジャー用 6 1 4 秘書、記録、メッセンジャー用。

既存机・椅子利用

　　受付 - 1 受付カウンター - 1 事務室に受付カウンターのみ設置

　　会議室 30 1 30 1 既存テーブル・椅子利用

　　パントリー - 1 キッチネット付 - 2 キッチネット付

　　印刷室 - 1 既存コピー機、製本機、棚、机・椅

子などを利用
3 1 既存コピー機、製本機、棚、机・椅

子などを利用

B.　研修施設

　2.　講堂 300 1 ステージ付。視聴覚設備、椅子 300 1 ステージ・倉庫付。視聴覚設備、椅

子

　3.　教室棟
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　　教室 50 6 黒板付。椅子 50 4 黒板付。椅子

　4.　実験室棟

　　物理実験室 50 1 暗室、準備室付。実験機材・実験

台・椅子
50 1 暗幕、準備室付。実験機材・実験

台・椅子

　　化学実験室 50 2 準備室付。実験機材・実験台・椅

子
50 1 準備室付。実験機材・実験台・椅子

　　生物実験室 50 2 準備室付。実験機材・実験台・椅

子
50 1 準備室付。実験機材・実験台・椅子

　　コンピュータ室 50 1 コンピュータ・机・椅子 50 1 コンピュータ・机・椅子

　　図書室 - 1 開架式収納、読書机12席、司書

補1席
1 1 開架式5,000冊収納、読書机12席、

司書補1席
C.　宿泊・食堂施設

　5.　宿泊棟

　　ツインルーム 2 55 シャワー・トイレ付き 2 55 シャワー・トイレ付き

　　受付 - 1 机・椅子 4 1 カウンター。机・椅子、KIOSKを兼

ねる

　　保健室 - 1 2ベット、看護士1席、薬品棚 1 1 2ベット、看護士1席、薬品棚

　　談話室 - 1 既存食堂を利用 1 ラウンジと既存食堂を利用

　　セルフ洗濯室 - 1 200人対応 - 3 200人対応、洗濯機、アイロン・台

　　リネン・洗濯室 - 1 既存機材利用。シーツアイロン機1
台追加

- 1 既存機材移設。シーツアイロン機1
台追加

　6.　食堂

　　食堂 200 1 新築200席 200 1 既存食堂80席、増築食堂120席の

計200席

　　厨房 - 1 200人対応、既存厨房機器利用 - 1
新築200人対応、下拵えエリア、食

品庫付。既存厨房機器移設、不足

厨房機器追加

D.　上記に付帯するトイレ、倉庫、廊下など

E.　舗装・排水溝 増設
建物廻りの舗装・排水溝、浄化槽、

中和設備

F.　電力・給水

　　電気室 - 既存 必要に応じて増築 増築 変圧器室、配電盤・発電機増設

　　深井戸 - 既存 必要に応じて増築 増設 受水槽、ポンプ、高架水槽など増設

G.　上記に付帯する基本的な家具

　　延べ床面積 約5,300㎡ 約5,740㎡
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3-2-2-1　敷地・施設配置計画方針

(1) サイトの特徴

サイトの面積は約 13.51 エーカー(54,674 ㎡)であり、北から南へ高低差約 18m を有する南斜面である。

北側端部に近い場所に、最も平坦部分が多く、南側へ向うほど傾斜もきつくなっている。

サイト内には 8 棟の研修関連施設が分散配置されており、建物の周辺には大きな樹木があり、既存施

設の外壁レンガと緑の木々が調和し、落ち着いた雰囲気がある。この他サイト内の北東端と東側には、改

修中の職員宿舎がある。

(2) サイトの評価及びその他の条件

① サイト内は北から南に傾斜しており、北側の最も標高が高い比較的平坦な部分が、良好な排水

計画を行える点などから最も施設の配置に適している。南側へ向うほど傾斜もきつくなり、良好な

排水計画を行なうには、費用のかさむ造成等が必要となる。

② サイト内には多数の建物があり、中央付近にあるブロック A 事務棟は解体可能であるが、その他

の建物は継続して使用するため、建設用地は限られている。

③ 既存施設は、管理ブロック、研修ブロック、宿泊・食堂ブロックの 3 つのブロックに区分され、配置

されている。

④ サイト内には大きな樹木が多く、一部の樹木を切らないと建設用地は確保できない。

(3) 配置方針

① 施設の機能に従い、管理、研修、宿泊・食堂の 3 タイプの施設に分け計画する。各新施設は、敷

地の傾斜を有効に利用し、機能に従い分棟にて計画する。

② 既存施設の継続利用を含めて本計画施設を策定しており、同じ機能を持つ既存施設との連携

が取りやすい位置に、各新施設を配置する。特に、本センターの研修方法の特徴であるグルー

プ研修が効率よく行なわれるよう、研修ブロックの講堂、教室、実験室は近接させ、雨天時にも移

動がしやすいよう渡り廊下で繋ぎ、かつ既存実験室棟・教室棟の近くに配置する。

③ 管理棟は他の施設以上に外来者を迎え入れやすい、アクセスロードに近い位置に配置する。

④ 宿泊棟は既存宿泊棟の間に配置し、限られた敷地を有効利用しつつ、既存との連携を図る。

⑤ 増築食堂は、既存食堂の席数不足を補完しやすい、既存食堂の近くに配置する。

⑥ 各棟の向きは、既存施設と同様に自然通風の取入れやすい、東西軸とする。

3-2-2-2　建築計画

(1) 平面計画

① 教室、実験室は、用地の広さの制約と使いやすさを考え、2 階建てとする。

② 機能上、部屋の中に柱を建てられない講堂は、長スパンの構造が必要とされるため、平屋建てと

する。

③ 宿泊棟は、用地の広さの制約及び既存宿泊棟との連携による使いやすさを考え、3 階建てとす
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る。

④ 食堂は、多人数が同時に使いやすい平屋建てとする。

⑤ 複層階の宿泊棟と教室・実験室棟には中庭を設け、良好な環境を確保する。

⑥ 各施設の広さは、「ケ」国にて標準的な家具に合わせた規模とする。

⑦ コンピュータ室にのみ空調設備を設け、その他の部屋はナイロビで一般的な自然通風を採用す

る。

⑧ 身障者の来場の可能性が最も高いと考えられる講堂に、身障者用スロープ及び身障者用便所

を計画する。

⑨ 各施設の開口部には、防犯のための鉄格子を計画する。

表 3-36　施設計画規模

室名 収容人数 単位面積 計画面積 備考

（名） （㎡） （㎡）

管理棟

事務室（5室） 18×5=90 6 540 各課18人に対応

所長室 1 36 36
副所長室(2室） 2 18 36
総務室 1 18 18 書類保管室付

カウンセリング室 10 1.8 18 カウンセリング・相談等

秘書室 6 6 36 ４秘書、他２人

会議室 30 2.4 72 理事会、職員用の会議室

印刷室 3 機材配置 36 既存コピー、製本機

便所・倉庫・廊下等 - - 371.4
管理棟小計 1163.4

研修棟

講堂 300 1.05 315 アームデスク付椅子

教室（4室） 200 1.92 384 アームデスク付椅子設置

実験室（3室） 150 2.7 405 実験台5台を50人で使用

準備室（3室） - 機材配置 81 実験の準備、機材の保管

コンピュータ室 50 1.88 94 2人用コンピュータデスク配置

図書室 13 家具配置 67 蔵書5000冊。読書席12、司書補1
便所・倉庫・廊下等 - - 495.4

研修棟小計 1841.4
宿泊棟

ツインルーム(55室） 110 12 1320 シャワー付きツインルーム

受付 4 6 24 受付、管理、KIOSKの機能

保健室 1 機材配置 24 看護士1、ベッド2
セルフ式洗濯室（３室） - 機材配置 48 洗濯機3台、アイロン台付き３台

リネン・階段・廊下等 - - 758.1
宿泊棟小計 2174.1

食堂棟

食堂 120 1.5 180 6人掛け、長さ2.25mテーブル配置

事務室 1 6 6 事務、会計、保管等

厨房 - 厨房機器配置 94 既存厨房機器を配置

食品庫(乾燥・野菜) - - 30 食品棚を配置

冷凍室・冷蔵室 - - 6 ハンガー、棚配置

便所・機械室・廊下等 - - 164.4
食堂棟小計 480.4

変圧器室・電気室・ﾎﾟﾝﾌﾟ室 機材配置 82.1 変圧器、非常用発電機、ﾎﾟﾝﾌﾟ設置

合計 5741.4
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(2) 断面計画

① 自然通風の採用にあたり、直射日光の輻射熱への対処と雨水の円滑な処理のため、屋根は勾

配屋根とする。屋根の雨水を周辺へ流出させサイトの特徴である傾斜のきつい地盤面の崩壊の

原因とならないよう、屋根には軒樋をもうけ、速やかに配管で排水する。

② 各建物の地上階の床レベルは、降雨時の浸水防止のため、建物周辺の最も高い地盤面より約

20cm 高くする。

③ サイトは約 18m の高低差のある傾斜地であり、計画施設廻りの雨水が円滑に排水されるよう、施

設周辺に排水溝を設置するとともに、地盤面の勾配と建物の床レベルを検討し、擁壁等による土

留めも検討する。

(3) 建築設計

周辺の既存施設と調和し、かつ「ケ」国内 INSET 研修の中央研修センター及びアフリカ理数科教育の

中核機関として相応しい施設とする。

具体的には、サイト内の既存施設の外観と類似し、周囲と調和しやすい既存施設を少しモダンとした外

観とする。屋根はセメント瓦、壁はレンガタイル貼りと柱のコンクリート打ち放しによりコントラストを付け、窓

はアルミサッシを原則とする。色使いは周辺建物と同じであり、現地の一般的な材料を使用する。

(4) 構造計画

1) 設計方針

「ケ」国および BS 規準の荷重指針および構造設計規準に準拠し設計を行う。同規準の補足として日本

建築学会規準を使用する。

耐震設計については、「ケニア耐震規準 1973」を参照して諸係数を設定し、日本建築学会規準に準

拠し設計を行う。

2) 地盤状況と基礎計画

本サイト内の3ヶ所で行った試掘調査によれば、3ヶ所とも地盤構成はGL-0.2ｍの表層以下、試掘底の

GL-3.0m までシルト層となっている。

本計画施設の基礎形式は、既存施設と同様にこのシルト層を支持層とする直接基礎で計画する。試掘

調査とともに行った GL-1m の平板載荷試験結果から算定したシルト層の許容地耐力は 185kN/㎡程度で

あり、本計画施設に含まれる 3 階建ての施設を支えるにも十分な耐力を持つため、この層を支持層とし、

かつ建物の不同沈下を起こさせない計画とする。

また、敷地高低差による盛土および埋め戻し土による沈下が起きても建物に影響が出ないよう、基礎梁

を配置し地上階床の土間スラブを補強する。

・ 基礎形式：　直接基礎

・ 支持層：　GL-0.2ｍ以深のシルト層

・ 支持力：　150kN／㎡（敷地高低差等を考慮して安全側の設定とした）

3) 架構計画

主架構はケニア国で一般的なラーメン構造とし、構造種別は以下のとおりとする。
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・ 主要構造：　鉄筋コンクリート造

・ 切妻屋根：　鉄骨造

・ 内外壁：　コンクリートブロック造

4) 設計荷重

設計荷重は、固定荷重、積載荷重、風荷重および地震荷重を考慮する。

① 積載荷重

「ケ」国規準「KS 02-755：1988」および BS 規準「BS6399-1：1996」に従い、各部屋の積載荷重の実

情に基づき、用途に合わせた荷重を採用する。主な部屋の積載荷重は、以下のとおりとする。

・ 事務室：　2,500 N/㎡

・ 教室：　3,000N/㎡

・ 実験室：　3,000N/㎡

・ 宿泊室(ツインルーム)：　1,500N/㎡

②　風荷重

BS 規準「BS6399-2：1997」に従い算定する。

③　地震力

「ケ」国耐震規準に従い、本計画施設の用途、構造形式、地盤条件および地震地域により地震力

を以下のとおり設定する。地震地域については、本サイトがゾーンⅧ-IX とⅦの境界付近に位置し

ていることから、安全側の判断としてゾーンⅧ-IX とした。

なお、本計画施設の標準せん断力係数は、いずれも C＝0.10 程度（日本では 0.2）となっている。

　　　＜地震力の設定＞

　　　　F＝C・W

　　　　　　W：建物重量

　　　　　　C：標準せん断力係数

　　　　　　　　C＝1.0×Cb（下記の条件より）

用 途    　学校、宿舎　 →　Class-A

構造形式　ラーメン →　Framed Structure (Flexible)　　　　　C＝1.0Cb

地盤条件　地盤調査 →　Medium

地震地域　敷地位置 →　ゾーンⅧ-IX

　　　   Cb＝0.05／3√Ｔ、Ｔ＝0.09Ｈ／√D

　　　　　　　（T：固有周期、D：建物幅、H：建物高さ）

5) 使用材料

使用材料は、現地調達が可能な下記の材料を優先して使用する。

・ コンクリート：普通コンクリート、設計基準強度　C25（BS5328）

・ 鉄筋：異型鉄筋 T10～T25（GRADE460：BS4449）

・ 鉄骨：C 形、L 形、H 形鋼（GRADE43A：BS4360）
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(5) 機械設備計画

1) 設計方針

維持管理および操作が容易なシステムとする。コンピュータ室を除き自然通風・換気とし、機械冷房設

備を設置しない方針とする。

2) 空調換気設備

① 空調設備

コンピュータ室の空調設備は、空冷パッケージエアコンを採用する。部屋の部分利用を考え、運

転操作は各空調機が個別に発停できるシステムを採用し、運転コストの低減をはかる。また、型式

は冷媒配管およびドレイン配管が短く、メンテナンスが最も容易な壁掛型を採用する。

② 換気設備

換気が必要となる以下の諸室に、換気設備を計画する。

・ 宿泊室(ツインルーム)シャワー・トイレの換気

・ 厨房の排気

・ 図書室の換気

・ 便所の換気

③ コールドルーム

既存厨房と同様に、厨房の食品保存用として断熱パネル組み立て式のコールドルーム(冷凍室、

冷蔵室)2 室を計画する。マイナス 5℃の冷凍室は肉用、プラス 5℃の冷蔵室は野菜用とする。冷

凍室は肉用ハンガーと棚、冷蔵室は棚付とする。

3) 給排水衛生設備

容易な維持管理を可能とするため、現地調達が可能な衛生器具と資材の採用を優先し計画する。

① 給水設備

サイト内には 2 本の井戸があり、古い井戸は 0.8 ㎥/時間、2004 年に掘られた新しい井戸は 2.4 ㎥/

時間の揚水能力を持つが、「ケ」国では 1 敷地 1 井戸の使用に制限されており、大きな揚水能力を

持つ井戸の使用が効果的である。市水は給水制限により、1 週間のうち半日しか給水されない。こ

のため、2.4 ㎥/時間の揚水能力を持つ深井戸を主要水源とする。この井戸を主水源として 200 人研

修時の水需要を試算した結果、1 日の使用水量は約 53.5 ㎥/日となり、水利用のピーク時間帯を含

め、供給可能と判断した。

表 3-37　給水対象人員

研修者 スタッフ　１ スタッフ 2 最大給水人口

現在 92 20 68 180
施設拡張に伴う増員 108 0 56 164

合計 200 20 世帯(100 人) 124 344
注) スタッフ１は敷地内の職員宿舎居住者を示す。

スタッフ２は敷地外からの通勤スタッフを示す。
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表 3-38　１日の最大給水量の試算

種別
給水対象

人員

給水量単位

［L/人･日］

１日給水量

[L/日]

研修者 200 ※1　200 40,000

スタッフ 1 20　(100) 490 9,800

スタッフ 2 124 30 3,720

  
 

合　計 344　（424） - 53,520 　→　53.5m3/日
※１　日本の場合（国土交通省建築設備設計基準）の寄宿舎：180L/人・日×110%とした。

表 3-39　200 人研修時の水需要試算

給水システム

既存井戸と高架水槽により構成される給水システムとするが、季節的な地下水位の変動などにより、

給水ピーク時に給水不能となる危険性を低減するために、１日の最大給水量を貯蔵できる受水槽

を設ける。この受水槽を含むシステムの概要は、以下のとおりである。

① １日の最大給水量(54 ㎥)を貯蔵できる RC 造の受水槽を、地下埋設で計画する。

② 新施設系統の高架水槽(20 ㎥)は、サイト内で最も高い建物となる 3 階建ての新宿泊棟の屋上

に設置し、重力により各新施設へ給水する。この際、既存施設系統の配管とも接続し、各々の

給水系統に故障があった場合、相互にバックアップができる計画とする。

③ 受水槽より既存高架水槽(43 ㎥)と新高架水槽(20 ㎥)への揚水のために、それぞれの専用揚

水ポンプを設置する。この際、ポンプは相互にバックアップが可能な配管接続とする。

新井戸揚水量
既存高架水槽

貯水量
給水量 判定

[m3/ｈ］ [m3］ ［ｍ3／ｈ］

前日からの繰り越し － 30.00 0

0:00 2.4 32.40 0 －
1:00 2.4 34.80 0 －
2:00 2.4 37.20 0 －
3:00 2.4 39.60 0 －
4:00 0.7 40.30 0 －
5:00 0 40.30 0 －
6:00 2.4 37.30 5.4 起床/シャワー/洗濯 OK
7:00 2.4 31.70 8.0 朝食/洗濯 OK
8:00 2.4 33.10 1.0 講義 OK
9:00 2.4 34.00 1.5 講義/リネン洗濯 OK

10:00 2.4 34.50 1.9 TEA TIME/リネン洗濯 OK
11:00 2.4 35.40 1.5 講義/リネン洗濯 OK
12:00 2.4 36.30 1.5 講義/リネン洗濯 OK
13:00 2.4 31.20 7.5 昼食 OK
14:00 2.4 32.10 1.5 講義/リネン洗濯 OK
15:00 2.4 33.50 1.0 講義/リネン洗濯 OK
16:00 2.4 34.90 1.0 講義 OK
17:00 2.4 35.90 1.4 TEA TIME OK
18:00 2.4 38.20 0.1 休憩 OK
19:00 2.4 33.00 7.6 夕食/洗濯 OK
20:00 2.4 22.80 12.6 シャワー/洗濯 OK
21:00 2.4 25.20 0 就寝 －
22:00 2.4 27.60 0 －
23:00 2.4 30.00 0 －

合計 53.5 53.5

主な給水の用途
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④ サイト周辺の市水の供給は、給水制限が行われるなど非常に不安定であるが、補助水源とし

て受水槽へ給水する。

⑤ 無駄な水利用が多いと予想される個所の給水管に管理用バルブを設け、無駄な水の利用を

制限できるようにする。

図 3-1　給水システム

② 給湯設備

給湯が必要となる以下の諸室に、給湯設備を計画する。

・ 宿泊室(ツインルーム)のシャワー

・ 厨房

既存宿泊棟のシャワーへの給湯は、宿泊棟の屋根に設置された太陽熱集熱パネルと補助電気ヒ

ーターにより行なわれているが、その供給量は共同シャワー用のみのため少なく、かつ不足してい

る。本計画では各ツインルームに個別にシャワーが設置されるため、給湯水量は大きく増加する。

この供給水量の増加するツインルームのシャワーへの給湯を太陽熱集熱パネルのみにて賄う場合、

その設置面積は新宿泊棟の屋根面積に匹敵する規模となり現実的でなく、またメンテナンスも難し

いため採用しない。各ツインルームへの給湯は「ケ」国で一般的な暖かい程度(warm)のお湯を供

給することとし、メンテナンスを考慮して現地で一般的に用いられているシャワーヘッド内蔵型電気

瞬間給湯器（Electrical Cassette）を採用する。この機器は「ケ」国市場で容易かつ安価に入手でき、

故障時の対応も容易である。

厨房とリネンランドリーへの給湯は、高温の湯が安定して供給されることが必要であることから、個別

の電気貯湯式給湯器により行う。

③ 排水設備

既存井戸

既存配電盤室

揚水ポンプ

動力制御盤

井戸揚水ポンプ
 2.4m /h3

新設

宿泊ブロック

新設地下躯体受水槽
54m3 ( 1日最大給水量相当)

新設

揚水ポンプ

新設

高架水槽
20m3

既存建物群へ

新設建物群へ

市水引込管
 (予備)

バックアップ配管

バックアップ

配管

高架水槽
43m 3
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・ 汚水と雑排水

汚水と雑排水は屋内で分流方式、屋外で合流方式とし、浄化槽にて沈殿・分離後、上澄みを土

壌へ浸透処理する。既存浄化槽と浸透設備の容量に余裕はないため、新規に浄化槽と土壌へ

の浸透設備を計画する。

・ 雨水

新施設からの雨水排水は、サイト内に設けられた既存開渠と埋設配管に接続し、サイト外へ放流

する。

・ 実験排水

実験室からの実験排水は中和設備にて pH6～8 に中和後、土壌に浸透させる。個別中和設備

は維持管理が簡単な半手動式を計画する。

④ 衛生器具設備

・ 大便器：　全て現地で一般的なロータンク型の洋風便器を採用する。

・ 小便器：　壁掛ストール型とする。

・ 洗面器：　単水栓タイプとし、給湯は行わない。

⑤ 消火設備

現地消防法に準拠し、屋内消火栓及び消火器を設置する。屋内消火栓への送水は、新設する高

架水槽から重力により行なう。

・ 屋内消火栓の仕様は、現地で一般的な警戒半径 30m、１箇所あたりの放水量 44 ﾘｯﾀｰ/分、放水

距離 11.43ｍを採用する。

設置場所：　各棟の階段室の近傍、食堂、講堂

・ 厨房のフードには、既存厨房からガス消火設備を移設する。

・ 消火器は、室の用途により設置する種類が異なり、CO2 消火器、水消火器、ABC 粉末消火器の

3 種類がある。厨房には、なべ火災用に消火用ブランケットを設置するが、その他の設置基準は

以下のとおりである。

設置基準：　- 各棟の廊下に、CO2 消火器(2.3kg)と水消火器を１組設置

- 書類倉庫など可燃物がおかれる室に面した廊下に、水消火器を設置

- コンピュータ室に面した廊下に、CO2 消火器(2.3kg)と水消火器を１組設置

- 厨房に、CO2 消火器と ABC 粉末消火器を設置

- 宿泊棟の廊下などの共用部に、水消火器を設置

⑥ 厨房器具設備

既存厨房器具を新厨房へ移設する計画とするが、200 人食提供に対し不足する一部厨房機器を

補足する。既存厨房機器の移設、接続は、ガス接続等の安全性確保のために本計画にて行なう。

補足厨房機器：　オーブン付きガスレンジ、ガス加熱器、ガスパン焼き器、芋類用皮むき器、芋裁断

器、フードミキサー、肉混ぜ器、湯沸器、作業台付き流し、作業台、食器棚、食洗

機、冷蔵庫・冷凍庫（室内設置型）、カート、加熱装置付配膳台、紅茶加熱器、コ

ーヒー加熱器、牛乳加熱器、飲み物用冷蔵庫など
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⑦ ガス設備

厨房用に設置されている既存ガス貯蔵タンク（容量：1.5ｍ3）を利用する。新厨房への配管接続は、

安全確保のために本計画にて行なう。実験室棟の生物実験室、化学実験室用に LPG ボンベ庫を

計画し、既存生物実験室、化学実験室用の LPG ボンベ庫は、グループ研修用として残す。

⑧ 実験室シャワー

既存実験室と同様に実験中の薬剤飛散事故の対応策として、実験室の出入口付近に鎖を引くこと

で大量の水を放水する、緊急用シャワーを設置する。

(6) 電気設備計画

1) 受変電設備

電力引込線が、サイト東側のカレンロードより架空にて既存電気室に引き込まれている。既存受電設備

を改修し本計画施設へ電力供給を行なうには、ブレーカー・計器の交換や配電盤の増設のほかに、既存

配電盤改造などが必要であるが、本計画施設の負荷容量から考えると既存電気室の増設スペースだけ

では賄えなく、電気室を新築する。

本計画施設の受電容量は、宿泊棟と食堂・厨房を同時に使用している時間帯が最も電力消費量が大

きく、この時間帯の電力容量と既存宿泊棟・食堂の電気容量を加算し、これを施設全体の受電容量とす

る。本計画施設の受電容量は334 kVA、既存施設は85 kVAであり、合計419 kVA を引込み容量とする。

また、2-2-2 項で述べたように、この引込み容量は 11kV の高圧引込みとなり、現地電力会社の規定に従

い電力会社用変圧器室を新築する。電力の受電場所は電力会社用変圧器室とし、新築電気室に設置

する新受電盤を経由し、既存電気室にある既存受電・配電設備へ電力を供給する。取引メーターは、変

圧器室内の新設引込盤の１次側に設置する。引込開閉器・変圧器・取引メーターおよび引込盤までのケ

ーブル接続は、「ケ」国側負担工事として現地電力会社が行い、引込盤以降の工事は日本側にて行う。

供給される電力の電圧変動は実測によると－5.7%から＋7.9%程度と少ないため、AVR(自動電圧調整

装置)は設置しない。停電時の電源として、250 kVA（240～415V）発電機 1 基が設置されている。同発電

機の燃料は灯油であり、備蓄量は 500 ﾘｯﾀｰ（約 9 時間分）である。

既存発電機には約 50 kVA の予備があると思われるが、本計画施設の全負荷に対応できる発電機容

量は 450kVA であり、この予備では賄えないため、本計画施設用として 450kVA を満足する発電機 1 基

を新電気室に計画する。燃料は灯油とし備蓄量は 1,000 ﾘｯﾀｰ（約 9 時間分）とする。

2) 幹線動力設備

新電気室内の配電盤から各施設内の電灯分電盤、動力制御盤へ配電する。配電用幹線及び動力配

線は電線管配線とする。配電設備、発電機、給水ポンプ、浄化槽の異常警報は、守衛所の警報盤に表

示させる計画とする。

幹線分岐回路の電気方式は、以下のとおりとする。

・ 電灯動力幹線：　3 相 4 線 415/240V

・ 動力分岐 ：　3 相 3 線 415V

・ 電灯分岐 ：　1 相 2 線 240V
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3) 電灯配線設備

照明点滅はランニングコストを低減するために、電灯分電盤のゾーニング単位毎に点滅区分を細分化

し、利用エリアでの点滅操作とする。

コンセントは一般用コンセントの他に、実験室などの機材および実験台用、事務室の OA 機器用、講堂

の視聴覚機材用などを専用に設け、各機材の配置や容量に従い計画する。

4) 照明器具設備

照明器具の光源はランニングコストを低減するために、現地で入手可能なサイズの蛍光灯を主体とし

た計画とする。コンピュータ室の照明器具は現地で入手可能なルーバー付とする。停電時の対応として、

避難上必要な箇所に避難口誘導灯を設置する。

主要室の計画照度は、以下のとおりとする

・ 講堂 ： 350Lx

・ 教室、実験室 ： 350Lx

・ コンピュータ室 ： 500Lx

・ 事務室、図書室 ： 350Lx

・ 食堂 ： 250Lx

・ 宿泊室(ツインルーム) ： 250Lx

・ エントランス、廊下 ： 150Lx

5) 電話設備

電話 2 回線が、サイト東側のカレンロードより架空にて既存ブロック A 事務棟へ引き込まれている。電話

が使用されているのはブロック A 棟のみであり、この 2 回線は外線電話とＦＡＸ・インターネットに使用され

いている。本計画施設へは、既存 2 回線を含め計 5 回線の引き込みを計画する。その後、建物内の主端

子盤と中継端子盤を経由し、必要各諸室の電話アウトレットまでの配管配線を行う。主端子盤までの引込

み配線接続までが「ケ」国側負担工事であり、それ以降の機器、配線は本計画にて設置する。

電話交換機は秘書室、電話機は必要各諸室に設置し、部屋により施設内業務連絡又は外線連絡が

可能な計画とする。

6) 火災報知設備

火災の早期発見と初期消火への対応が可能となるよう、現地規制に合わせ火災報知設備を計画する。

火災発生を知らせる火災通報押釦を必要箇所に設置し、守衛所と総務室の表示盤に警報を表示すると

ともに非常ベルを鳴動させ、火災の発生を通報し、迅速に避難が可能となる計画とする。また、感知器は、

現地設置基準に基づき共用部、各居室内に設置する。

火災通報押釦は階段室近傍に設置し、歩行距離 30ｍごとに追加設置する。

7) 避雷設備

サイト周辺では落雷が多く、施設・機材への被害を防ぐため、現地設置義務に基づき避雷設備を計画

する。また、周辺への落雷により発生した迷走電流が地中アースを逆流し、弱電設備を破損しないよう、

本計画では雷サージの異常電圧から電子機器を保護するために、電源ラインと通信ラインへ避雷器を設
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置する。

8) LAN システム用配線

ほとんどのアカデミックスタッフは、個人用コンピュータを使用しており、コンピュータ室、図書室での使

用も予定されている。近い将来、本センターでは各コンピュータを接続する LAN システムを計画する予定

であるが、現時点では全体構想が不明なため、LAN システム用配管を必要諸室に設置する。

設置室：　事務所棟各居室、コンピュータ室、図書室

(7) 建築資材計画

建築材料の選定にあたっては、現地の気候風土に適し、現地で定着した材料や仕上げ方法を採用し、

維持管理の容易な施設の実現を基本方針とする。また、可能な限り現地にて調達可能な建設資材を調

達することにより、現地での補修・メンテナンスが容易な計画とする。

表 3-40　現地工法と採用工法の比較

現地工法 採用工法 採用理由

勾配屋根

鋼製折版(ゲージ鋼板下地)
＋セメントタイル葺き。軽量

鉄骨下地＋スチールカラー

折版

鋼製折版(ゲージ鋼板下地)
＋セメントタイル葺き

耐候性・耐久性が良く、維持管理が少なく

て済み、現地で一般的である。

陸屋根
モルタル下地＋アスファルト

防水

モルタル下地＋アスファルト

防水

耐候性・耐久性が良く、現地で一般的であ

る。

外壁

CB又は石積の上にレンガタ

イル貼り、ナイロビストーン貼

り、モルタル＋ペンキ

CB の上にレンガタイル貼

り、柱コンクリート打ち放し

耐久性が良く、維持管理が少なくて済み、

現地で一般的である。

建具
スチールサッシ、アルミサッ

シ、木製扉、鉄格子

アルミサッシ、木製扉、鉄格

子

耐久性が良く、現地で一般的である。

内部：天井
木毛板 (Chip Board)＋ペン

キ、吸音ボード、木張り

木張り、吸音ボード、ケイ酸

カルシウム板(便所)
吸音板は吸音効果があり、現地で一般的

である。

壁
モルタル塗り＋ペンキ、タイ

ル

モルタル塗り＋ペンキ、木

張り、タイル

現地で一般的である。

床

 ＰＶＣタイル、タイル、パー

ケットフロア、人研、洗い出

し

ＰＶＣタイル、パーケットフロ

ア、タイル、ノンスリップタイ

ル、洗い出し

現地で一般的である。

清潔に維持しやすい。

主要諸室の内装仕上げ材は、以下のとおりである。

表 3-41　主要仕上げ材計画

室名 床 壁 天井 選定理由

事務室・所長室 PVC タイル ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り T バー天井(岩綿) 経済性、吸音性

会議室 PVC タイル ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り T バー天井(岩綿) 経済性、吸音性

講堂 ﾊﾟｰｹｯﾄﾌﾛｱ 木製ボード（吸音） 木製ボード（吸音） 吸音性

教室 PVC タイル ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り T バー天井(岩綿) 経済性、吸音性

実験室 ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り T バー天井(岩綿) 耐薬品性。清掃が容易

コンピュータ室 PVC タイル ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り T バー天井(岩綿) 経済性、吸音性

宿泊室(ツインルーム) PVC タイル ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り 化粧石膏ボード 経済性、清掃が容易

宿泊室シャワー・便所 ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ ケイ酸カルシウム板 耐水性、清掃が容易

受付 PVC タイル ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り T バー天井(岩綿) 経済性、吸音性

食堂 ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り 木製ボード（吸音） 経済性、清掃が容易

厨房 ノンスリップタイル ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ ケイ酸カルシウム板 耐水性、水洗いが容易
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機械室・倉庫 モルタル金ゴテ ﾓﾙﾀﾙ+ﾍﾟﾝｷ塗り ケイ酸カルシウム板 経済性

便所 ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ ケイ酸カルシウム板 耐水性、掃除が容易

3-2-2-3 機材計画

(1) 物理科

物理科の研修内容は、次のとおりである。

表 3-42　物理科研修内容

ﾄﾋﾟｯｸ番号 単元 中央 INSETｻｲｸﾙ 広域研修(5 週間） 広域研修(2 週間）※ 計画機材対象

P1 圧力 1 ○ ○ ○

P2 円運動 1 ○ ○

P3 流体 1 ○

P4 波 1,4 ○ ○

P5 音 1 ○ ○

P6 電気 2 ○

P7 静電気 2 ○

P8 電磁作用 2 ○ ○

P9 電磁誘導 2 ○ ○

P10 熱作用 2 ○

P11 薄レンズ 2
P12 原子 3
P13 電磁スペクトル 3
P14 放射能 3 ○

P15 光電効果 3 ○

P16 X 線 3
P17 電子 3,4 ○ ○

P18 直線運動 4 ○

P19 熱量 4 ○ ○

P20 工夫 1,2,3,4 ○ ○

P21 授業活動の創作 2,3,4 ○ ○ ○

P22-1 ラボラトリーの管理 2 ○ ○

P22-2 ピア・ティーチング 1,2,3 ○

P22-3 具体化 3 ○

※　「広域研修(2 週間）」は、5 週間の SMASSE-WECSA 広域研修への申込が多いため、2005 年 12 月に追加実施され

た 3 ヶ国を対象とした広域研修である。

物理科では要請内容を検討した結果、トッピク中の電気、電磁作用、電磁誘導、熱作用、光電効果、

直線運動、熱量等で使用される機材を計画対象とする。但し消耗品、スペアパーツ等あるいはリスト中で

重複した機材については、削除あるいは数量の調整を行う。

(2) 化学科

化学科の研修内容は、次のとおりである。

表 3-43　化学科研修内容

ﾄﾋﾟｯｸ番号 単元 中央 INSETサイクル 広域研修(5 週間） 広域研修(2 週間） 計画機材対象

C1-5 (1) モル概念 1 ○
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C1-5 (2) 電気化学 1 ○ ○ ○

C1-5 (3) 熱化学 1 ○ ○

C1-5 (4) 放射化学 1
C1-5 (5) 有機化学 1 ○

C1-5 (6) 金属 1 ○

C2-10(1) モル概念 2
C2-10(2) 電気化学 2 ○ ○ ○

C2-10(3) 熱化学 2 ○ ○ ○

C2-10(4) 有機化学 2 ○

C2-10(5) 金属 2 ○

C3-6(1) モル概念 3 ○

C3-6(2) 電気化学 3 ○ ○

C3-6(3) 熱化学 3 ○ ○

C3-6(4) 放射化学 3
C3-6(5) 有機化学 3 ○ ○

C3-6(6) 金属 3 ○

C4-4(1) 熱化学 4 ○

C4-4(2) 有機化学 4 ○ ○

C4-4(3) 高分子 4

化学科では要請内容を検討した結果、トピック中の電気化学、熱化学、金属等で使用される機材を計

画対象とする。また一般的な実験用機材、測定機材、汎用機材についても研修全般で使用されることか

ら計画対象とする。但し消耗品、スペアパーツ等あるいはリスト中で重複した機材については削除あるい

は数量の調整を行う。

(3) 生物科

生物科の研修内容は、次のとおりである。

表 3-44　生物科研修内容

ﾄﾋﾟｯｸ番号 単元 中央 INSETサイクル 広域研修(5 週間） 広域研修(2 週間） 計画機材対象

B1 分類 1 ○ ○ ○

B2 エコロジー 1 ○

B3 セルの構造と生理

学
1 ○

B4 排泄と恒常性 2 ○ ○

B5 刺激と反応 2 ○ ○

B6 生殖 2 ○

B7 呼吸 2
B8 試薬の準備 2 ○ ○

B9 遺伝子 3 ○

B10 支点と移動 3 ○

B11 進化 3 ○

B12 成長 4
B13 移動 4
B14 栄養 4 ○

生物科では要請内容を検討した結果、トピック中の分類、刺激と反応、生殖等で使用される機材を計

画対象とする。また一般的な実験用機材、汎用機材等についても研修全般で使用されることから計画対

象とする。但し消耗品、スペアパーツ等あるいはリスト中で重複した機材については削除あるいは数量の

調整を行う。
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(4) 数学科

数学科の研修内容は次のとおりである。

表 3-45　数学科研修内容

ﾄﾋﾟｯｸ番号 単元 中央 INSETサイクル 広域研修(5 週間） 広域研修(2 週間） 計画機材対象

M1 確率 1,2 ○ ○

M2 統計 1 ○ ○

M3 整数 1 ○ ○

M4 数列 1 ○ ○

M5 比率 2
M6 軌跡 2
M7 ベクトル 2,3
M8 幾何変換 2
M9 三角法 2,3 ○ ○

M10 複比列 2,3
M11 ナビゲーション 2
M12 グラフ 2 ○ ○

M13 数学実用作業 2,3
M14 三次元幾何学 3
M15 線形計画法 3
M16 代数 1,2,3,4 ○ ○

M17 計測 1,2,3,4 ○ ○ ○

M18 幾何学 3 ○ ○ ○

M19 問題解決 1,2,3,4 ○ ○

数学科では要請内容を検討した結果、トピック中の計測、幾何学で使用される機材を計画対象とする。

但し消耗品、スペアパーツ等あるいはリスト中で重複した機材については削除あるいは数量の調整を行

う。

(5) 初等教育用機材

初等教育用機材は新しく設置される予定である初等教員養成学校教員研修で使用されるものである。

当初、木工加工機材等が要請されていたが、同研修では ASEI/PDSI の考え方の講義、討論が中心とな

り、機材を使用する実習は少ない。このため「ケ」国の初等教育で使用されている初等教育理数科学習キ

ットのみを計画対象とする。

(6) 研修支援機材

研修支援機材は、講師による講義時に使用される他、ピア・ティーチング（研修受講者間の研究授業と

その評価）で最も活用される機材である。現在約 25 名単位で研究授業が実施されており、研究授業は学

科の単元毎に 4 名の研修受講者が ASEI/PDSI に基づく活動/授業案を作成・実施し、相互評価を行って

いる。本センターでは研修生数の倍増に伴い、最低でも現在実施している 25 名単位で 2 グループによる

ピア・ティーチングが実施できる環境を整備することが重要であり、2 グループのピア・ティーチングを前提

として機材を計画する。

(7) コンピュータ室

コンピュータ室は、各科が共通で使用する。主な用途は、コンピュータを使用した講義の他、研修受講
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者の授業案、教材の作成等に活用される。INSET 研修で研修受講者が作成する研修成果品は次のとお

りである。

表 3-46　研修受講者が作成する成果品

成果品名称 内容 備考

①レッスンプラン 各科目の単元毎に単元の目的、講義内

容、実習内容等を実際の教室での授業

を想定して作成される授業計画。あるい

は地方 INSET で実際に活用できる形で

単元毎の授業案を作成する。

単元毎に各研修生、あるいはグループで

の作成となる。グループで作成された授業

計画は、その後のピア・ティーチングで活

用される。

セッション中に作成される。

②ASEI/PDSI に基づく単

元毎の教材

各科目の単元毎に教材として”Student
Work Sheet”あるい

は”Experimental/Activity Guide”を作成

する。

INSET に参加する全研修受講者が作成。

セッション中に作成される。

③トレーニングマニュア

ル

本センターの講師が事前に単元毎に雛

形を作成しており、研修受講者は地元の

状況（学校の状況、地方の状況、手に入

りやすいものなど等）に鑑み、適宜修正

を加え作成する地方 INSET の実施マニ

ュアルとなる。

主に地方毎に複数の研修受講者がいる場

合は単元をシェアして共同で全単元につ

いてのマニュアルを作成する。その日の科

目の単元について、研修終了後の時間を

活用して作成し、次の日に講師に提出し、

講師のチェック、アドバイスを受ける。この

マニュアルは実際の地方 INSET で使用さ

れるため講師は十分に品質管理を行って

いる。

※広域研修の場合は義務ではない。

④トレーニングレポート 広域研修に参加した各国の研修受講者

が作成する研修結果報告書。

上記の研修受講者による成果品の作成は、中央 INSET 研修カリキュラムにて各単元に関して作成が

求められる業務計画、ピア・ティーチング、また研修の総括となるレッスンプランの開発、教室での教授法

等で規定されている。現在は研修受講者が手書きで作成したものを、講師が評価し、最終的に講師がタ

イピングしているのが現状である。これら作業を講師は授業の空き時間、あるいは研修終了後の時間を活

用して行っている。手書き原稿のため内容の評価、指導、タイピングの作業は困難を伴っており、コンピュ

ータ室が整備されれば、研修受講者が直接タイプしたものを講師に提出することとなり、効率的かつ効果

的な研修の実施が可能となる。特にレッスンプラン、教材等は具体的な科目に基づく教育実践例となり、

これらの蓄積は「ケ」国の理数科教育にとって大きな財産となると考えられる。なお、本センター拡充後、

中央 INSET 研修時のコンピュータ室使用時間は、表 3-34 のとおり計画されている。

表 3-47　拡充後のコンピュータ室使用時間予測

INSET 総研修時間(時） PC 利用時間（時）
総研修時間に対する

PC 利用時間の割合

中央 INSET サイクル 1 　 　 　

化学 80 12.5 15.6%
生物 80 12.5 15.6%
物理 80 12.5 15.6%
数学 80 12.5 15.6%

小計 320 50 15.6%
中央 INSET サイクル 2 　 　 　

化学 80 15 18.8%
生物 80 15 18.8%
物理 80 15 18.8%
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数学 80 15 18.8%
小計 320 60 18.8%

中央 INSET サイクル 3 80 　 　

化学 80 15 18.8%
生物 80 15 18.8%
物理 80 15 18.8%
数学 80 15 18.8%

小計 320 60 18.8%
中央 INSET サイクル 4 　 　 　

化学 80 15 18.8%
生物 80 15 18.8%
物理 80 15 18.8%
数学 80 15 18.8%

小計 320 60 18.8%
広域研修（5 週間） 　 　 　

化学 200 25 12.5%
生物 200 25 12.5%
物理 200 25 12.5%
数学 200 25 12.5%

小計 800 100 12.5%
広域研修（2 週間） 　 　 　

化学 80 10 12.5%
生物 80 10 12.5%
物理 80 10 12.5%
数学 80 10 12.5%

小計 320 40 12.5%
合計 2,400 370 15.4%

上表の通り、中央 INSET 研修では、通常の研修プログラムにおいてコンピュータ室を利用する時間が

平均で 15.4％の割合となる計画となっている。また研修受講者が研修時間外でも成果品の作成等に活

用できるよう、コンピュータ室は、研修終了後の 18 時から 22 時までの 4 時間を研修受講者に開放する計

画である。これらの時間を利用して中央 INSET 研修では研修受講者が地方 INSET にて使用するトレー

ニングマニュアルを作成することとなる。

上記の検討の結果、中央 INSET 研修でのコンピュータ室の利用方法、利用時間等から本計画でコン

ピュータを整備することは妥当であり計画対象とする。

(8) 講堂

講堂は、研修の開講式、修了式で活用される他、校長研修、地方教育長研修、関係者ワークショップ

等の全体研修で主として使用される。講堂には、音響設備のほか 300 人（研修受講者 200 人及び来賓・

本センター職員 100 人）に対応した椅子等の家具類を計画対象とする。

(9) その他（家具類）

家具類については、既存に使用している家具を転用することを原則とする。但し新築施設内にある教

室用家具、実験室用家具、食堂・厨房用家具等については、必要性に対応して計画対象とする。
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3-2-3　基本設計図

3-2-3-1　施設設計図

1. 施設配置図

2. 新管理棟平面図

3. 研修施設(新講堂・教室・実験室)平面図 1 階

4. 研修施設平面図 2 階

5. 新宿泊棟平面図

6. 新食堂棟平面図

7. 立面・断面図(新管理棟・講堂)

8. 立面・断面図(新教室・実験室棟)

9. 立面・断面図(新宿泊棟)

10. 立面・断面図(新食堂)
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ケニア国アフリカ理顔料・技術軟膏センター拡充計画  9  
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新食堂  新厨房  

東側立両国   

新食堂南側立面図  

新渡り廊下  新厨房  

：lヒ側立面固  

新厨房断面囲  新食堂断面図   

抽尺：  

0  2  4  G  8 1（I  2（血  

新食盤棟 立両国・断面図 1／300  

ケご・ア国アフリカ埋葬〔科・技術敢育センター拡充讃十山  10  
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3-2-3-2　機材基本設計

計画機材リスト

物理科
PH-1 電子分析天秤 5
PH-2 自由落下運動実験装置 5
PH-4 上皿天秤 5
PH-5 ノギス 10
PH-6 マイクロメーター 10
PH-8 アラームストップ時計 5
PH-9 ストロボ装置 5
PH-10 小型デジタル温度計 10
PH-11 直流電圧計 7
PH-12 交流電圧計 10
PH-13 直流電流計 10
PH-14 直流電流計(中心計) 10
PH-15 交流電流計 10
PH-16 マイクロアンペア計 10
PH-17 検流計 8
PH-18 講義用検流計 1
PH-19 回路計 25
PH-20 メートルブリッジ 10
PH-21 可変抵抗器 10
PH-22 携帯用ホイートストンブリッジ 10
PH-23 抵抗器 10
PH-24 試験用発振器 3
PH-26 オシロスコープ（20MHz） 5
PH-27 オシロスコープ(100MHz) 5
PH-28 実験用てこ 5
PH-29 滑車 10
PH-30 輪軸 5
PH-31 斜面実験器 10
PH-32 摩擦実験器 10
PH-33 ばねばかり 10
PH-34 実験用ばねばかり 1
PH-35 講義用力の釣合い実験器 1
PH-36 カのつりあい実験器 5
PH-37 力学実験用おもり 5
PH-38 記録タイマー 5
PH-39 台車定加速装置 5
PH-40 力学滑走台 5
PH-42 慣性実験器 5
PH-43 真空落下実験器 5
PH-45 電動回転台 5
PH-46 衝突球 5
PH-47 ジヤイロスコープ 5
PH-56 真空ポンプ 1
PH-61 熱伝導比較装置 5
PH-62 演示用対流実験器 1
PH-63 線膨張試験器 5
PH-64 金属球膨張試験器 5
PH-65 露点温度計 5
PH-66 ブラウン運動観察器 5

計画数量No. 機材名称
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計画数量No. 機材名称

PH-93 ネオジウム磁石 5
PH-95 磁化装置 5
PH-97 電磁石ハイパワータイプ 1
PH-98 電磁石 1
PH-99 俯角方位計 1
PH-129 直流安定化電源装置(入力240V) 5
PH-130 電源装置 5
PH-131 手動式遠心分離器 1
PH-132 ストップウオッチ 22
PH-135 ブンゼンバーナー 10

化学科
CH-1 分析天秤 5
CH-2 乾燥機 2
CH-3 マントルヒーター 5
CH-4 電源装置 5
CH-7 ホットプレート 5
CH-8 超音波洗浄機 2
CH-9 試験管洗浄機 2
CH-11 攪拌器 5
CH-12 ホットプレート付き磁気攪拌器 10
CH-13 振とう恒温水槽 5
CH-14 放射線検出器 5
CH-15 真空ポンプ 2
CH-16 製氷機 2
CH-17 アッベ屈折計 2
CH-19 ポラリメーター 2
CH-20 電導度測定装置 10
CH-22 ジュール熱量計 5
CH-23 検流計 15
CH-24 高圧電源装置 5
CH-25 デジタル顕微鏡 1
CH-26 上皿天秤 10
CH-27 球 10
CH-28 ダイアモンド分子構造模型 10
CH-29 充電器 10
CH-30 レトルト台 50
CH-31 ブンゼンバーナー 25
CH-32 三脚 25
CH-33 アルコールランプ 25
CH-34 実験用ガスバーナー（カートリッジタ取り付けタイプ） 10
CH-35 遠心分離機 2
CH-36 ボルタ電池 10
CH-38 直流電圧計 25
CH-39 直流ミリボルト計 25
CH-40 直流電流計 25
CH-41 直流ミリアンペア計 25
CH-42 交流電流計 25
CH-43 交流電圧計 25
CH-44 PH計測台 10
CH-45 デシケータ 10
CH-46 ガラス管切り 10
CH-47 ガラスカッター 10
CH-48 デジタルストップウォッチ 25
CH-49 アナログストップウォッチ 25
CH-51 純水製造装置 4
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計画数量No. 機材名称

CH-52 吸引びん・ロート 25
CH-53 ホフマン電圧計 5
CH-54 キップ式気体発生装置 5
CH-55 鉱石標本 2
CH-56 冷蔵庫 2
CH-57 計算機 25
CH-58 ドラフトチャンバー 1
CH-59 廃液処理装置 1

生物科
BI-7 （温度自動調節）恒温水槽 5
BI-8 デシケーター 5
BI-9 電子天秤 5
BI-10 ホットプレート付き磁気攪拌器 5
BI-11 双眼実体顕微鏡 25
BI-13 インキュベーター（恒温器） 2
BI-14 振とう機 1
BI-15 ドラフトチャンバー 1
BI-16 ホモジナイザー 5
BI-17 ピペット 5
BI-19 呼吸測定器 10
BI-20 オートクレーブ 1
BI-21 アクアリウム 5
BI-22 ミクロトーム 5
BI-23 遠心分離機 5
BI-24 プレパラート 10
BI-28 生物顕微鏡 26
BI-29 デジタル顕微鏡 1
BI-31 体重計 2
BI-32 ガスバーナー 25
BI-33 三脚 25
BI-34 模型 10
BI-35 解剖キット 30
BI-36 冷蔵庫 1
BI-37 計算機 10
BI-38 乾燥オーブン 1
BI-39 骨格 5
BI-40 ホットプレート 4
BI-41 ストップウォッチ 25
BI-42 砂皿 10
BI-44 バネばかり 10
BI-45 ワゴン 5
BI-46 純水製造装置 1
BI-47 冷凍庫 1
BI-48 動物飼育観察箱 2
BI-49 動物飼育観察箱 2
BI-50 動物飼育観察箱 2

数学科
MA-1 プログラミング機能付き計算機 51
MA-2 ベル 30
MA-3 ストップウォッチ 20
MA-4 ノギス 10
MA-5 マイクロメーター 10
MA-6 上皿天秤 10
MA-8 幾何学模型 10
MA-10 傾斜実験台 10
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計画数量No. 機材名称

MA-11 黒板用文具 1
MA-12 計算機 10
MA-13 紙テープタイマー 10
MA-14 滑車セット 10
MA-15 歯車式メジャー 10

研修支援機材
LS-1 OHP（スクリーン付き） 8
LS-2 ノートブックコンピューター 9
LS-3 スキャナー 5
LS-4 プロジェクター 10
LS-5 プレゼンター 5
LS-6 VTR 5
LS-7 ビデオカメラ 5
LS-8 DVD/VCDプレーヤー 5
LS-9 テレビセット 5
LS-10 デジタルカメラ 5

コンピュータ室
PC-1-1 コンピューター 51
PC-1-2 ネットワーク用機器 1
PC-2 プリンター 1
PC-3 コンピューター机 25
PC-4 椅子 51
PC-5 レクチャー机 1
PC-6 プロジェクター 1
PC-7 スクリーン 1

初等教育用機材
PS-1 初等理科実験キット 10

講堂
LH-1 音響機材 1
LH-2 プロジェクター 1
LH-3 スクリーン 1
LH-4 机付椅子 200
LH-5 椅子 100
LH-6 テーブル 3
LH-7 椅子 9
LH-8 演壇 1

教室
LR-1 教員用机 4
LR-2 教員用椅子 4
LR-3 生徒用椅子 200
LR-4 ホワイトボード 4

実験室
LF-1 中央実験台 15
LF-2 教員用実験台 3
LF-3 準備室用実験台 2

LF-4-1 サイド実験台 18
LF-4-2 サイド実験台シンク付 12
LF-5 ラボラトリーチェア 153
LF-6 棚 17
LF-7 机 3
LF-8 椅子 3

事務室
OB-1 図書室用書架 10
OB-2 閲覧デスク 3
OB-3 椅子 12
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計画数量No. 機材名称

OB-4 司書用デスクセット 1
OB-5 椅子 1
OB-6 ベッド 2
OB-7 保健室用机 1
OB-8 保健室用椅子 1
OB-9 薬品棚 1

宿泊棟
HB-1 洗濯機 9
HB-2 アイロン 9
HB-3 アイロン台 9
HB-4 机 2
HB-5 椅子 3

食堂・厨房
KD-1 机 1
KD-2 椅子 1
KD-3 テーブル 2
KD-4 椅子 9
KD-5 ダイニングテーブル 20
KD-6 ダイニングチェア 120
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3-2-4　施工計画/調達計画

3-2-4-1　施工方針/調達方針

本計画は本センター拡充施設の建設と機材の調達・据付からなり、本計画による日本国側協力対象事

業は、日本国政府の閣議決定を経て、「ケ」国政府との交換公文(E/N)が締結された後、日本国政府の無

償資金協力のスキームに従って実施される。その後、「ケ」国政府と日本国法人コンサルタントが契約を締

結し、施設・機材の実施設計作業に入る。実施設計図面および入札図書の完成後に、入札によって決定

した日本国法人工事施工業者と機材調達業者により、建設工事および機材の調達･据付が行われること

になる。

なお、コンサルタント、工事施工業者、機材調達業者との各契約は、無償資金協力として有効となるた

めには、日本国政府による認証が必要となる。両国政府の関係機関による管轄のもと、「ケ」国側実施機

関、コンサルタント、工事施工業者、機材調達業者による施工監理体制が組まれる。

(1) 実施機関

本計画実施に当たっての「ケ」国政府の主管官庁は教育省であり、教育省が契約調印者となる。施設

を使用する本センターは、事業実施の窓口として計画実施中の全般的な業務調整を担当する。

(2) コンサルタント

上記交換公文が締結された後、「ケ」国側実施機関は日本国法人コンサルタントと日本国の無償資金

協力の手続きに従い、本計画の実施設計・監理にかかるコンサルタント契約を結び、日本国政府による

契約の認証を受ける。コンサルタントは契約認証後、本センターと協議の上、本基本設計調査報告書に

基づき実施設計図面および入札図書を作成し、「ケ」国政府の承認を得る。

入札･施工段階でコンサルタントは、この実施設計図面および入札図書に基づき入札業務協力及び施

工監理業務を実施する。機材調達・据付についても同様に、機材入札業務協力から据付・試運転・引渡

しに至る監理業務をおこなう。

1) 実施設計

本基本設計調査報告書に基づき、建築計画の詳細を決定し、機材計画の見直しを行い、関連する設

計図、仕様書、入札条件書、および施設建設工事、機材調達・据付に関するそれぞれの契約書案等か

らなる入札図書を作成することを示し、施設建設工事、機材調達・据付に必要な費用の見積も含まれる。

2) 入札業務協力

実施機関が行う工事施工業者および機材調達業者の入札による選定に立会い、それぞれの契約に必

要な事務手続きおよび日本国政府への報告等に関する業務協力を指す。

3) 施工監理業務

工事施工業者および機材調達業者が実施する業務について、契約どおりに実施されているか否かを

確認し、契約内容の適正な履行を確認する業務を指す。さらに、計画実施を促進するため、公正な立場

に立ち、関係者に助言、指導、関係者の調整を行うもので、主たる業務は以下のとおりである。

① 工事施工業者および機材調達業者より提出される施工計画書、施工図、機材仕様書、その他の

図書の照合および承認手続き
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② 納入される建設資機材、機材の品質、性能の出荷前検査および承認

③ 建設設備機器、機材の納入・据付、取扱い説明の確認

④ 工事進捗状況の把握と報告

⑤ 完成施設・機材の引渡しへの立会

コンサルタントは上記業務を遂行するほか、日本国政府関係機関に対し、本計画の進捗状況、支払い

手続き、完了引渡しなどについての報告を行う。

(3) 工事施工業者および機材調達業者

工事施工業者および機材調達業者は一定の資格を有する日本国法人を対象とした一般入札により選

定される。入札は原則として最低価格入札者を落札者として、「ケ」国側実施機関との間で建設および機

材調達契約を締結する。工事施工業者および機材調達業者は、契約に基づき施設の建設および機材の

調達、搬入、据付を行い、「ケ」国側に対し当該機材の操作と維持管理に関する技術指導を行う。また、

機材引渡し後においても、有償で主要機材のスペアパーツ・消耗品の供給および技術指導を受けられる

ようメーカー、代理店との協力を基に、後方支援を行う。

(4) 国際協力機構

独立行政法人国際協力機構は、無償資金協力の制度に従い、適切な本計画の実施の促進に必要な

業務を行う。

(5) 施工計画の策定

施工計画に関する検討は、実施設計期間中に「ケ」国側実施機関とコンサルタントの間で実施する。ま

た、日本国側と「ケ」国側双方の負担工事を明確にし、各々の負担工事の着手時期および方法について、

各工事毎に確認し、双方の負担工事が本基本設計報告書の実施スケジュールに基づいて円滑に遂行さ

れるよう協議を行う。本計画においては、施設建設工事開始以前に「ケ」国側で実施が必要な負担工事

は、サイト内ブロック A 事務棟解体、建物位置樹木伐採、建設エリア整地、建築許可取得であり、工事開

始以前に完了する必要がある。
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図 3-2　施工監理体制

3-2-4-2　施工上/調達上の留意事項

(1) 建設事情

「ケ」国ナイロビでの建設事情は、概ね以下の通りである。

① 「ケ」国の建設業者は、国内市場において十分な技術力がある。

② 多くの建設資材が「ケ」国内で生産されており、輸入資材も現地市場に広く出回っており、容易に

調達できる。

③ 大工、左官工、鉄筋工、仕上工等、技能労務者の作業効率を平均すると、日本職人の 2.5～４倍

の労力が必要となる。

④ 各分野に熟練技能工が育っている。

⑤ 本計画施設の建築許認可は、基本設計段階の計画許可と実施設計完了後の計画通知の 2 種類

であり、計画通知申請には測量図、建築(配置図、平面図、断面図、立面図)、構造図、構造計算

書等の実施設計図のほか環境影響評価が必要であり、書類を道路・公共事業省へ提出し審査を

受ける。教育省が作成する環境影響評価は、事前に国家環境管理庁へ提出し了承を得ることが

義務付けられている。計画通知の審査期間は約 1 ヶ月程度掛かるため、実施設計完了後すぐに

教育省より申請する予定となっている。 (「ケ」国側負担工事)

(2) 施工上の留意点

外務省 在ケニア
日本国大使館

JICA JICAケニア事務
所

交換公文

(E/N)

日本国政府関係機関 ケニア国政府関係機関

教育省(MOE)

アフリカ理数科・技術教育
センター(CEMASTEA)

現場常駐監理者

工事契約

コンサルタント

業務主任
各担当

コンサルタント契約

工事請負業者：　建設工事、機材工事

サブコントラクター

契約
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1) スケジュール管理

ナイロビ市では 3～5 月の大雨季と、10～12 月の小雨季があり、特に 4 月に年間降雨量の 25%に相当

する 260mm程度の雨が降る。予定どおり竣工させるためには、大雨季の短時間に集中して降る雨を効率

的に排水し、工事に遅れが出ないようにする必要があり、「ケ」国側実施機関関係者、コンサルタント、工

事施工業者が定期的に会合を持ち、スケジュール管理を行う必要がある。

2) 安全管理

本計画施設のサイトは本センター内にあり、既存施設の間に建設される。また、研修を実施している中

で建設が行なわれる。そのため、研修受講者、本センター職員への安全管理対策が必要となる。建設エ

リアを仮設フェンスで囲み研修の支障とならないようにするとともに、工事用車輌や労務者の敷地への専

用進入路を設け、研修受講者及び職員への安全を図る。工事に先立ち工事中の安全管理について、

「ケ」国側実施機関関係者、コンサルタント、工事施工業者にて調整を行なう必要がある。

(3) 機材調達上の留意点

新築施設へ機材の納入、据え付けが行なわれるが、機材の中で工事中および据付時に施設建設工

事と取合いが複雑な機材が含まれており、コンサルタント、工事施工業者と綿密な連絡をとり調達、据付

等のスケジュール管理をする必要がある。

取合いの複雑な機材は、以下のとおりである。

・実験台、ドラフトチャンバ、視聴覚機材など

(4) 工事施工業者監督技師

設計図書に合致した施設を工期内に完成させるため、工事施工業者は現地施工会社との共同作業を

円滑に運営し、適切な技術指導と工程管理を遂行する能力が要求される。さらに、本計画施設の性格を

理解した上で、より品質の高い施設を実現するには、現地事情に通じた施工監督技師の常駐が必要で

ある。

本計画施設の施設内容と規模から、必要とされる日本人の常駐監督技術者の種別と人数は、次の通り

である。

・所長 ：1 名 管理全般

・建築技術者 ：1 名 建築指導、工程管理、品質管理、施工図作成指導

・設備･電気担当 ：1 名 工程管理、品質管理、機器の据付･試運転、技術指導

・事務担当 ：1 名 事務・労務管理、輸入手続き

(5) 機材調達工事

① 機材の据付、試運転、員数検査、取扱い説明・技術指導を担当する。

② 引渡し時に、主要機材の故障が発生しやすい個所をリストアップし、「ケ」国側へ提出する。
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3-2-4-3　施工区分/調達・据付区分

本計画の事業実施は、日本国と「ケ」国との相互協力により実施される。本計画が日本国政府の無償

資金協力により実施される場合には、両国政府の工事負担範囲は、以下のとおりとするのが妥当である。

(1) 日本国政府の負担事業

本計画のコンサルティングおよび施設建設、機材調達・据付に関する以下の業務を負担し実施する。

1) コンサルタント業務

① 本計画対象施設、機材の実施設計図書および入札条件書の作成

② 工事施工業者、機材調達・据付け業者の選定および契約に関する業務協力

③ 施設建設工事および機材納入・据付け・操作指導・保守管理指導に対する監理業務

2) 施設建設および機材調達・据付け

① 本計画協力対象施設の建設

② 本計画協力対象施設の建設資機材、機材の調達および対象施設までの輸送と搬入

③ 本計画協力対象機材の据付け指導および試運転と調整

④ 本計画協力対象機材の運転、保守管理方法の説明と指導

(2) ケニア国政府の負担工事

「ケ」国政府は、サイト内の既存事務棟解体、建物位置樹木伐採、建設エリア整地、サイト内植栽工事、

建築許可取得、インフラ接続工事、日本国側協力対象外の家具・備品の調達および免税措置等に関す

る以下の業務を負担し、実施する。

1) サイト内の既存事務棟解体、建物位置樹木伐採、建設エリア整地

建設工事着手前迄にブロック A 事務棟を解体し、建物配置位置にある樹木を伐採し、建設エリアを整

地する。

2) サイト内の植栽工事

サイト内の全ての植栽工事を行う。

3) 建築許可取得

4) インフラ接続工事

① 電力引込み

② 電話引込み

③ 市水引込み

5) 日本国側協力対象事業外の一般家具・備品の調達(既存家具・備品の移設を含む)

6) 認証された契約により行われる物品の購入、業務の提供に関して、「ケ」国が課する VAT を含む税、

国内税ならびに種々の財務上の負担からの日本人就業者に対する免除

7) 認証された契約により、日本国または他の外国から輸入される資機材の迅速な通関および輸入税の

免税措置、内陸輸送手続きに対する便宜の供与

8) 本計画実施に関連して業務遂行のために「ケ」国へ入国し、滞在する日本人に対し、入国および滞在

に必要な便宜の供与

9) 本計画の実施に必要とされる各種許認可などについての発給
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10) 日本国側負担以外の全ての必要経費の負担

11) 無償資金協力で建設された施設と調達機材の適正・効果的な活用と維持管理

3-2-4-4　施工監理計画/調達管理計画

(1) 施工監理方針

日本国政府が実施する無償資金協力の方針に基づき、コンサルタントは基本設計の主旨を踏まえ、実

施設計業務を含む一貫したプロジェクトチームを編成し、円滑な業務の実施を行う。本計画の施工監理

に対する方針は、以下のとおりである。

① 両国関係機関の担当者と密接な連絡を取り、遅滞なく施設建設および機材整備が完了することを

目指す。

② 工事施工業者、機材調達業者とその関係者に対し、公正な立場にたって迅速かつ適切な指導・

助言を行う。

③ 施設および機材据付け、引渡後の運用・管理について適切な指導・助言を行い、建設工事およ

び機材据付け工事が完了し、契約条件が満たされたことを確認した上、施設、機材の引渡しに立

会い、「ケ」国側の受領承認を得て、業務を完了させる。

(2) 施工監理計画

本計画は工事項目が多岐にわたることから、常駐監理者(建築担当)1 名を置き、工事の進捗状況に合

わせ、下記の技術者を適時派遣する。

・ 業務主任：全体調整、工程・品質管理指導

・ 建築担当：設計意図、施工図、材料仕様の確認

・ 構造担当：地耐力確認

・ 機械設備担当：各種配管設備、給排水設備、空調換気設備等の中間・竣工検査

・ 電気設備担当：配管配線設備、受変電設備等の中間・竣工検査

・ 機材担当：機材据付け指導、設備工事との調整、員数検査立会い、取扱い説明確認等

3-2-4-5　品質管理計画

建設予定地のナイロビは、3～5 月の大雨季と 10～12 月の小雨季があり、雨量の多い 3～5 月の大雨

季の建設工事にあたっては、十分な品質管理が求められる。現地の過去の気象データによると、赤道直

下にもかかわらず標高 1,700m にあるため、各月の平均気温は 高が 2～3 月の 26.6 度、 低が 7 月の

10 度と年間を通じて温度差が少なく、コンクリートの温度管理は比較的容易と予想される。

サイトから 50～60 分以内にはバッチャープラントがなく、コンクリートは現場練とし、現場にて骨材の塩

分検査や配合等コンクリートの品質管理を行なう。

土工事が雨季に行われる場合には、土留め、水替え等を含む施工計画書を準備し、品質管理を行う。

主要工種の品質管理計画は、以下のとおりである。
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表 3-48　品質管理計画

工　事 工　種 管理項目 方　法 備　考

躯体工事 基礎工事

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

鉄筋工事

鉄骨工事

地耐力

ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度

鉄筋

配筋

鉄骨材

製品

地耐力試験、支持層確認

試験練、水質試験・骨材試験

ｽﾗﾝﾌﾟ･空気量･温度・塩化物量

圧縮強度試験

引張試験､ミルシート確認

配筋検査(寸法、位置)
ミルシート確認、引張試験

工場加工製品の検査成績書確認

組立て確認(位置、ボルト締付)

現地公的機関

にて圧縮試験

を行う。

仕上げ工事 屋根工事

外装タイル工事

左官工事

建具工事

塗装工事

内装工事全般

出来映え･漏水

出来映え

出来映え

製品

取付精度

出来映え

製品･出来映え

散水検査

外観目視検査

外観目視検査

工場製品の検査成績書確認

外観･寸法検査

外観目視検査

外観目視検査

電気工事 受変電設備工事

配管工事

電線、ｹｰﾌﾞﾙ工事

避雷設備工事

照明工事

性能･動作･据付状況

屈曲状況、支持間隔

シースの損傷

接続ヶ所の緩み

抵抗値、導体支持

性能･動作･取付状況

工場製品の検査成績書確認

耐圧･メガー･動作ﾃｽﾄ･外観

外観･寸法検査

成績書確認、敷設前清掃

ボルト増締後マーキング

抵抗測定･外観･寸法検査

成績書確認･照度テスト･外観

機械設備

工事

給水配管工事

排水配管工事

ポンプ据付け工事

受水槽、高架水槽

衛生陶器取付工事

厨房設備

空調設備工事

換気設備

支持間隔、水漏れ

勾配･支持間隔･漏れ

性能･動作･据付状況

漏水

動作･取付状況･漏れ

動作･取付状況･漏れ

動作･取付状況･漏れ

動作･取付状況

外観、漏水、水圧テスト

外観、漏水、通水テスト

成績書確認、流量テスト

水張りテスト

外観、通水テスト

外観、通水テスト、差動テスト

外観、室温測定

外観、風量測定

3-2-4-6　資機材等調達計画

(1) 建設資材

1) 調達方針

ほとんどの建設資材は現地調達が可能であり、現地調達を基本とする。施設完成後の維持管理の点

で有利であるため、現地調達可能な資材を積極的に活用する。

現地調達が困難なものおよび本計画の機能を確保するうえで必要な資材は、日本国、又は第三国か

らの調達とする。
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2) 調達計画

① 建築躯体工事

躯体工事用の鉄筋、コンクリート材料、スチール型枠などの資材が、輸入品も含め現地で調達可能

である。また間仕切り壁用のコンクリートブロック及びレンガなども現地製品が使用可能である。

② 建築内外装工事

アルミサッシ、木材、タイル、セメント瓦、塗装、ガラス等の各種内外装資材も同様に調達可能であ

る。

③ 空調・衛生工事

空調機器、排気ファン、ポンプ類、各種器具類、衛生陶器類及び、屋内消火栓ボックス等の注文生

産品も同様に調達可能であるが、現地市場では種類が限られかつ高価なため日本からの輸入も検

討する。

④ 電気工事

照明器具、盤類、電線、配管材、電話設備、火災報知設備、発電機等も同様に調達可能であるが、

現地市場では種類が限られかつ高価なため日本・第三国からの輸入も検討する。

表 3-49　主要建設資材調達計画表

建築工事

現地事情 調達計画
建設資材

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ◎ ○

砂･砂利 ◎ ○

鉄筋 ◎ 南ｱ,ASEAN,欧州 ○

鉄骨 ◎ 南ｱ,ASEAN,欧州 ○

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ﾚﾝｶﾞﾀｲﾙ ◎ ○

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 △ ○

木材 ◎ ASEAN ○

ｱﾙﾐ製建具 △ ASEAN ○

鋼製建具、ｼｬｯﾀ- △ ASEAN ○

木製建具 ◎ ASEAN ○

ﾄﾞｱﾊﾝﾄﾞﾙ、ﾛｯｸｾｯﾄ ◎ ASEAN,欧州 ○

普通ｶﾞﾗｽ、鏡 ◎ ASEAN,欧州 ○

塗料 ◎ ○

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ、ｾﾒﾝﾄﾎﾞｰﾄﾞ ◎ ASEAN,日本 ○

岩綿吸音板(T ﾊﾞｰ) ◎ ASEAN,日本 ○

PVC ﾀｲﾙ ◎ ASEAN,欧州 ○

ｾﾗﾐｯｸﾀｲﾙ ◎ ASEAN,欧州 ○

（注） ◎　ケニア国の市場で入手が容易 ×　ケニア国の市場で入手困難

△　ケニア国の市場で入手可能だが種類･量が限られる ○　調達先
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空調・衛生・電気設備工事

現地事情 調達計画
工事種別 建設資材

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本

空調機 △ 日本/欧州 ○空調設備

換気機器 △ 日本/欧州 ○

衛生陶器 ◎ ASEAN,欧州 ○ ○

消火器 ◎ 日本/欧州 ○

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ △ 日本/欧州 ○

高置水槽 ◎ 日本/欧州 ○

給排水･衛生設備

厨房機器 △ ASEAN,欧州 ○ ○

照明器具 ◎ ASEAN,欧州 ○ ○ ○

盤類(操作回路) △ ASEAN,欧州 ○

電線･ｹｰﾌﾞﾙ類 ◎ ASEAN,欧州 ○ ○

電線管 (PVC) ◎ ASEAN,欧州 ○ ○

電話設備 △ ASEAN,欧州 ○ ○

火災報知設備 ◎ ASEAN,欧州 ○ ○ ○

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 △ ASEAN,欧州 ○

電気設備

避雷設備 ◎ ASEAN,欧州 ○

（注） ◎　ケニア国の市場で入手が容易 ×　ケニア国の市場で入手困難

△　ケニア国の市場で入手可能だが種類･量が限られる　 ○　調達先

(2) 機材

1） 調達方針

機材調達は現地品、第三国品、日本製品と比較検討し、価格的に も有利な製品を選択する。採用

にあたっては、「ケ」国における修理、アフターサービス体制（部品・消耗品を含む）を考慮する。

2） 調達計画

① 現地調達

コンピュータ関連機器についてはメンテナンス及びアフターサービスを考慮して、現地調達とする。

家具については、コストの合理化を図るため現地調達を検討する。

② 日本調達

実験機材については「ケ」国ではほとんど生産されていないため、海外製品で計画することとなる。

日本製品、第三国製品を比較し精査した上で、価格的に有利と認められたものについては日本調

達とする。また実験台については「ケ」国内でも製造されているが、耐熱性、耐薬品性が保証できる

ものは実験台天板を海外から輸入し現地で組立て製造を行っているものである。このため海外から

天板を輸入し現地製造している実験台と日本製品とを比較し、価格的に有利と認められた場合、日

本調達を検討する。

③ 第三国調達

日本製品、第三国製品を比較し精査した上で、同等仕様かつ価格的に有利と認められたものにつ

いては第三国調達とする。
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(3) 輸送計画

日本国からの資機材の輸送については、建設資材は量が少ないため木枠梱包またはコンテナ積み、

機材はコンテナ積み海上輸送を原則とする。「ケ」国の主要船荷受け港は、モンバサ港である。日本国か

らはモンバサ港へ頻繁に混載定期便がある。モンバサ港の保税倉庫で通関検査を受ける。通関検査後、

工事施工業者及び機材業者によりトレーラーにてサイトまで運ばれる。モンバサ港からナイロビにあるサイ

トまでの道路は整備されており、輸送に支障はない。

海路 陸路

日本国　→　「ケ」国モンバサ港　→　サイト

日本国からの資機材の調達は、船出しから現地到着まで通関業務を含め 1 ヶ月半程度見込む必

要がある。

第三国製品についてもコンテナ積み輸送を原則とし、モンバサ港に荷揚げする。

3-2-4-7　実施工程

本計画が日本国政府の無償資金協力によって実施される場合、本計画の着工までの実施工程は以

下の手順となる。

① 両国政府間で交換公文(E/N)が締結される。

② JICA により日本国法人コンサルタントが推薦される。

③ 教育省と推薦を受けたコンサルタントとの間で実施設計・監理契約が結ばれる。

④ 実施設計図書の作成、日本国での入札業務、工事業者との契約を経て建設工事に至る。

E/N 締結後の「ケ」国側の実施機関は教育省となる。

(1) 実施設計

基本設計をもとに実施設計図書と入札図書を作成する。その内容は、実施設計図面、仕様書、計算書、

予算書、入札要項などで構成される。コンサルタントは実施設計の初期、 終の各段階に「ケ」国政府側

の関係機関と綿密な打ち合わせを行い、 終成果品を提出し、その承認を得て実施設計業務が完了す

る。

(2) 入札・施工段階

実施設計完了後、日本において工事入札への参加資格審査(P/Q)を公示する。審査結果に基づき、

実施機関である教育省が入札参加を希望する施工会社、機材調達会社を招聘し、関係者立ち会いの下

に入札を行う。 低価格を提示した入札者が、その入札内容が適正であると判断された場合、落札者と

なり教育省と工事契約を結ぶ。

(3) 建設工事、機材調達

工事契約書に署名後、日本国政府の認証を得て、工事施工業者、機材調達・据付け業者は施設建設
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工事及び機材工事に着手する。本計画の施設規模と現地建設労務事情より、建設工事及び機材調達・

据付は、約 12 ヶ月と判断される。これには順調な資機材の調達と、「ケ」国側関係機関の迅速な諸手続き

や審査、円滑な「ケ」国側負担工事の実施が前提となる。

表 3-50　業務実施工程表

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

実施設計

施工・調達

(据付・調整)

(現地調査)

(国内作業)

(現地確認)

(入札業務)
(計6ヶ月)

(工事準備)

(基礎工事)

(躯体工事)

(設備工事)

(外構工事)

(屋根工事)

(製造・調達)

(輸送)

(計 12ヶ月)

(内外装工事)

(機材調達)
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3-3　相手国側分担事業の概要

本計画を日本国政府の無償資金協力により実施する上で、「ケ」国政府が負担すべき項目は以下のと

おりである。

(1) 建設工事関連

① サイト内の既存事務棟解体、建物位置樹木伐採、建設エリア整地

② サイト内の植栽工事

③ 建築許可取得

④ 電力の引込み接続、電話の引込み接続、及び市水引込み接続

(2) 維持管理関連

① 一般事務家具および什器備品の調達(既存家具・什器備品の移設を含む)

② 施設・機材の維持管理に必要となる消耗品・交換部品などの手当

③ 無償資金協力で建設された施設と調達機材の適正・効果的な活用と維持管理

(3) 手続き関連

① 銀行取極の手続き、および契約金額支払手数料の支払い

② 支払授権書、修正授権書の発行および発行手数料の支払い

③ 建築確認申請の手続き、および諸手数料の支払い

④ 無償資金協力範囲で調達される輸入資機材の免税・通関手続き、及び内陸輸送の迅速な措

置

⑤ 本計画に携わる日本国法人および日本人に対し、「ケ」国内で課せられる関税、国内税その他

の税制課徴金の免除

⑥ 前項の日本人に対し、本計画の業務遂行のため「ケ」国への入国および滞在に必要な便宜供

与

⑦ 本計画の実施に必要とされる各種許認可などについての発給

⑧ 無償資金協力に含まれず、本計画の遂行に必要となるその他全ての費用負担
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3-4　プロジェクトの運営・維持管理計画

3-4-1　運営維持管理体制

本センターには施設・機材の維持管理担当職員はおらず維持管理は外部業者に委託しており、維持

管理要員は施設完成後の人員配置計画にも予定されていない。施設・機材の維持管理は、既存施設と

同じ方法である外部業者に委託して行う。

このため、本計画施設の機械・電気設備は、既存施設と同様、現地で入手可能な簡便な機器、システ

ムをもとに計画した。

機材も同様に、専門的な維持管理が必要な機材は現地代理店により維持管理が可能となる仕様及び

調達先としており、維持管理に支障の起きない計画とした。

3-4-2　維持管理計画

(1) 施設

建物の維持管理においては、①日常の清掃の実施、②磨耗・破損・老朽化に対する修繕の 2 点が中

心となる。

日常の清掃の励行は、施設利用者の態度に好影響を与え、施設・機材の取り扱いも丁寧になる。更に、

機材の性能を維持するためにも重要である。又、破損・故障の早期発見と初期修繕につながり、設備機

器の寿命を延ばす事にもなる。

修繕については、構造体を守る内外装仕上げ材の補修・改修が主体となる。又、施設の機能維持のた

めの改修は、日本国の例では 10 年単位と予想される。

建物の寿命を左右する定期点検と補修についての細目は、施工業者より施設引き渡し時に｢メンテナ

ンス・マニュアル｣として提出され、点検方法や定期的な清掃方法の説明が行われる。

その概要は、一般的に以下のとおりである。

表 3-51　施設定期点検の概要

各部の点検内容 点検回数

(外部)

・ 外壁の補修・塗り替え

・ 屋根の点検、補修

・ 樋・ドレイン廻りの定期的清掃

・ 外部建具廻りのシール点検・補修

・ 側溝・マンホール等の定期的点検と清掃

補修 1 回/5 年、塗り替え 1 回/3 年

点検 1 回/3 年、補修 1 回/10 年

1 回/月

1 回/年

1 回/年

(内部)

・ 内装の変更

・ 間仕切り壁の補修・塗り替え

・ 天井材の貼り替え

・ 建具の締まり具合調整

・ 建具金物の取替え

随時

随時

随時

1 回/年

随時
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(2) 建築設備

建築設備については、故障の修理や部品交換などの補修に至る前に、日常の｢予防的メンテナンス｣

が重要である。設備機器の寿命は、運転開始時間の長さに加えて、正常操作と日常的な点検・給油・調

整・清掃・補修などにより、確実に伸びるものである。これらの日常点検により故障や事故の発生を未然に

予防し、又事故の拡大を防ぐ事ができる。

発電機、ポンプなどの機器は定期的な保守点検が必要であるが本センターにはメンテナンス要員がい

ないため、外部業者に委託して年 1 回程度の定期点検を行うことにより、維持管理体制をつくることが肝

要である。主要設備機器の一般的耐用年数は以下のとおりである。

表 3-52　設備機器の耐用年数

設備機器の種別 耐用年数

電気関係

・　配電盤

・　蛍光灯(ランプ)

・ 白熱灯(ランプ)

・ 発電機

20 年～30 年

5,000 時間～10,000 時間

1,000 時間～1,500 時間

30 年

給排水設備

・　ポンプ類、配管･バルブ類

・　タンク類

・　衛生陶器

15 年

20 年

25 年～30 年

空調設備

・　配管類

・　排気ファン類

・　空調機

15 年

20 年

10 年

(3) 機材

機材の有効利用のために機材の定期点検・メンテナンス、使用後の洗浄及びクリーニングが重要であ

る。また、目的外使用を避けマニュアルに従った操作が重要である。

また日本あるいは第三国から調達される機材に本センターがスペアパーツ、消耗品の購入、故障時の

対応等のアフターセールスサービスを受けられるよう、機材調達に係る入札参加の条件として応札者はケ

ニア国内に代理店があること等の条件を設定する。

3-4-3　更新時期と費用

日常の維持管理により施設の機器や塗装等および機材は、長期にわたりその機能を維持することがで

きる。しかし、それぞれの資機材には耐用年数があり、耐用年数に達すると機能の低下が著しくなり、更

新が必要となる。

本センターの主要資機材の更新時期と現時点での更新費用は以下のとおりとなり、更新時期に合わせ

た予算の確保が必要である。更新費用の算出は、以下の条件で行った。

・耐用年数が 20 年以内のものを更新対象とした。

・使用方法が適正でないことが原因で故障したケースは除外する。

・更新費用は現時点の価格であり値上り等は見込んでいない。
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・換算レート：1US$=113.53 円、1Ksh=1.51 円

(1) 施設

表 3-53　主要資機材の更新時期

施設：建築工事

区分 工事別 耐用年数 更新時期 面積(㎡) 更新費用(Ksh/回)
外部　屋根 セメントタイル 20～30年 － － －

アスファルト防水 10～15年 15年 125 163,000
金属折板 10年 10年 250 225,000

外壁 レンガタイル 30年 － － －

外部 鉄部塗装 3年 3年塗替え 1,960 611,500
壁面ｴﾏﾙｼﾞｮﾝ塗装 5年 5年塗替え 1,435 430,000
ボード塗装 5年 5年塗替え 1,545 433,000
アルミ製建具 40年 － － －

内部　　床 セラミックタイル 30年 － － －

パーケットフロア 15年 15年 310 1,355,000
PVCタイル 20年 － － －

壁 モルタル塗り＋EP塗装 5年 5年塗替え 8,800 7,357,000
タイル貼 30年 － － －

天井 岩綿吸音版 20年 － － －

化粧石膏ボードEP塗装 5年 5年塗替え 1,114 1,114,000
珪酸カルシウム版VP塗装 5年 5年塗替え 1,225 1,286,000

その他 木製建具塗装 5年 5年塗替え 1,675 569,500
鉄製建具塗装 5年 5年塗替え 100 30,000
鉄部塗装 5年 5年塗替え 400 128,000
木製建具(フラッシュ戸) 20年 － － －

施設：機械・電気設備工事

区分 工事別 耐用年数 更新時期 個数 更新費用(ksh)
空調設備 空冷パッケージエアコン 10年 10年更新 2 1,180,817

排気ファン 20年 － － －

衛生設備 揚水ポンプ 15年 15年更新 2 411,496
消火ポンプ 27年 － － －

高置水槽 20年 － － －

屋内消火栓 20年 － － －

衛生陶器 25～30年 － － －

水栓類 20年 － － －

ガス調理台 8年 8年更新 3 413,204
電気設備 盤類 30年 － － －

照明器具 30年 － － －

電話交換システム 15～20年 15～20年 1 1,799,354
火災報知設備 20年 － － －

スイッチ・コンセント 20年 － － －

発電機 30年 － － －

(2) 機材

機材の部品の調達は、メーカーに対し納入後 5 年間を義務付けており、この間の修理は可能である。

但し、保障期間を超える部品の調達は機材のモデルチェンジあるいは、生産停止より調達が困難となる

場合もある。また機材の更新時期は各機材のメーカー対応によって異なるため、更新時期を特定すること

は困難である。
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3-5　プロジェクトの概算事業費

3-5-1　プロジェクトの概算事業費

本計画は日本国政府の無償資金協力により実施する場合、必要となる事業費総額は、約 11.72 億円

(日本国側負担分約 11.61 億円、「ケ」国側負担分約 0.11 億円)となり、先に述べた日本国と「ケ」国との負

担区分に基づく双方の経費内訳は、下記に示す積算条件によれば、次のとおりと見積もられる。

なお、下記の概算事業費は交換公文上の供与限度額を示すものではない。

(1) 日本国側負担経費

概算総事業費 約　1,161 百万円

管理施設、研修施設、宿泊・食堂施設など(建築延べ床面積：約 5,740 ㎡)

費目 概算事業費(百万円)

施設
管理棟、研修棟、宿泊棟・

食堂、外構工事
929

機材
実験室機材、教室機材、レ

クチャーホール機材
125

1,054

実施設計・施工監理・技術指導 107

(2) ケニア国負担経費

1) 建設工事関連費用

① サイト内の事務棟解体、建物位置樹木伐採、建設エリア整地： 1,719,200 Ksh

② サイト内の植栽工事： 　 　　　　　　264,000 Ksh

③ 建築許可取得費： 　 　95,920 Ksh

2) インフラ接続工事

① 電力引込：  　　　　　2,715,000 Ksh

② 電話引込：  　 　28,470 Ksh

③ 市水引込  200,000 ksh

3) 契約金額支払手数料(契約金額の 0.1%)： 　　　　　　768,900 Ksh

4) 銀行取引における支払授権書および修正支払授権書発行手数料：

　39,800 Ksh

5) 一般家具・備品の調達(既存家具・備品の移設を前提としており不足分を示す。)

　 　　　　　1,591,490 Ksh

1)－5)　計 　　　　7,422,780 Ksh (約 11,200,000 円)

(3) 積算条件
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1) 積算時点 平成 17 年 12 月

2) 為替レート 1 US＄ =　75.15 Ksh =　113.53 円

3) 施工期間 実施設計、工事の期間は業務実施工程表に示したとおりである。

4) その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるものと

する。

3-5-2　運営・維持管理費

本センターが完成し本格的に稼動した場合の運営維持管理費を、3-1-2 項で述べた施設全体の年間

稼働率が 81%、宿泊施設の稼働率が 73%のケースにて試算した。

本センターの運営維持管理費は、1.旅費・日当、2.研修受講者食費、3.施設・機材運転経費((1)電力

料金、(2)発電機燃料代、(3)電話料金、(4)LPG ガス料金、(5)水道料金、(6)機材消耗品購入費)と施設・

機材維持管理費((1)施設維持費、(2)設備維持費)などに分け試算した。

表 3-54　運営維持管理費の試算結果

物価、人件費等の上昇は見込まず。

換算レート： 1US$ = 75.15 Ksh = 113.53 円　　1ksh = 1.51 円

上記試算結果より、本計画施設完成後の運営維持管理費は年間約 30,500,000Ksh、利用を継続する

既存施設の運営管理費(施設・機材運転経費・備品費・施設・機材修繕費、雑費)が年間約 4,625,000Ksh

掛かり、本センター全体では合計年間約 35,125,000Ksh(約 53,000,000 円)が必要となるが、本計画施設

完成時の教育省からの予算交付は約 45,000,000Ksh であり、運営維持管理費の確保についての問題は

ないと考えられる。

ksh
運営維持管理費

1 旅費・日当 2,265,428
2 研修受講者食費 18,641,061
3 施設・機材運転経費 7,116,441

(1) 電力料金 1,949,241
(2) 発電機燃料代 389,940
(3) 電話料金 470,000
(4) LPGガス料金 3,294,260
(5) 水道料金 700,000

(1)～(5)計 6,803,441
(6) 機材消耗品購入費 313,000

4 施設・機材維持管理費 640,000
(1) 施設維持費 308,000
(2) 設備維持費 332,000

5 備品費 50,436
6 雑費 1,754,699

30,468,065

項目

合計
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試算の内訳

1. 旅費・日当

2005年度の旅費・日当は、1,544,610Kshである。ケニア国内の地方研修センターなどへの旅費であり、

2005 年度のアカデミックスタッフ 60 人であり、施設拡充後は 88 人となり、その旅費・日当は以下と予測さ

れる。

1,544,610Ksh÷60 人×88 人＝2,265,428Ksh

2. 研修受講者食費

2005 年度の研修受講者は 22,715 人日、同食費は計 7,935,228Ksh である。施設拡充後の研修受講者

は 53,361 人日と計画され、食事の内容が変わらないという前提でその費用は以下と予測される。

7,935,228Ksh÷22,715 人日×53,361 人日＝18,641,061Ksh

3. 施設・機材運転経費

(1)から(5)：電力・発電機燃料・電話・LPG ガス・水道

(1) 電力料金

年間計 1,949,241Ksh(詳細別紙参照)

(2) 発電機燃料代

2005 年度のオイル代は 129,980Ksh である。

オイル単価 64.99Ksh/ﾘｯﾄﾙ×500 ﾘｯﾄﾙ×4 回給油/年 = 129,980Ksh　－　①

新オイルタンク容量 1,000 ﾘｯﾄﾙ×64.99Ksh/ﾘｯﾄﾙ×4 回給油/年 = 259,960Ksh　－　②

①＋②　計 389,940Ksh

(3) 電話料金

2005 年度の電話代は、312,000Ksh である。2005 年度のアカデミックスタッフは 60 人であり、施設拡充

後は 88 人となり、その電話代は以下と予測される。

基本料金 500Ksh×5 回線×12 ヶ月＝30,000Ksh－　①

通話料 300,000Ksh÷60 人×88 人＝440,000Ksh－　②

①＋②　計 470,000Ksh

(4) LPG ガス料金

2005 年度の LPG ガス料金は、1,402,320Ksh である。LPG ガスは厨房用であり、施設拡充後の研修受

講者は 53,361 人日と計画され、食事の内容が変わらないという前提でその費用は以下と予測される。

1,402,320Ksh÷22,715 人日×53,361 人日＝3,294,260Ksh

(5) 水道料金

年間計 700,000Ksh
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(6) 機材消耗品購入費

本プロジェクトで計画された機材において、新たに維持管理費用として見込まれる主要機材の消耗品

等の購入費は以下に示す通りであるが、本センターの予算から賄うことが可能である。

表 3-55　主な機材の消耗品数量及びコスト推計

機材名 数 消耗品 ユニット 単価(円) 年必要数 合計(円)
記録タイマー 5 記録テープ 56m/5セット 5,500 10 55,000
力学滑走台 5 インク ﾎﾞﾄﾙ 1,000 20 20,000
ﾄﾘﾁｪﾘｰ実験装置 5 ラバーチューブ 10ｾｯﾄ 3,000 10 30,000
ブラウン運動観察器 5 バルブ 10ｾｯﾄ 3,000 10 30,000
光源装置 1 交換ランプ 個 3,000 5 15,000
光の屈折反射実験装置 5 交換ランプ 個 3,000 15 45,000
クーロンの法則実験機 5 交換ランプ 個 3,000 15 45,000
デジタル顕微鏡 2 交換ランプ 個 3,000 4 12,000
廃液処理装置 1 フィルター 10枚/ｾｯﾄ 7,000 10 70,000
双眼顕微鏡 25 交換ランプ 個 3,000 50 150,000
合計 472,000

(約 313,000Ksh)

4. 施設維持管理費

(1) 施設維持費

建物修繕費は経年により大きく変化するが、大規模修繕等の必要が生じない期間は概ね竣工後 30 年

間である。過去の同規模類似施設の実例より年平均修繕費は、直接工事費の約 0.07%である。

建築工事直接工事費  665,000,000 円 × 0.07% = 465,500 円/年(約 308,000Ksh)

(2) 設備維持費

設備補修費は竣工後 5 年間程度では少ないが、それ以降は部品交換や経年劣化による機器交換が

必要となる。10 年スパンでみた年平均補修費を､設備工事費の 0.2%程度と推定する。

設備工事直接工事費  251,000,000 円 × 0.2% = 502,000 円/年(約 332,000Ksh)

5. 備品費

2005 年度の研修受講者は 22,715 人日、同備品費は計 21,470Ksh である。施設拡充後の研修受講者

は 53,361 人日と計画され、同費用は以下と予測される。

21,470Ksh÷22,715 人日×53,361 人日＝50,436Ksh

6. 雑費

2005年度の研修受講者は 22,715人日、同雑費は計 746,950Kshである。施設拡充後の研修受講者は

53,361 人日と計画され、同費用は以下と予測される。

746,950Ksh÷22,715 人日×53,361 人日＝1,754,699Ksh
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3-6　協力対象事業実施に当たっての留意事項

(1) 教育省のコーディネーション能力

「ケ」国側主管官庁は教育省であり事務次官が統括しているが、同次官不在の場合に代行する高等教

育局長などに本件に対する責任感・主体性が感じられなかったケースもあり、本プロジェクトの契約、建設

などの円滑な実施に向けて「ケ」国側の主体的な取り組みを訴えていく必要がある。

(2) 既存事務棟解体許可の取得

既存事務棟解体は、教育省内に調査委員会を組織のうえ解体要望としてまとめ、「ケ」国財務省へ解

体を申請し、許可を取得することが義務付けられている。工事着手予定の 2007年 1月までに解体が完了

するよう、その進捗状況を確認していく必要がある。

(3) 環境影響評価と建築許可取得

本計画施設の建設に着工するには、道路・公共事業省より建築許可を取得する必要があるが、同許可

申請には、割り当て地証明、測量図とともに、環境影響評価も必要である。建築許可は計画許可と計画

通知の 2 段階となっているが、基本設計完了時に計画許可承認、実施設計完了時に計画通知取得が必

要となる。計画通知の審査には約1ヶ月程度を要するため、教育省が実施設計図書を承認した後の2006

年 10 月頃に教育省から申請する必要がある。工事着手予定前の 2006 年 12 月末までに許可が得られる

よう、その進捗状況を確認していく必要がある。また、計画通知の申請には環境影響評価の提出が義務

付けられており、その作成及び国家環境管理庁への申請は教育省が行なうが、その進捗状況を確認して

いく必要がある。

(4) インフラ接続工事

「ケ」国側は、電力、電話、市水のインフラ接続工事を、電気設備及び電話関連機器が取り付く 2007 年

11 月中旬までに完了させる必要があり、その進捗状況を確認する必要がある。



第４章　　プロジェクトの妥当性の検証



116

第 4 章　プロジェクトの妥当性の検証

4-1　プロジェクトの効果

現状と問題点
本計画での対策

(協力対象事業) 計画の効果・改善程度

「ケ」国政府は「2020年までに経済基

盤を工業に移行する」という国家目標

を実現するうえで、中等教育における

理数科教育の強化が必要となってい

る。このため 1998 年 7 月から我が国に

よる技術協力プロジェクト「中等理数科

教育強化計画」により、中等学校の理

数科教員の再訓練が行なわれた。

この成果を受けて、2003 年 7 月から

「同計画フェーズ 2」を開始するにあた

り、この再訓練を全国展開するうえで必

要な研修指導員の研修等と、アフリカ

域 内 連 帯 ネ ッ ト ワ ー ク 強 化 事 業

(SMASSE-WECSA)によるアフリカ広域

研修を行なう研修拠点として、アフリカ

理数科・技術教育センター(以下「本セ

ンター」という)が設立された。

その後、「ケ」国内及び SMASSE-
WECSA 加盟国での研修ニーズが増

加してきているが、本センターは、旧職

業訓練施設を活用しているため、収容

人数は 92 人と少なく、また研修を行な

う上で必要な講堂等も不足しており、

研修ニーズの拡大に対応できない状

況にある。

このため、本センターを 200 人規模

の研修が可能な研修専用施設に拡充

することが必要となっている。

本センターの研修可

能な施設規模を、現在

の 92 人規模から 200
人規模に拡充し、関連

機材を整備のうえ、

「ケ」国及び SMASSE-
WECSA 加盟国の中

等理数科教育のリソー

スセンターとして整備

する。

具体的には、本セン

ターの管理施設、研修

施設、宿泊・食堂など

の拡充施設の建設、

及び機材の調達であ

る。

本センターが建設されることによ

り、以下の効果が期待される。

①1 回当りの研修受講者受入数が

92 人から 200 人に増加する。

②年間研修受講者数が、2005 年の

1,476人から 2008年には 5,423人に

増加する。

③開催する年間研修コース数が、

2005年の 7コースが 2008年には 10
コースに増加する。

研修受講者が「ケ」国内及びアフ

リカ域内で研修内容を普及すること

により、理数科授業の改善に寄与

することとなる。

「ケ」国内及びアフリカ域内での

中等学校生徒の理数科の理解が進

むことが期待できる。

上記の直接効果の詳細は、表 4-1、2 に示すとおりである。
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表 4-1　年間研修受講者数の増加

年度 2005 年(実績) 2008 年(計画)
研修コース 研修計画 受講者数 研修計画 受講者数

1. ケニア国内研修 (人)　 (週間) (回/年) 1,381 人 (人)　(週間)　(回/年) 5,273 人

　(1)研修指導員研修(INSET) 90  x  2  x  12 1,017 人 200  x  2  x  8 1,600 人

　(2)校長研修 90  x  1  x  3 204 人 200  x  1  x  6 1,200 人

　(3)地方教育長研修 72  x  1  x  1 47 人 72  x  1  x  1 72 人

　(4)地方副教育長研修 － － 72  x  1  x  1 72 人

　(5)視学官研修 90  x  1  x  1 60 人 200  x  1  x  3 600 人

　(6)関係者ワークショップ 600  x  1  x  1 実施せず 200  x  1  x  3 600 人

　(7)中等教員養成学校教員研修 90  x  1  x  1 53 人 93  x  1  x  1 93 人

　(8)初等教員養成学校教員研修 － － 200  x  1  x  3 480 人

　(9)技術教育学校教員研修 － － 200  x  1  x  3 556 人

2. SMASSE-WECSA 広域研修 92  x  5  x  1 95 人 150  x  5  x  1 150 人

合計 1,476 人 5,423 人

表 4-2　年間研修コース数の増加

研修コース 2005 年 2008 年

ケニア国内研修 6 研修コース(中央 INSET、校長、地方教

育長、視学官、関係者、中等教員養成学

校教員)

9 研修コース(中央 INSET、校長、地方教育

長、地方副教育長、視学官、関係者、中等教

員養成学校教員、初等教員養成学校教員、

技術教育学校教員)
アフリカ広域研修 1 研修コース(広域研修) 1 研修コース(広域研修)

4-2　課題・提言

本プロジェクトの実施により前述のような効果が期待される。ただし、そのためには、下記事項に留意す

べきである。

(1) SMASSE-WECSA 広域研修運営費の確保

2004 年には 15 ヶ国 85 人、2005 年には 14 ヶ国 95 人が参加し、5 週間に亘る SMASSE-WECSA 広域

研修が行なわれているが、航空賃を含む参加費用のほとんどを技術協力プロジェクト「SMASSE フェーズ

2」により、日本側が負担している。本センター拡充後も「ケ」国側はこの広域研修を研修指導員の研修に

次ぐ高い優先順位で捉えており、計画を越える広域研修を行ないたい意向であるが、その実施には航空

賃を含む研修費用の確保が課題となっている。「ケ」国側は日本を含むドナーからの財政支援を期待して

いるが、主管官庁である教育省は、広域研修実施に必要な予算をドナー等からの財政支援も検討のうえ、

毎年停滞なく確保することが求められる。

(2) 運営維持管理予算の確保

計画される研修活動を行うためには、本センターの運営維持管理費を確保する必要がある。運営維持

管理費が不足すれば、研修活動に支障が生じる恐れがある。

本センターの運営維持管理費は教育省より交付される予定であり、これらの費用が毎年確実に確保さ

れることが求められる。なお、必要とされる運営維持管理費の試算結果は、教育省が交付を約束している

予算額で運営が可能であることを示している。
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(3) 維持管理体制の確立

現在本センターには施設・機材の維持管理担当者はおらず、外部業者に維持管理を委託している。

本センター拡充後も維持管理担当者の採用は計画されておらず、現在と同様外部業者に委託することと

なる。このため、本センターの機械・電気設備は、既存施設と同様、現地で入手可能で簡便で、かつ維持

管理が容易な機器、システムをもとに計画している。しかし、発電機、ポンプなどの機器は定期的な保守

点検が必要であり、これらについて外部業者との定期保守点検契約を結ぶことが求められる。

(4) 職員増員の実施

本センターの拡充に合わせ、現在の職員 88人を 144人に増員する計画である。アカデミックスタッフ及

びノンアカデミックスタッフの採用は、教育省職員の異動によることで予定されているが、「ケ」国政府の財

政事情より公務員の増員が規制されていることもあり、予定どおり職員採用が確実に行われることが求め

られる。

(5) 土地登記の取得

「ケ」国において、政府の所有地については「土地登記」がなされていないケースが一般的であるが、

政府の土地では「土地登記」がなくても、既取得済みの「割り当て地証明」があれば、建築許可申請・取得

が可能である。しかし、将来の土地トラブルなどの発生を予防するためにも、「土地登記」を取得しておくこ

とが望ましいと考えられるので、同取得を引続き進めていく必要がある。

4-3　プロジェクトの妥当性

これまで述べてきたとおり、本プロジェクトが実施されることにより、中等学校の理数科教育が強化され

国家経済開発に寄与する人材の育成が期待されている。これらは「ケ」国政府が進める「2020 年までに経

済基盤を工業に移行する」という国家目標の達成に資するものであり、プロジェクトの妥当性は高い。

また、本センター拡充後に SMASSE-WECSA 広域研修が拡大される計画であり、これにより

SMASSE-WECSA 加盟国において理数科教育が強化されることにより人材育成の促進が期待され、同

加盟国での国家経済開発を支援することとなり、この面からも妥当性がある。

4-4　結論

本プロジェクトにより、研修機能が拡大、整備されることにより、以下の効果が期待できるため実施の意

義は高いものと考えられる。

(1) 研修受講者が「ケ」国及びアフリカ域内にて研修成果を普及することにより中等教育における理数科

教育が改善され、「ケ」国及び SMASSE-WECSA 加盟国が必要とする理数科に理解のある人材育

成がなされ、裨益を得る。

(2) 「ケ」国及びアフリカ域内での中等学校生徒の理数科に対する理解が深まる。
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1.　調査団員・氏名

基本設計調査 (2005 年 11 月 30 日～12 月 25 日)

(1) 狩野　良昭　(団長)

独立行政法人国際協力機構　ケニア事務所長

(2) 竹中　成文　(計画管理)

独立行政法人国際協力機構　無償資金協力部業務第二グループ教育・職業訓練チーム

(3) 安松　　茂　(業務主任／建築計画)

㈱ 久米設計

(4) 金子　　潔　(建築設計)

㈱ 久米設計

(5) 畠中　　章　(設備計画)

㈱ 久米設計

(6) 平岡　晃明　(施工計画／積算)

㈱ 久米設計

(7) 小島　孝行　(機材・調達計画／積算)

インテムコンサルティング㈱

基本設計概要説明調査 (2006 年 3 月 18 日～3 月 26 日)

(1) 原田　秀明　(団長)

独立行政法人国際協力機構　無償資金協力部業務第二グループ長

(2) 安松　　茂　(業務主任／建築計画)

㈱ 久米設計

(3) 金子　　潔　(建築設計)

㈱ 久米設計

(4) 小島　孝行　(機材・調達計画／積算)

インテムコンサルティング㈱



2.　調査行程



2.　調査行程

基本設計調査日程　(2005年11月30日～12月25日：26日間)
官団員 コンサル団員

日
順

日
付

曜
日

団長 計画管理 業務主任 /建築計画 建築設計 設備計画 施工計画/積算 機材調達計/積算

狩野良昭 竹中成文 安松 茂 金子 潔 畠中 章 平岡 晃明 小島 孝行

1 11/30 水 関西(23:15)　→　(EK317) 業務主任に同じ

2 1 木
日本国大使館

表敬、JICA

→ ドバイ(05:55)
ドバイ(08:10) → ナイロビ(12:10) (EK719)

教育科学技術省表敬、JICA表敬
業務主任に同じ

3 2 金 業務主任に同じ

4 3 土 CEMASTEA 施設調査 関西(23:15)　→　(EK317) CEMASTEA 機材調査

5 4 日
→ ドバイ(05:55)   ドバイ(08:10) → ナイロビ

(12:10) (EK719)
先発団員と合流、団内会議

団内会議

6 5 月
CEMASTEA 設備調

査、積算事務所ヒアリ
ング

CEMASTEA 調査
単価調査票配布

業務主任に同じ

7 6 火
CEMASTEA協議

MD署名
官団員に同じ

再委託調査発注交渉/
官団員に同じ

CEMASTEA 設備調査
CEMASTEA調査、施工

業者ヒアリング
業務主任に同じ

8 7 水
JICA報告

ナイロビ発(計画管理, 18:20)
官団員に同じ/

CEMASTEA協議
再委託発注/

CEMASTEA協議
設備業者ヒアリング 施工業者ヒアリング CEMASTEA 機材協議

9 8 木 関空着(16:40)

10 9 金 KSTC調査、第三国研修クロージング調査、CEMASTEA協議
KSTC調査、建設資材･

単価調査
CEMASTEA 機材協議

11 10 土 建設資材･単価調査 代理店調査

12 11 日
調査内容整理、

団内会議

13 12 月 機材計画原案作成

14 13 火
CEMASTEA協議、水道

会社調査
施設計画原案作成

水道会社調査、設備機
器調査

建設資材･単価調査 CEMASTEA 機材協議

15 14 水
井戸業者調査、施設計

画案作成
施設計画原案作成

井戸業者協議・設備機
器調査

建設資材･単価調査
CEMASTEA 機材協

議、代理店調査

16 15 木

17 16 金
施設・機材計画案協

議、TSC調査、JICA報
告

施設計画案協議、
JICA報告

施設・機材計画案協
議、JICA報告

関税等手続き調査、建
設調査、JICA報告

代理店調査、機材計
画案協議、JICA報告

18 17 土 設備計画案作成
労務単価調査、
施工計画調査

機材補足調査
機材計画案作成

19 18 日
調査内容整理、

団内会議

20 19 月 電力会社調査
単価調査票回収

資材調査
機材補足調査

機材計画案作成

21 20 火
CEMASTEA

施設・機材計画案協議
CEMASTEA

施設計画案協議
補足調査
補足協議

施工業者・積算事務所
調査、資材調査

代理店調査、
CEMASTEA

機材計画案協議

22 21 水 ナイロビ市建築局調査、CEMASTEA協議
代理店調査、
CEMASTEA

機材計画案協議

23 22 木
CEMASTEA敷地調査、資料整理、

大使館報告
ドバイ(02:30)→関空(17:00)(EK316)

代理店調査、大使館
報告

24 23 金 Technical Note協議・サイン 業務主任に同じ

25 24 土
補足調査

ナイロビ(18:20)→ドバイ(00:15) (EK724)
業務主任に同じ

26 25 日 ドバイ(02:30)→関空(17:00)(EK316) 業務主任に同じ

官団員に同じCEMASTEA協議

CEMASTEA 施設調査

日本大使館表敬
CEMASTEA 表敬・IR協議

資料整理

団内会議

Kiambu地方研修センター、TIVET施設、ナイロビ地方研修センター調査

資料整理、CEMASTEA協議
ナイロビ(18:20)→ドバイ(00:15) (EK720)

CEMASTEA施設計画案協議

施設計画原案作成

ジョモケニヤッタ農工大、AICAD調査

施設計画案作成
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基本設計概要説明調査日程　(2006年3月18日～3月26日：9日間)
官団員 コンサル団員

日
順

日
付

曜
日

団長 業務主任 /建築計画 建築設計 機材調達計/積算

原田　秀明 安松 茂 金子 潔 小島 孝行

1 3/18 土
成田(18:45)　→　バンコク

(23:45) (JL707)

2 19 日
バンコク(02:20)→ドバイ(6:00)

(EK419)　　　ドバイ(08:10) → ナ
イロビ(12:10) (EK719)

3 20 月

4 21 火 CEMASTEA協議

5 22 水 CEMASTEA協議

6 23 木

7 24 金

8 25 土

9 26 日

MOE協議・MD署名、日本国大使館表敬・報告、JICAケニア事務所報告

ナイロビ(18:20)→ドバイ(00:15) (EK724)

ドバイ(02:30)→関空(17:00) (EK316)

関西(23:15)　→　(EK317)

→ ドバイ(05:55)
ドバイ(08:10) → ナイロビ(12:10) (EK719)

JICAケニア事務所協議教育省表敬・協議

CEMASTEA協議、道路・公共事業省協議

補足調査、CEMASTEA協議

AICAD調査、CEMASTEA協議 補足調査、CEMASTEA協議
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3.　関係者(面会者)リスト

＜ケニア国側関連機関＞

1. 教育省 (Ministry of Education)

Prof. Karega Mutahi 教育事務次官 Permanent Secretary

Prof. George I. Godia 教育次官 Education Secretary

Mr. David K. Siele 高等教育局長 Director of Higher Education

Mr. M. A. Saleh 副事務次官 Senior Deputy Secretary

Mr. Enos O. Oyaya QAS 局長 Director of Quality Assurance and Standard

Mr. A. A. Rateno 技術教育局長 Director of Technical Education

Mrs. Margaret Odera 教育副局長 Senior Deputy Director of Education

Mr. Leah Rotich 初等教育副局長 Deputy Director of Basic Education

Mr. Orwa. M. Ondeto 教育局長補 Senior Assistant Director of Education

Mr. Robert M. Omosa 教育事務官 SMASSE Education Officer-SMASSE

Mr. M.C. Opwora 技術教育事務官 Senior Technical Educational Officer

2. 「中等理数科教育強化計画フェーズ 2 」プロジェクト

Mr. Obadial Maganga プロジェクト長 Head

Mr. Michael M. Waititu 事務官(物理) Subject Administrator – Physics

Mr. Peula Lelei 事務官(生物) Subject Administrator – Biology

Mr. Patrick Kogolla 事務官(化学) Subject Administrator – Chemistry

Mr. B. C. Chesire 学科長(物理) Academic Head – Physics

Mr. Kithaka Njogu 学科長(数学) Academic Head – Mathematics

Ms. L. G. Kisaka 学科長(生物) Academic Head – Biology

Mr. Daniel Matiri 学科長(化学) Academic Head – Chemistry

Mr. David Arimi 事務官(生物) Subject Administrator – Biology

Mr. B. M. Njuguna 旧プロジェクト長 Former Head

3. 教育雇用委員会 (Teachers Service Commission Kenya)

Mr. Ibrahim M. Hussein 委員長 Commission Chaiman

4. ケニア理科教員養成大学 (Kenya Science Teacher College)

Mr. Patrick. W. Kibui 校長 Principal

5. キアンブ中等学校 (Kiambu High School)

Mr. G. M. Njorose 校長 Principal

6. キアンブ技術工業学校 (Kiambu Institute of Science & Technology)
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Mr. Simon. S. Iruwgu 校長 Principal

7. 道路・公共事業省 (Ministry of Roads and Public Works)

Mr. Philip O. Sika 建築主事長 Chief Architect

Mr. M. N. Mugwanja 監督建築士長 Principal Superintending Architect

8. ナイロビ市建築局 (City Council of Nairobi)

Mr. Peter M. Kibinda 登録建築家 Registerd Planner

9. ナイロビ水道・排水会社カレン事務所

Mr. Peter Gukobu 技師 Engineer

10. 灌漑・送水会社 (Agro Irrigation & Pump Services Limited)

Mr. Dinesh Halai Managing Director

11. 井戸技術コンサルタント (Ngasi Consulting Engineers)

Mr. Nathaniel O. Matalanga

12. ケニア電話会社 (TeljomKenya)

Mr. James Achando ナイロビ南地区担当マネジャー

13. ケニア電力会社 (Kenya Power and Lighting Co., Ltd)

Mr. Maritim カレン地区担当マネージャー

14. ナイロビ市消防本部 (Nairobi Fire Department)

Mr. Makira Chief Fire Officer

Mr. Luvinzu Fire Officer

＜日本側関連機関＞

1. 在ケニア日本国大使館

宮村　智 特命全権大使

大石　智弘 二等書記官

2. JICA ケニア事務所

狩野　良昭 所長

稲村　次郎 次長

徳橋　和彦 次長
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斎藤　理子 所員

栗栖　昌紀 所員

Mr. S. K. Kibe Programme Officer (Education)

Ms. Naomi Assumani Owino Advocate Administration Officer

Mr. Benson Gakere Assistant Administration Officer

Mr. Elijah Kinyangi Programme Officer

3. 技術協力プロジェクト「中等理数科教育強化計画フェーズ 2 」JICA プロジェクト専門家

杉山　隆彦 チーフアドバイザー

長沼　啓一 業務調整

武村　重和 理科教育

徳田　智磯 数学教育

内山　葉月 理科教育

服部　浩昌 教育評価

4. アフリカ人造り拠点 (AICAD)

Prof. A. B. Gidamis 所長 Executive Director

Dr. Josephat K. Z. Mwatelah 副事務局長 Deputy Executive Secretary

Ms. Margaret 事務員 Officer

稲垣　富一 チーフアドバイザー

平林　淳利 業務管理アドバイザー



4.　ミニッツ(基本設計調査)



MINUTESOf’DISCIJSSIONS  

ONTH玉虫ASI亡DESIGNSTl刀）YONTIIEPROJECT  

FORTHEEXPANSIONOFT鮎CENTREFORMATHEMÅTICS，  

SCIENCEANDTECHNOLO（；￥EDUCATIONINAmCA  

INTHERErtrBLICOIrX丑NYA  

Basedonther巳Su）tsofthePrellmhlaryStudy，theGoverrmentofJapandecidtdtoconduct  

aBasicDesignStudyoz］thePrqiectfbrtheExpansionof．theCeI把efbrMatheznadcs，Scien由and  

TechnologyEducationinA丘ica（he柁ina触rref岳汀edtoas“thePrqject”〕andentrusted也estudyto  

也eJapanhtem誠0血Cooper飢ionA8孤Gy¢1e一己ina知rrefヒ汀edtoa5“刀CA”）．  

JICAsenttotheR甲tlblicofKenya（hereina負erre知Tedtoasr’Kenya”）theBasicDesign  

SmdyTeam仇椚血強er一曲打edtoa5“血∈T狐nり，b餉d由byMr・YDSbia出払no，Re5ident  

R甲reSentative，JI⊂AKenyaOfnce，andwhichisscheduledtost野inthecotn町如mDecember  

lSttoユ4【h，2005■  

TheTeamheIddis¢uSSionsv］iththeofnciaユ畠COnCemedoftheGoverTmuntOfKenyaand  

conducteda鮎1dsulVey幻the如dyaTea．hthecourseofdiscussionsand丘eldslmey，bothparties  

coniirmedthemahite7nSdescdbedintheatached血eets．TheTeむnwi11proceedwithhrther  

WOrk5弧dprep訂e血e虫鮎icDe5ignS餌dyR甲〉軋  

N8血obi，D巳Cemb町6肋，2005  

アme虹βecTetaⅣ  
M血S℡yぱEdnc濾叫  
＄cienc∈弧dTec土mol喝y  

R∈publicofK租ya  

Leade一  

号asiGDesignSt－ユdyTcむn  
JapanhlemadonalCoDpeTa如nAgency  
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ATTACHMENT  

1．ObjectiveoftheProject  
TheobjectiveofthePrqjectistostrengthenthequalityofmath已mati亡Sandscienceeducationat  

basiclevelin Kenya and member countries of‘StrengtheningofMathematics and Sciencein  

SecondaryEd11Cation」Ⅳestem，Eastern，CentralandSouthernA蝕ca’（SMASSE－WECSA）through  

the expansion ofthe Centre fbr Mathem且tics，Science and Teclm01ogy Educationin A丘ica  

（CEMASTEA）・  

ヱ．projeetsite  

ThesiteofthePrqjectlocatedinKaren，NairobiisshoⅧinAmex－1rl・Thelqyoutoftheexistlng  

fh亡ilitiesofCEMASTEAisshowninAmexrl－2，  

TheKenyansidepromisedtoseclⅡetheconstnlCtionsitewithinCEMASTEA，andwi1lobtainthe  

‘TitleDeed’（Certi丘cateoflandregistration）andsubmitacopytoJICAbytheendofFebruary  

2006．  

3．ResponsibleandImp】emendnEOrga血atioT1  

3－1．TheresponsibleagencyistheMinisbγOfEducadon，ScienceandTech＝10logy〔MOEST）・The  

Organi2：ationalchartisattachedasAmexr2rl．  

3，2．Thei血Plementing agencyis CEMASTEA，Wbkh has been registered as an e血cadonal  

institutionunderMOEST．  

3†3．MOESTpromisedtogazettetheLegalOrderofCEMASTEAtomakeCEMASTEAaSemiー  

AutonQmOuSGoverTmentAgency（SAGA）andimplementth巳Orgardntionalstructuf亡aSShownin  

A皿亡X－2・2by也eendoFFet・Tll且Ⅳ2006．  

4．IteInSr開明富士モdbytbeGoYenlm印tO一正伽y且  

Af【erdiscussionswiththeTeam，theiiem5describedinAmex－3werefina11yrequestedbyKenyan  

side，The consultmtswi11con丘rmfurther details oftheitems，andthenJICA willassess the  

appropnatenessofthe柁queStandwi11recomnendtotheGovernmentofJapanfbrapproval・  

4－1，Constmctionof也eFacilities  

ReqlユeSteditemsarelistedinAmexT3r1  

4－2．Pro亡性陀men10f也eEquipment  

Req11eSteditemsarelistedinAmex－3－2  

5・J皿p細，sGrantAidSdl¢Ⅲe  

TLeKenyansideunderstandsJapan’s■GrantAidSchemeandthenecessarymeasurestobetaken  

bytheGovernlnentOfKenyaasexplainedbytheTeamanddescribedinAJmeXT4andAmex－5．  

‘．Scbed11leoftbeStudy  

6．l．Tbecons山tantswillcontinu色WithfLlrth巳TStudiesinE＿enyauntilD亡CeTnb亡r24th，2005＿  

酔′   
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6－2・JICAwi11thenpreparethedra丘reportinEnglishanddispatchamissibninordertoexplainits  

co11tentSinMarch2006．  

6－3・UpqnacceptanceofthereportinprinciplebytheGovernmentofKenyaっJICAwillcomplete  

血efinalrepor亡弧ds∈nditto也eGoYementOfKenyahJlme2006．  

7．OtIler代Ievantissue5  

7－1．TheFutureTrainingPlanatCEMASTEA  

Both sides realized that success of the expanded CEMASTEA 艮111y depended on the  

implementationofthenationalpolicyonInrServiceEduc鵬onandT血ning（NSET），TheKenyan  

Side，therefbre，aSSuredthe・TeamthatitwouldInakebestefEbItStOimplementniSETpolicycited  

血也eSessionalP坤erNo．10f20050naPolicyFramewo止血－一己ducation，Tr血IingandRese訂Cb  

h虻COrdancewi也監enyaEd－ユ心証ionSectorS11pp中正PT喝TⅢ1e（K王SSP）2005－2010ev皿a鮎r血e  

mdofSMASSEprq匝ctpbase－2，  

Th巳Kenyansidealsopromisedtomakee放）rtStOCOntinuo11Slyelev且tethestatusofCEMASTEA  

tobe色CeZTbtofexcellenceinvoIvingotherA丘icangovernneIltSOn／andhtemationalorganizations  

s11Cb鮎NEPADbysecu工血EitssⅥSt血1血ili勺′・  

TheKenyansideshowedthefuturetrainingplana丑e＝eXPanSionofCEMASTEAa5describedin  

Amex－6．Theconsultantswi11confirmfhtherdetai1softheplan，andthenJICAwi11assessthe  

Yiability．  

7－2．OperationandMaintenancePlanofCEMASTEA  

ThE Kenyan side explained thatit wo山d providethe nece5SaTY budget and persomel丘，r  

CEMASTEAaftertheexpansionasdescrib巳dinAmex－7andAn鮎X・2⊥之，andalsoaBSuredthat  

imm巳diatelya丘ergaLettingtheLegalOrder；al1postsfbrCEMASTEA■stafFwi11be丘11edin  

accordancewiththeorgani祖tionalchar亡attachedinAmex－2－2・Thepostswol止dbeadvertised  

StaHdeployedtoavoiddisr呼tionofopeirations・  

〃L  

7－3．Criteda丘）r亡ql止pmmt6∈1已Ction  

BothsidesagreedonthecriteriafbrequlPmentSelectionasdescribedinAmexr8．Nevertheless，  

thc亡OntCntSCOVeredbythePrQj亡Ctwillbefinali：乙edafter気山IlerStudyinJapan．   

∴）  

7－4・A汀弧gem甲tOr仇ew釦訂reSOⅦ■¢eS   

TheTeamwi11estimatethewaterconsu皿Ptionandrecom＝nendaplanfbrwalers叩Plysystemto   

S一ユPPOrteXPandedCEMASTEA．   

TheKenyansideaFeedto免cilitatetheconnectionofcitywaterline，rer10V改ionoftheexisting  

■  deepweユ1ordiganewdeepw亡1］bythemselvesifitisnecessaryfbrth巳e叩anSionofCEMASTEA．  

7－5，ProclⅡmentOf∝・mpl止耶   

TheKenyansidepresentedastrongcasefbrtheprocurementofthef王rstbatchofcomputersbythe  

Japan巳5eSi鴫弧dalsoexplained也euseof加C伽nPul巳r日加10ngpedods伽Ougnre見地isb血gor  

蹄  
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T叩1aclngSOmeparbb）rthemselves．  

TheTeampromisedtofurherconsiderthisissue，andthentoconveytherequestandsituat；onto  

也eGoveTmentOfJapan．  

Amex－1－1 Loca也onmapofCEMASTEA  

Annex－1－2 LayoutofthGeXisting血cilitiesofCEMA＄TEA  

Amex－2－1 0rgむ1iza血nal血a正OfMOEST  

Amex－2－2 0rganizationalchartofCEMASTEA  

Annex－3－1 Listofther亡叩亡或亡d血亡ilities  

Amexr3r2 Listoftherequestedeqlユipment  

Am巳X－4   TheJapan’sGrantAidScheme  

AmexT5   M由orundert且kingstob卑takenbyeachgoverTment  

AmE：X－6   FuturE：trai血gplanatCEMASTEA  

AmexT7   BudgetforCEMASTEA  
Amexr8  Criteriafbritemsselection  

暗  Å・10   
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L，R，N⊂】．1160／224－KorenRロOd  
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Anne）X－3－1：Listofthereque冨t魯dfaciLitjes  
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AnnexL3－2ListoftheRequestedequlpment  

N（）．   Equip皿6爪Name   
R¢qu亡Skd  

q■サ  

Physjcs  

5   

pH－3  El∝甘i¢Tu和地bleS⊂t   5   

PH－4  El亡Cmni亡Pr∝isionBalance   5   

PH▼5  Exp亡dm亡ntalApparattlSDfSecondLawofMotion   5   

PH・占  Experi汀】∈n且1AppⅣ鉱USね】‘Fir5tL且WOfMotion   5   

PH－7  Fr亡亡F且l】Exp亡バmm也1App訂且tuS   5   

PH＿8  Gyros亡Op亡WkhS也ndB拡e   5   

PH－9  Opt血lさ珊¢hS巳t   5   

PH－】0  ExperimentalApparatu皇OfCriticalAnglcofLiquid   5   

PH－11  Fam血y’sEf持出App虹血豆   5   

5   

5   

PH－】6  Di由也】Ci沌uitT⊂鏡訂   

PH－17  Full餌ionG亡n訂已t（】r   

PH－柑  HighFr叫u加亡yCirmitTrah亡r   5   

PH▼】9  LCRBridg仁   5   

Pロ・20  ■ ■                 ■      ■       ′ …   5   

pH－2l  LowFT∈qu珊町OsGi】】虹Or   5   

PH▼2ヱ  M已inVo旭g亡Wav亡Ob5亡ⅣhgApp已ramS   5   

Pロ・ヱ3  Os仁illationC王rcujtExp慮ment出Apparat耶   5   

PH＿24  OscillDSCOPe   5   

pH＿25  ■l ●■ ■l ■■ l l．l   5   

PH．2占  Potentjom巳Ier   5   

pH＿27  Semicondudo巧E】鮒印咄App且r江柏S   5   

PH－2＄  Sp8C廿Om出r   5   

PH－ユ9  DCV01tmetく汀   10   

PH．30  DCAm坑⊂r   10   

pH＿ユl  DarbDOmEquipment   

＿ PH一っZ  Ov打be8d】）rqje勇OrWithSeT亡町   

PH一ココ  T閻Cbe／sDe5k   

PH・∋4  T亡aCh仁rS（コl由r   

PH・35  L且boratoけTabl亡（わr10Studmts）   

PH一∋6  ＄軸加nでSCh8ir   

Chemi或Ⅳ．  

CH・1  AnaI叩j亡al古山如¢亡   

CH－2  D17ingOvらn   ユ   
CH・ヨ  Manl】eHe81er   5   

CH－4  pHM亡1⊂r   5   

CH．5  PowerS（】urCe   
CH・占  C亡ntd魚l巳已   ：   

CH．7  EIectTO血Or¢Sis人口ロ訂amS   5   

亡H．立  Ho【plate   

CH．9  X†亡IdahlS餌   5   

CH－10  Me】ti爪史PoinlAロロ訂a山S   5   CH■ll  Mechani血Stir陀r  5   
仏7   
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No＿   王quipTnⅢtlヾむn亡   
Rcquestモd  

Q－吋   

亡山一1Z  台ODMet訂   2   

CH－13  CODAl】ロ肌tuS   5   

CH－14  AutoGIavかSteri】iヱer   2   

CH＿15  Ma訂1⊂tkSti汀CrWi血hotロ1ate   5   

CH－16  Micr〔〉SCO】）e   】0   

CH－17  RotarYV8Cuu血EY如Orat（〕r   5   

CH＿18  SoxletE血dionAl〕b町血S   5   

CH－19  Mり1t卜S11aker   5   

CH－20  R亡丘甘∝Om亡t亡r   5   

CH＿2l  W且t亡rBa也wi血Shak貯   5   

5   

CH－23  W8t亡TDi皇七1】8日On   三   
CH．ヱ4  0v亡rh⊂且dPTOi∈dorw王山ScT巳m   口   
CH＿25  T亡ad】dsDesk   
CH－26  T∈aCh即■sCl18ir   

5   

CH－28  Student■＄Chair   50  
Bio10史V  

丘Ⅰ－l  Di写S巳瓜illES已t   50   
Bトヱ  HM巳t∈r   5   

Bト3  DoM亡也r   5   

Bト4  HY臼‾Om∈tGr   5   

Bト5  SalizlitvC（】T）ductivitYM亡ter   5   

B卜占  Re地政Ometer   5   

Bl－7  SoilAn且1vz訂kit   5   

BトB  mmost飢W8旭rB餌b   5   

Bl－9  C亡ntd且沌亡   2   

Bト】0  Ov伽DTY亡r   2   

Bl．1l  D亡Sicc已tOr   5   

Bl．】2  An山肌icalBalむ1¢ら   5   

Bl＿13  Ma2n亡tieStirn＝rlVithtl（）tt）1飢C   5   

白ト】4  Al】tDdaYe   2   

Bト】5  Stら丁¢O M毎r05ら01）ら   】0   

Bト16  Bi力○¢ularM王¢rO5¢0ロe   10   
Bl＿】7  Colロ刀YCount亡r   5   

Blt18  bGubator   ヱ   
Bト19  Sh8k∈r －   5   

Bl■20  RoはryMicrotom∈   5   

Bト2】  Cl亡anBmch   ヱ   
Bl－ユユ  VonnMix亡r   5   

Bl・エコ  Adj11写tabl仁Pipc批   5   

Bト24  R∈Cipro比Iin畠B誠hSh止∈r   5   

Bトヱ5  Wat訂Di筑illation   2   

Bト2（i  OY巳rh亡dPrqj亡瓜）rWi血Scre町   

Bト2ワ  T亡且dh亡r▼…D亡Sk   

Bl－3q  StudGnt■sCh且辻   

M8th⊂mat】⊂3  

MA－Ⅰ  P∈SOmaユComptcr   

MA†ユ  WS   

MA－3  Pro訂m濾1eCa】culator   

MA．4  OveFhe嘘Pr匂蛸OrWi血Serc⊂n   

MA＿5  Teachersロesk   

MA▼占  T亡aCher’5C】1air   

MA▼7  S餌dcnt■spCDesk（払r2S【山cnts）   

MA－8  STud⊂¶t■sChaiT   

一
〆
．
 
 

物
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No，   Equipm∈ntN且m∈   
見開ueSt∈d  

q●け  

L亡Ct∬亡RooTm（5rDOmS）  

LR－1  Ov巳壇埠dアrdectorwi血S訂亡血   

LR▼ユ  T亡且dldsD鮎k   5   

LR・3  Tcach⊂ナ5Chair   

LR－■  Sl－Jde机▲5L巳CtⅥr¢Desk（知r2S亡ud亡n15）   125   

LR▼5  Stu（】らnでS亡hair   250  

01罰比Block  

OB＿1  アリl¶血相触・Adl血is加tiveO臨亡亡（ユ05ta呵   4   

0さ・2  Fum山花知rO伍出払Ⅰ■TwoDeputyHea血弧dAdmini旦廿ativ巳0餓ce   

OB－さ  如爪iturefbTP抑叩R00m   

OB＿4  FumitureLorO茄仁e亡hiefAdvisorandCoordiT）atbr   

OB＿5  FumiIu柁知Of類比知rI加8dofC亡n廿CaれdRcc亡ptlOn   

OB▼6  FuTh加代知P血timgR00m   

OB＿7  F11Tnim一己fbTConfヒrenc∈Ro（）m   

HB▼1  Flユmitu帽ねrちedR00nl   】10   

HB．ヱ  Flユm加ー亡ぬrM亡出丁場Room   

冊・3  Fur山血相血rkD血色Room   

HB－4  F11mit∬eぬTSeminarR00rP   

HB▼5  Furni加代ぬ†Stor亡S   

TOTAL  

Li筑OfE叫ip爪印tr亡qt血dinmt血叫LaⅦ1dlけ，Di皿i咤H軋HosほIs，Lc地代Hall，Adminis血don，L∝甑曙   
Rooms皿dCol叩ut訂RoomatCEMASTEA（Ess亡n七山）   

l  AきSく－爪¢d¢00k軸叩pl如拙5mdl】tm3il冨，柑1d訊ロragら  

2  LanndTYmaChines．dTyerS．ironi昭etC，  

3  B8Sic血m加代5  

4  B8Si¢bmj加代S  

5  B出i亡鮎mitUr⊂主，Publi〔出血鮎S門tem，pTq】巳C柏r，5Creen  

6  PBA⊂X血弧即5叫b8S王cflⅢ1i山一e5  

7  三■       ・ ■ ■ ■  

8  Comp11t耶．画血椚．SO允wares，琉C．  

PHYSICSREQUTREMENTSFORm王l・花WLABSATCEMAST去A  

Tab】∈balanc∈   

2  TaもIebalanc巳Wdか也   

3  T叩Gm⊂85Ⅵr∈（FinGC011V亡X）   

4  T且p亡m∈出lユ陀   

5  Vemi亡「印11ip椚   

6  Mi由一Om亡t亡r   10   

7  D増血p血i・m巳1er   

8  R組di－唱t⊂1escope   3   

9  Op雨a】10uⅥ汀   7   

10  Sphcrometer   l．〕   

‖  〟am5tOpCIock   由   
12  S廿Obo56Dp亡   

13  Compactdigi血加mo－n飢訂   1010 

】4  EIcc廿Onictl旭mbm⊂t亡r   
3   

15  El¢C甘Oni亡血emometer   
3   

〟年   斬  A・18  



No，   EquipmmtN町e   
R亡qu⊂幻亡d  

q■サ   

16  DCVolm⊂t巳T   10   

17   ACYOlhl餌亡r   10   

柑   DCAm亡t亡r   10   

l，   DCAm⊂t亡ー（centrem亡l亡わ   10   

20   ACAm虹er   10   

2l   Micr08me也r   10   

22   G如Yさ∫10mGt亡r   10   

エコ   D亡mOnsmtiong山V抑OT加t亡r   10   

24   亡ニー¢uitleSt亡r   5   

ヱ5   111憶訂立tingw釦廿n麒er   3   

26   1ns山ationr亡Si罰ancct已虞巳r   ヱ   

ヱ7   Metert〉ホd酢   10   

28   Vadabl（さ陀Sistor   5   

之9   po也IeWh虚脱On亡bTid酢   5   

∃0   鼠e写i筑抑Cebox   10   

3l   Si卯8】g甜亡ー加r   5   

3ヱ   ACcir¢uit叩P且Ⅰ甘hlS   5   

3ヨ   CRTOsci110ScOp亡（Si】－gl亡廿狐e）   5   

さ4   Syn¢虹OS¢Op亡のual廿且Ce）   5   

35   mp⊂rim亡爪出1ever   5   

3占   S亡tOrPull巳yS   】0   

37   肌ee18nd8知己   5   

ユ畠   hcline叫加∈   10   

39   Fdction琳p亡hm∈コblappamt旧   10   

40   Springs¢加S   10   

41   ■ ■ ・■ ■   ・咄 ・   10   

42   For亡em朗鵜urm皇叩Pamm5   5   

4ヨ   Exp亡nmcn血筑亡已Ispring呈et   10   

44   吉qⅥilibdumappam叫わrd訂nOn甜atjon   10   

45   王qⅥilibrlumappamt閏   10   

46   As50H∈dw⊂i如如dyr18mi¢S⊂Xpedm巳nt5   】0   

47   ▲  ll ■ ■l■・・ 三  】0   

48   Ca爪accel廿atiol18pp出甘hlS   2   

49   Lirほ訂包iTt沌⊂k   ヱ   
－   50   U山鮎m⊂ircularnlOづonapp訂血S   】0   

5l   さ山1i5tic¢椚app且几mS   2   

5Z  乞Xp亡dm巳ntdva00ul¶drop加b⊂   2   

53   F山1jngbodyacc亡1era加gapp山‾且tu5   ユ   
54   El亡C鵬cro【Hionpl良胞m   ニ   
55   Col】isionb山Is   2   

5G   Gy叩S亡Ope   2   

57   Dell写iけm臨Summt与飢   5   

58   Ardimedes▼sphn亡iロⅠ亡dem亡In郭mtiorld亡Ⅵce   】0   

59   p郎亡甜5pn口叩1eapp且滝山s   10   

60   勒′drau】jGpreSSur∈pump   2   

61   Wal打pr亡5Sureappa柁ms   ヱ   
占2   Buoyむ1亡ymcasurem餌1tS⊂t   lO   

6〕   Wat亡rprcsmre8pp8r白山S   】0   

G4   Si叩】亡Y8CuUm叩担伯山S   5   

占5   Va¢皿m即u即   コ   

〃7   

噺  A，19  



No．   EquipTn知tName   
R¢∈d   

66   M已gd亡burgbmi印h亡r曙   2   

占7   Torri亡⊂】1i●sl已WapPara仙S   

餉   Vacuumbcl】   

69   MerロリけmanOm坑∈r   

ウユ   Expd加mtCylhd⊂r   
73   W色t亡r亡出0ボme比r   

74   Sp郎i加beatn】亡鮎um⊂nt且飢   

75   n亡md亡Ondlユdionappa∫atuS   5   

76   ConY亡dionapp訂atu5   5   

7ウ   Linearexpansionte乱打   5   

7邑   Brominetube旦   5  

79   H亡釦既Pan如nba】】抑dlうー鳩   5   

・80   D唇WpOil】lm亡鮎心柑m∈ntd∈Y加   ユ   
さl  Brくl＼和i8れmOtionobs訂V出iondeYic巳  ヱ   

8ヱ   M亡血払i亡alg出mbddapparm15   2   

83   Light畠OurCe叩par血5   5   

糾   Li由t細u柁亡aPpar独15（Forin紺u加増   5   

85   Liか印urC巳box如即up鋭p加汀加ts   】0   

86  Lightr巳加¢tiond亡Vi比   10   

さ7   Opti亡丘lⅥ′at亡T【ank   5   

s8   Opt王c且1b亡ndl   5   

5   

．90   ConY亡Xl⊂nS∈S   10   

5   

9ユ  A（：山口maticl亡nSES   10   

93   Conく：aY亡1巳n5；巳S   10   

9ヰ   L亡nS弧dpri5m5et   10   

95   W且t亡rle耶S琉   5   

96  鮎由t抑帥dprisms   10   

97   A血Om8ti¢p】1Sms   15   

粥   P】む】亡mj汀Or  ヰ．   10   

99   C卿V巳Xmi汀Or（Wjth5t加d）   10   

＿100  Co】】C畠Y⊂mirror   10   

10l  Simpl亡i】lumination】¶改er   4   

102  So18rb弧叩′明uipmmt   5   

】ロコ  Sol且ー．b出1elγp明仁ls   5   

104  S（】】訂ba正巳町mOtOr   5   

105  IIE・NモG鮎l鮎亡r   ヱ   
106  Laserexp卓出m町tCqulPmentミet   2   

107  M5G加】so】1int⊂r允mm疏訂   2   

108  Li帥tsoIJr亡⊂払ryGung辱exp打im∈nt   ユ   
109  Slitさ既知youn呈tS∝匹血】餌t   2   

110  Line印亡GlrumIightsou化e   5   

11l  Sp配trO誠Op巳   5   

‖ユ  G血一指5p⊂打05C叩e   2   

113  Sbdiumlamp   
5   

114  N亡凧O11’sri喝appaJatuS   5   

115  ht亡ー知¢nC亡platc5   10   

痛  A，20   



No．   EquipmmtName   

116  Di鮎cti8n伊atl叩prOduGtion叫叩mmt   5   

117  N亡W10ntS叩lolユーdisc   2   

118  Opti¢a】slit   ヱ   
119  P0l打l之1rlgplat亡Sh亡ds   5   

】20  Symp址h⊂tictuningforks   】0   

12l  Stand町dlⅥning知止S   5   

122  R亡SDn弧亡亡d－um（廿弧5p椚nt甘p∈）’   5   

12ヨ  Sounde叩訂im亡nt8tio¶bt   2   

124  C餌hod亡且汀汀SOnanC亡appar虻LIS   ヱ   
125  Ajr印1u土mre50h訂l亡亡且ppar址us   10   

】Z6  ■－… ■ ■i■ l■■1・   5   

】27  Sonome‡er   ニ   
12監  Sほtho5COPe   ヱ   
129 Rotary dnun 2   

130  Barma田地   10  

B訂ma卯砧   】0  

B町ma卯貼   】0   

131  UShapedm8卯モb   川  
UShap亡dma辞et5   】0  

USllap∈dmagn⊂旭   】0  

UShaped巾8押出   】0  

USb叩亡dma四郎   10   

132  Rhgma印醜repel】ing畔p∈血mtkit   5   

133  鮎ngma伊砧S眈Oft血   2   

134  Fそ痛憤m8脚亡tpi亡e亡丘   2   

135  N印dy血血m冊卯胱   5   

136  Ma釘l勇isGdst⊂∈lwi陀   lO   

1】7  Mi醇l飢i5亡drubb巳rbar   】0   

13B  M8gneticpol亡d⊂t亡CtOr   Z   

139  Magnc厄slngappa∫m5   2   

140  M埠l亡ti占ing亡Oil   5   

14l   Ma印亡tic加】d申P且r弧1S（知OHア）   2   

】42  Hi冨bpow⊂rCIcctrom旦那飢（8）   2   

2   

5   

】45  Ma騨】edcco】np出≦   IO   

】4占  M喝netjcneモ伽   10   

147  Dipn亡d】亡   2   

】48  Ma印∝i⊂Sh王cldt10Ⅹ   5   

149  Magne由ShiGldsh亡武   5   

150  Rola町或且ndfor丘ictiorlrOd   ．5   

15】  下山仇io】1丁【〉d   10   

152  El乾けOpわ0化S   5   

15∋  El∝け○式ati¢pmdul11m   

154  Appara咄如伽U】omb■slaw   5   

155  ■  －  ■     ll  ■ ■■   － －10   

i56  El軒○武弧jc皇m亡r釦Or   5   

157  Hamiltonrot笥tOr   5   

■
す
、
 
 

物   畔  A－ユ1  



｝J0．   EquipmmtN町l∈   
R亡que出d  

q’サ   

】5写   Lせyd餌1J訂   10   

159  Disdl訂gCTOd   5   

160  ln卯加ionpl政一m   2   

】6ユ  Cap誠itanc∈叩para山S   10   

162  Con（kn5訂appara加S   10   

l占3  C叩乱亡itiv亡亡h訂呈emet8r   4   

164  C叩aCitorapp肌tuS   ヱ   
16占  ■  ■ ■■    l亨 ● ■ ■ ■ ■   10   

167  Handg⊂n耶止Or   5   

l（；8  El巳C扇ciサeXperlm缶Itboむ■d   10   

】占9  El巳dr王caユexp血m手相kit   10   

170  Drycelle叩巳Timen也】亡叫ipm亡nt   

17l  5Ii函rl沌OSW   】0   

172  R亡Sistむ沌亡亡bmpadsDndemonst仰br   ユ0   

173  m亡OStatpaP訂   】0   

174  pot巴ntia】demon知価r   ヱ   

176  Fl印血良一s】8≠■d軒nロn5tr弧Dr   

177  FIcI最n呈■s】awdem印加tor   ユ   
178  M8卯由仁鮎1dモXp仁山m⊂nt亡quipment   】0   

179  M8卯雨¢鮎Id亡Xp血rlmtati8neql】ipm印l   5   

l写0  O11亡代∈l■mour   10   

18l  ‘■J      ●      ・ 川  ■   

18l  アポm叫′弧d5亡抽nd町COils   10   

183  El¢甜Oma卯etic蜘畠山m⊂山名亡q11ipmenl   2   

184  bdlユ餌ioncoi】   5   

185  Va亡仙umdis血む皇∈山b⊂   5   

186  OGCroolほ’stub⊂   5   

l写7  Cr00keIs旬b亡d亡n¢et王on亡丘ヒ亡t   5   

1g9  Mi此奴－s⊂1亡m皿taワ血甜ge叩p乱用mS   

】9l  Ff町kHc化8PparaⅢS   

15〉2  DifR】SionGlo11d（血amb巳T   

l≦〉〕  RadioactiYet亡筑P18¢e   

■ l●． ■・・ ■・・   

RadioactiYete5tPie亡e   

194  R立diatioTld⊂t∈dor   2   

195  SoftはⅩ・柁yapp弧ns   2   

196  ReBulatedD，C．powcrsupply（inpu【240V）   5   

197  Va亡uumTub∈pOWGrSuPPlytyp¢B〔input240V）   5   

19S  DlγC亡11h01dGr   1 10 

199  Lead】i此W血alligatorclipatt8血d   50   

200  upt叩COmPut∈rS   Z   

20l  LCDP†東口Or冨   ヱ   
1 2 

203  T，VSET   三   
204  VHSVid巳Oplayers   2   

205  DVDp】aye門   2   

仇7   

晒  
A一三ヱ  



Nq▲   モq扇pme出N8m亡   
Requ亡訊⊂d  

q■甘   

206  Videoe且m⊂T且   

207  Slid亡prqj⊂武Or   

20掌  Cm廿漁色e（Fixedb′P⊂）InputY01t且ge240V   2   

209  OSKl】28DStopwa工血   20   

210  鮎鮎飢i咤l亡1亡SCOp亡   

2】1  Rc缶act王ng拇】田¢Op亡   ヱ   
212  W00d姐dm⊂t山亡ylinder   】0   

21ヨ  ¶厄祀㈹l抽nductiYitymeta】sapp打am5   

2】4  F一打1uh■smotor   5   

■   ■     … ・■■・r  

伽即鮎血噸   20   

ヱ   B8】IDOrl皇   100   

3   B亡ads   】000   

4   Woo血nBlocb   】00   

5   B10WPipe（恥tc）   】00   

6   Co1011r⊂dmarbles   】00   

7   El一代】仏¢弧S   50   

8   Fi】⊂   25   

9   Filterpap巳巧   100   

10   Funnels   25   

01暇blo血   100   

12   G18SSrod5   日和   
】3   Hむm∈T   ヱ5   

】4   h）nfilingさ   20   

15   ConcaY亡1亡nS   】00   

Handlen5   100   

Ⅰ7   M且dli刀eSC珊an（Inv也   100   

1会   Opticdpins   100   

19   Pap⊂r⊂坤s   100   

ヱ0   P喝board筑血d〈With】巳V訂）   ヱ5   

ユl   P】出血ine   50k色   

ZZ   Resisl：山¢亡Wir∈   25   

24   Rubb打如pp亡rSwi山holes   

＿   25   S8ndpap亡「   25   

ユ6   SGissors   50   

27   Spね15pTingsw血8p8int亡r   】00   

三石   Slr且WS   50   

ヱ9   Syd【唱巳S   10ロ   

30   Fus亡   50   

31   Punch   】5   

ヨユ   Vj亡e   15   

∃∃   El∈Ctric工）ボIl   50   

34   Sur払∝Plate   20   

35   AnviI  中   25   

3占   EIG（tricwoodworki∫鳩100l   25   

ヨ7   Ci代ul打出W   50   

ニ   Twi罰dr川   25   

仏7   
予－  
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NoT   ≡qtlipm告郁N釘n亡   
R亡qu⊂或亡d  

Q‘甘  

1001hltJ：  
4  

SGrtwDzIYCTS，CIJttingPl血s，MonkGySpaT）nCr，RoundFil亡，  
●   ■   ■ ■ ■l   ■   

SMASSEProposcdlistofEquipment且nd＆ppar且ttJS知■tWOn亡WlaboraloriesatCEMESTEA  

⊂ATEGORYA・はpriority  

1  1n丑■a・rCdsp亡CITDPhotom＄teT．Withprintcr   2   

ニ  UV〝王sibl仁平∈亡trOphotom⊂t亡rWi血phnteT   ニ   
3  Vacuumpump   ヱ   
4  Magneticsti汀巳r   10   

5  Icem如こer   2   

6  G出亡komato訂叩hwi血printer   2   

7  Abb∈r⊂f血氏Om餌打   2   

8  宣● ■  ●  －            仙   ヱ5   

9  Poladm∈t亡r   25   

10  Co－－d11血C巳met巳rWi止血巳Cells皿dて古口p∈ratur∈prOb亡   25   

田  Pot印tlOmet¢r   25   

12  Jotll亡me旭r   25   

13  Galvanomet訂   50   

14  Highv01tag叩OW訂Supp】y  

15  Bc白k⊂一言   】00e8dlSiz亡   

l占  Beakers  

17  Beak亡l苫  

19  見olmdbot10mCd幻ask  

20  Flatb（氾Omflask  

2l  Erl∈mmFy訂幻鮎k  

ヱ5  Di富Iillin呈8出k   lDe8Cム5i㌍   

26  Dはilli丁場鮎慮  

27  Di写t王11ing瓜田k  

28  DistiIli一喝創出k  

2‰，  Disti11ir唱瓜田k  

－  3l  Dislillingfla5k  

3ヰ  M亡11i一時pOint叩Pむ甘tuS   

35  D王sh亡S   

36  Di血⊂5  

37  Disll亡宜  

】包  EY叩Ontin呈basin  

40  cmcibl∈S  

4】‡  一肌lCit）1∈5  

4ヱ  El巳qrOniくbal訂】C⊂   

43  Adv丸田亡∈dbalances皿alytica】   

44  Ohausb且】m亡亡S   2020 

45  Sph亡ー巳S弧dbaJlさ   之Op且⊂ks   

紳   
酵  A．24  



No．   Eq－ユipm亡ntName   
R  

46   Sph亡rCS丑ndba抽   

47   Sphere写抑db81ls   

48   ロiamoTldm01y畑Od（且tOmic】¶Ode】）   6kits  

49   G沌ptl加molymod   6kits  

50   SodilmlChJoride・mO）ymOd   放ね  

B弧叩CO皿成一OrG】】P5   40  

52   Bam訂yGOnn亡dorclip与   ヰ0  

53   Stackable cell holders 10pairs  

54   Cdlt101d椚   50pi亡亡亡S  

55   M面1）uIb叫dfus亡t⊂封⊂r   10  

5占   B弧町Cb訂g訂   5  

57   鮎血相咄け知呵／   20  

58   ▼ ■・・一 －■■ ＿…l   50  

59   Pip亡批droppin営bott】亡   ヱ0  

占0  R⊂ag皿tbo止ks   100eadl  

占1   Rm巳ntbonl亡写   100巳8dl  

62   W85hbo相e   50  

50  

64   Buretは   50  

65   B城S．r亡tOTtSt加d －   】00  

66   C18mp∝血1抽出   100  

67   100  
Boss  

占包   B11nSmb11m亡r   50  

69   Tripod srand 50  

70   Pip¢¢lay   100  

71   G竜山ヱe   100  

72   Bum釘   50  

73   L已bo叫g鮎bum曙   50  

74   C亡れt日蝕gさt打ga   ユ  

75   CIvom如OgnphyJ且r   25  

25  

77   Chomatog氾PbycoIum♪  卓   25  

78   Bul亡n亡brusb   50  

79   FlaskbnユSb   50  

畠0   T∈武tub∈bm写h   100  

象l   S・T且ngeCOlodm巳t訂   4  

g2   pfi血○∞血d此山iサ巾咄ri   之5  

幻   BじIbl101d打M．E．S   100  

84   CroGO曲eGlipさ   25Pack5  

85   PlugSw加b   25  

弼   Cqpperwire   
87   Di由也1v01tInet訂   Z5  

88   D三吉itdmili叩1□neter   25  

8p   Di甚it山肌net即  P   25  

pO   ■ 呈・－     ■ ■   Z5  

9l   MDYing00irmi耶m∈ter   25  

9＝   Volm亡t叫dl】alr肌ge   ヱ5  

93   Tもis11亡且Inn亡1   ヱ5   

体し   
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No．   Equipmentlヾ抑e   
R∈qu亡訊亡d  

q●サ   

94  Filt打血nn亡IsTunn⊂1s   1s   

95■  Sep打且ti相知nn亡1   25   

96  Tripletap   25   

97  Measur】r唱Cy】inders   25∈貼hsiz∈   

9g  Mc且Stmn呈Cy】indeT5   25亡aCb   

99  Gra血現巳djl唱5   10印dl   

100  PHb餌IGbm⊂t∈T   】0   

50   

102  血oppingplp餌t65   50   

】00   

50   

105  即囲漑相加   50cach   

10占  皇loY⊂皇   100   

107  S滅相gO宕gks   50   

108  Ga5m耶l琶   50   

109  Scis50TS   50   

l10  RDd   10nle8血   

111  Mo軸∫叩dp∈S加   50   

l】2  或Oppe帽   50p；印eS   

】13  Cork   50pi∝eS   

114  tOIlg＝   25   

115  d亡：Si亡C且tOrS   lq   

11占  Co】七boⅣ3andi也acce5写Ori¢S   10s亡tS   

117  Gla5Stub⊂Gutl訂   10   

1柑  如l写⊂   200   

11P  pnhd血亡qrpap訂disp亡nS亡r   5m   

120  Boiling印b∈5   1000piモC∈S   

121  T亡3ttubes   ヱ000   

122  T⊂或tub亡5   ヱ000   

12ユ  Te故山beho】d耶   50   

100   

1ヱ7  Tbmom亡t⊂帽   100   

‾ 1Z塁  memome也帽   50   

129  Stopw8比h   50   

130  Stopw出：h   50   

131  Tubing   コqP耶b中一O．5m   

】ヨ2  T11bil嶋   コqP且CborO．j   

1ココ  ¶止ing   20P且d巧OrO．5m   

1ユ4  Waterdeioni折・   3   

135  W如rstill（鵡ti此r）   3   

丁36  Lieb¢gCO】1d⊂n3∈r   25   

137 StillheaQ .. Z5   

138  Buch刀6rfilt（！rf壇k写   25   

13！〉  S81l・brid∈巳   50   

】40  U一山bc   50   

い＝  Copp打払jlelectrod∈5   5P8Gbor】0   

ユ4：…  ヱincp加亡S   5pa¢ks   

143  ■  …   5pa¢ks   

ル如   
A▼ヱ6  



No．   EquipmentlJam¢   
Requ∈幻∈d  

q‘サ   

144  L⊂adpla咄   5pa仁b   

145  Ho茄nam■svolt立汀汀n⊂M訂   10   

146  B亡ebiv亡Sll巳げ   25   

147  pnetltn且t；亡打Ough5   25   

148  Gasj訂   50   

・149  G貼j打亡OY亡汚   10P耶bor10   

4   

151  De¶喝柁t王丁場申ODm弧dc叩   50   

15ヱ  AbsorptlOnttJb巳S   50   

50   

155  Sampl亡OrOT∈S   2ror担Gh良l亡S叫   

■ 2   

】0   

10   

l印  Labcl）a巧   60   

16ヱ  FTidge   ユ   
】63  pow巳r引ユpp】y   】0   

10   

165  H鞘山岳m打胱   10   

】66  CTX   ニ   
167  L叩tOp   ヱ   
168  S亡anr氾r   

189  ms巳t   2   

170  VCR   2   

亡ATE¢ORYB  

OHP   2   

ニ  S亡i亡ntif‡cc81飢11虹OI盲   25   

∋  Mさin5餌珊Sionl巳ad   10   

4  DIJSlbin宮   20   

So血1∈tロ【mGtjonappm山S弧daccE開肝l∈S  曲   5kitヨ   

6  VideocameTa   

‾  7  1CÅM皇00S亡n亡亡k亡む加柁   

l寸B：Fpr且IrM亡qu巳ⅣOn叩eCi6c癒oTlre虎rto；  

Ⅰ．Phi坤H且汀isC血10gueユ003  
mO脚WaS∈iki（05K）・Sciepc¢抑dEdu且t王OnC且也】oguち4山⊂d．   

BlOLOGYLABORATORYREQUnEMENTS  

A：EQUIPMmS－1STPRIORITY・PERMAJJETSTOCK  

Fo（）dcalohmet巳T   】Opcs   

ヱ  且e甲irometer   】Op亡S   

hctlbaIor   4pcさ   

4  Au10ClaYe   4pcs  

ヰpc5   

5  Aqu訂iunl   】Opcs   

占  Microtone   ユOpcs  

Mi亡ー凸t（〉ne   】Opcs   

7  C巳ntr汎唱亡   ］Opcs   
8  pr甲訂巳dslid鮎  

】0さ璃   

抽プ   
済  A・27  



Equipm亡ntlヾm亡   R巳qUeSled  

】Os亡b  

PT印打edslid亡S  】Opcs  Pr印訂已d51相関  】Op亡S  
Prep打出Slid亡S   10p亡S  

Pr亡p且ー亡d51id⊂S   10pcs  

pr甲訂巳dsli血写   10pc写  

Pr印訂edslid∈5   10pcs  

Prep町edslides   10pcs  

P柁p打亡dsli加S   10pcs  

Pr印訂⊂d51id出   l（Ip¢S  

Pr甲奴Gd51id⊂5   10卯S  

Pr印訂edさ1ideさ   10pcs  

打印打亡ds】id亡S   10pcs  Pr印訂ed写1ide写  10p亡皇   
呈   Photom⊂t6柑   10p由  

Photom⊂【亡円   10pcs  

Photomct亡柑   10pcs   

9   Stc血OSGOp亡S   10pc5  

St血os⊂Op亡S   10pc5  

St巳血oscope5   10pcs   

】0   Cl王no飽t   10p¢さ   

Mkrosc叩eS   50p亡S  

Mi併OSCOpe写   ヱp¢S   

1ユ   BinoculⅢ・5   10pcs   

Camera   10p出   

14   Wモi帥tb山神曙   10画5   

】5   BuTISenbllme指   50pcs   

16   Tripod5tむIds   50pes   

】7   Models   10p¢S  

Mode】s   】Opc5  

Mod亡1s   】Opcs  

Mく〉de15   

Mod亡Is   】OpG5  

Mod⊂1s   】Op亡S  

M（】d亡IE   ユOpcさ  

Models   】Opcs  

Mod巳1写   】Opcs  

M凸de】写   】Opcs  

Mod亡】s   10pcs  

Models   10pcs  

Model呈   10p亡S  

Models   10bc5  

M（）dcIs   】OpGS  

Mod亡l5   4pc5   

●
■
．
 
 

み＼＼   
－・顧  
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No．   Equipm亡ntlヾ皿亡   

Mod亡1s   4pcs  

Md亡1s   4pc5  

Mo由Is   10pcs   

18．  Du虞binwithlid   10p¢S   

D知和血射血   50匹5   

20   R亡翫g亡r8tOr皇   之pcs   

21   C81cul弧Or5   20pc苫   

22   Char堕   10p⊂S  

Char臨   10pcs  

亡har臨   10pcs  

CIlar年   10pcs  

Ch机S   10pcs  

Cllむt5   10pcs  

Cbむ1s   10pcs  

Cha佃   10pcs  

Char臼   IO pcss 

ヱ3   Vidcor亡COrder   2pc石   

24   Videocam訂8   ユpcs   

ヱ5   Dヽ心／VCDpl町訂   4pcs   

26   Ov訂h朗Jdprqj亡dor   4pcs   

ユ7   ロワi一喝OV研   4p¢S   

ヱ8   Ske旭t01l   4pcs   

29   Hotp18t亡   4pcs   

30   T加椚肌一口亡l亡托   50p亡S   

31   Slid亡pr句亡∝Or   4p亡S   

32   S】id亡Yi∈W亡r   4pc写   

33   EIG亡打jcbalanc巳   4pcs   

34   St叩Ⅵ【血e5   100pc写   

∋5   Sa刀dba也   10pG5   

36   Prts∈Ⅳ⊂dMadneorgmi5mS   20pc5  

Pre写eⅣedMarin亡Org弧ism5   ヱOpG5  

Pr亡S亡Ⅳ亡dM且dn⊂Or辞nlSmE   20pe5  

P代S釘Y亡dM包血亡Orgml写叩 楓   ZOp亡S  

Pr巳SerVedM且rin亡0柑むIisms   

Pr¢SeⅣ嘘Madn亡OrganlSmS   20p¢5  

PreseⅣedM打iIleOr皇misms   ・20p闇  

pr亡S亡Ⅳ亡dMa血eor岩肌；与mS   20p⊂S  

pre写亡Ⅳ由M訂jnGOrg弧i3mS   20p亡S  

Pre5引1′由M山五1GOr写弧i3m   ユOpc5  

PrモSeⅣ由Marh亡Or岩肌血ns   20pcs  

P代SeⅣ由M訂ineor写弧ism写   20p¢S  

P托S亡Ⅳ亡dM己一山eDr苫弧ism   20p亡S  

Pr亡≦亡Ⅳ⊂dMar加or8且再ms   20p⊂S  

Pr亡き⊂Ⅳ⊂dMa血eor鎧袖ism5   20pcs   

∋7   Sprir唱b8lanc亡S  ．   10p亡S   

3写   S¢alモb81む1G亡S   10pcs   

ヨ9   TroIl亡y5   10p⊂5   

．40   C凸mput亡ナ   4p⊂5   

ヰ1   PrqjectDT   4p亡5   

ヰヱ   W且t巳rdi写d】1e－   4p亡5   

J勿   碑  Å・29  



No．   Eq－ユipm珊tlJ抑e   
R明ueSted  

q●サ   

43  D亡印丘cc比r   ヱp（コS   

44  Anim81c亡唱∈S・Viv8血   100f巳aCb   

45  T仁1亡Yi5王On   4p亡S   

4G  St亡丁亡Omi亡rOS地p亡   10pcs  

10 pcss 

B：APfIARAmS－21・JロPRユOR打Y一己コ（P王TIDABL王S  

】00pc写  

100pcs   

2  Testtubewi也co†短   200p亡S   

3  T亡武hlbGr8Gb，   

100pcs   

8  B亡址椚－Pyr鞘   50pc5  

B亡止∈柁－PyT比   50pcs  

B∈ak亡rS－Pyr軋   50p⊂S  

B亡a上巳柑－Py⊂X   50ml   

12  Blユ1bbold∈rS   

田  
14  Boilirlgtube5Wi血coTk写   

15  W正亡gauZ亡   ヱOp¢S   

エロp仁王   

之0  Hack5；aW   10p巳5   

ユ2  Pla筑icb鮎k亡也W地亡飢′訂S   

一 之3  Syring甲   

Syringes 

24  Wat亡rbロセl∈5   

ヱ5  Fl皿n色l   

亡：R且ÅGENT＄AmSOLUTlON：3RDpRユOR】TY：CONSUMLES  

1 Chemical 201i廿es  

Chemical   10kg  

Cbemical   】000g  

memical   101唱  

⊂h巳micaJ   ‖i甘亡  

11itr巳  

】Olitres  

Ch餌micaI   】Oli廿亡S  

10kg  

Ch亡mi亡且1   101i仕亡豆  

Ch亡mi（忠】   101it陀S   

物   蝉  
A＿30  



N。．   Equipmcnt Name 

ChemiGal   

Chemi亡且l   

mmicaユ   

C11emi¢由   51i加5  

Chく：mi¢aI   51i℡e6  

Cb亡mic且l   51唱  

Cb∈miGal   11i廿亡  

Ch打icd   1k色  

Ch印Ii仁山   ‖瞳  
Cb缶Ⅵic81   

Cbcmical   

CムcT山cal   

Cb¢mi¢8Ⅰ   1H廿モ  

亡he】¶i飽l   lkg  

Cll∈ロ1i凪1   ll正亡r   

ヱ   En箪／m亡S   1kg  
En司・lrI⊂S   ・lkg  En甲】田  lkg  
En勾Ⅶ亡S   】火星  
En卑／m∈S   lk各  

En叩C≦   lkg  
E呵meS   1kg   

3   ーSl】r苫ical■GIDVeS   50pksorI00et亡h   

4  Ga5Ca正三dges  12pcs   

5  D巳1iveヮmbes  】00Tn地t5   

ITEMSI70RMAⅧMATICSROOM  
1．   Manila   20rちmlS   

2＿   Ⅹ血Ⅱingtk舘d   凹jOr亡■dl∈01（】W  

紐it血g眈柁ad  

餌血in鳥山℃且d  

Ⅹnit血射机舶  

】．   Glue餌jck   10doヱmS   
■  

4．   Wood宮Iu亡   10b仁山es   

5．   0茄ceg山e   】Ot10tu亡宣   

6．   Rubbcr bands 

Rubbモ汀bands  

鼠ubb打b8nds  

Rubberb且nds  

Rubberb抑ds  

7＿   TTaCingp叩訂   10roIIs   

8．   Matchstick5   1canD1101】   

9．   S一丁awミこ   】Opa汰⊂也   

10．  怠l桓Ⅶ血   10（Ioヱen5；   

ll一  FIi白油打b   】Odozm写   

12．  FeltpⅢS   lOd8Z亡ny仁OtOtlrS   

13．  Dlユ頭e5Spl亡比丘or血山k   10d（I2enS  

Du甜e写さPi維∈50f血alk   5如ZmS   

14   Soma¢ub亡S   1sack   
毎
．
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No．   EquipmentNam巳   
Reque筑亡d  

q■吋   

15  BG且d皇Ofdi丘ヒー亡nt亡Olours   川plCkets／亡b】ou†  

Be且dsofd此忙ntCO】ours  

B亡8dsofdi如t¢01011rS  

遇eadsofdi詭ー亡nt⊂0】8urS  

B∈8d50f■di飲ー巳りtCOI01JrS  

16  M且也】亡m且ti¢d也b】亡S   50・COpl⊂5  

Ma山肌血i亡allab】∈S   58copl⊂S   

17  McTcrrul亡S   20piec亡S  

ヱOpiec田   

18  Blaclこbo訂dnlkrs   ヱOp鹿田  

B18亡kb亡〉且rd】11c招   20p加亡S   

19  A50m吋¢也Peme出ur亡   10p王巳∝5   

20  SpriI唱b且l皿¢C   20piec閃   

22  Plar帽mirT（I指   ヱOp加亡S   

Z3  Geometdcal別心   ヱOp加∈S   

24  At185笥   10pi餌eS   

25  PlⅢeybe晦   10se也   

26  P18yingca∫由   川p引火餌S   

27  Po】也bl亡S8食bo町d   】Op加亡S   

32  且巳止e巧二i）50ml   

33  B亡IIs   

34  Stopw且tdほS   

35  V巳mi巳r腿1ip⊂托   20pi鰐eS   

36  Mi亡TOTn亡廿亡S椚Wg耳uge   10pi∈C∈S   

38  Hydrom飢汀   

39  0明沌owc且n（Eur∈kac加）   

40  WatlGIo（コk   

4l  Gcoboむ▲ds－PI鮎ticorwood肌   

42  P亡gb（柑rd5－pO血b】¢   10p鹿田   

43  F】x亡d訂idbo町d   

44  Bl虻kbo打dgcom打icalin筑ruments   10s虞S   

45  Polygo血5h8P亡S－鮎沸爪∈d   10pack巳巧   

4（；  Ma評di亡亡OmPaSSPロIntS   10pic∝S   

50  C8】culalO†S   

C81¢u18Ⅶほ   

51  Tick巳r」t叩Ctirner   

■
t
．
 
 

・：掬   
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No，   Equipm印tTJm亡   

5ヱ   Tro】1cys   10pi⊂C亡S   

53   Trundl亡Wh亡亡1   10 pieces 

54．  Pul】町SOfdi丘ヒr亡ntd；amete巧   10s亡也   

55．  Dice   Åp鼠亡k⊂teaCh  

Di亡亡  

Dic亡  

5（；．  Ludo   10pi巳比5   

57＿  Sn且kesand18dder   10pieces   

5邑．  m8u少It   10，p且Ck亡也   

59．  Cbe∬・boa∫d   10packe也   

60＿  ーl ■ ■■   ■■1■   

6l  Ⅵmil亡bo山一d：   10piec¢S  

（i）P（）11ib】亡   lpie¢e  

（王i）Awallbo訂dwithon¢5i由h8Vi喝a釘idfbrg叩hing  

占2  AbacllS   】Opi亡亡亡S   

毎   

餅  
A－ココ  



A】l皿鱒一4：Tb亡J且p且n，5Gr血ntAidSc血色me  

neGraBtAidProgTamprOVidesarecipiezrtcountrywithndn－reimbursablefundstoprod∬e  

thefhcilities，equipmentandservices（engineeringservicesandtransportationoftheproducts，  

etc・）fbrecoT10mi¢andsocialdeve】opmentofthecountry皿derp血ciplesin且CCOrdancewith  

th巳relevantlawsandregula‡ionsofJapan．GrantAidisnotsuppliedthroughthedonationof  

mat6dalsassIJCll．  

1．GmntA王dProcedure  

l）Japa皿■sGra机AidPro訂むnisexecutedthou妙也efollowingp加edures，  

Application  （Reql】eStmadebyarecipientcour］try）  

S山dy  （B鮎jGDe5i訂知dyconduct∈dbyJICA）  

AppTai5al＆Approval（AppraisalbytheGoveT7mentOfJapaTlandApprovalbyCabinet）  

Detem血tiol】OfImplemeれ也tjoI】  

（TheNote5eX亡hangedbetweenthe（∋overnJtleTltSOfJapana＝1dtheTeC；pie71tCOun呵′）  

2）Firstly，theapplicationorrequestfbraGTantAidprqjeGtSubmittedbyarecipientcolm廿y  

is exaJninedbytheGovernme71tOfJapan（theMinistry ofForeignA戊血s）todetermine  

Whether or notitis eligible fbr Grant Aid，Iftherequestis deemed appropriate，the  

GovemmentofJ叩anaSSigrLSJICAtocon血ctastudyontherequest．1fnecessary，JエCA  

Sends aPreliminary Study Tearnto therecipientcouzl仕yto con且mtheconientsofth巳  

requeSt▲  

Secondly，JICAcondlユ亡tSthestudy（BasicDesi印Sbldy）⊃uSingJapanesecoTISultingfirm5．  

Thirdly，theGoverTme血OfJapanappraisestheprqjecttoseewhetherornotitissuitablefbr  

Japan■sGrantAidProgramne，ba5巳dontheBasicDesignStudyreportprepa＝edbyJICA，and  

theresultsarethensubmittedtotheCabinetfbrapproval・  

Fourthly，theprq5ect，OnCeapPrOVedbytheCめirlet，becomesofEicialwiththeExchangeof  

Notessignedby也eGovernmentsofJapanandtherecipientco叫．  

Finally，fbrtheimplementaてionoftheprq5ect，JICAassiststherecipientcountryinsuch  

maue指a5pr印mngt∈nders，COn廿aCtSandsoon．  

2．BasjcDesig口Study  

りContentsoftbeStudy  

TheaiInOftheBa5icDesignStudy（hereinafterreftrr巳d・tOaS”theStudy．r），COnductedby  

噂■   At34   



JICAonarequestedprqject（hereinafterref岳汀edtoas r■thePrqjectlT）7istoprovide＝abasic  

documentneces5ary fbrthe appraisalofthe Prqjectby the Govemment ofJapan，The  
COntentSOf也eStudyarea5鈷1lows：  

a）co血mation ofthe backgfOund，Objectives and bene触ofthe Prqj巳Ct and also  

institutionalcapacityofagencies concernedofthe recipient coun叩neCeSSaryfbI・the  

Prqjectlsimpleme山飢ion；  

b）evaluationoftheappropriatenessofthePrqjecttob巳implementedundertheGrantAid  

Sc匝】Tle丘om也eてe止血cal，紺Ci出血d巳COnOmicpolnt50rView；  

C）GOn丘rmationofit餌1Sagreedonbybothpartiesconcemingtheba5icconceptofthe  

Prqうect；  

d）preparationofabasicdesignofthePrcject；and  

e）仁StimationorGOStSOf也ePr函比  

Thecontentsof払eoriginalrequestarenotnec巳SSari1y且PPrOVedintheirizdtialfbrmaS血e  

COntentSOftheGrantAidprqject．TheBasicDesignofthePrq5ectiscon丘medconside血皇  

theg11i由linesofJ呼an－sGrantAidS血eme．  

TheGovenⅡ1entOfJapanrequeststheGoverzmentoftherecipientcountrytotakewhatever  

rneastDeSareneCeSSarytOenSureitsselflrelianceintheimplementa也onoftheProject．＄uch  

me鮎u代SmuStbegu血teed即en血ou虚血eymay血1lol鵡ideof血ejl∬bdictionof血e  

ローga山z釦ionin也巳reCipi訂正COun叫aC山由1ッimplementi喝也亡Pr（づe軋nerefore，仏e  

implementationofthe Prqjectisco血edby allrelevantorganizationsoftherecipient  

COlm仕ythro11ghtheMin11teSOfDisc1155ions・  

ヱ）Sele亡ti抑OfConsult訂Ⅲ  

ForthesmoothiInPlementationoftheShldy，JICAusesaconsulting丘mselectedthrough  

its ownPrOCedure（competitive proposal）．The selected五nn participate5the Study and  

PrePareSarePOrtbaseduponthetermsofreftrencesetbyJICA．  

Atthebeginningofimplementationa鮎rthe王xchangeofNotes，fortheservicesofthe  

DetailedDesignandConstructionSupervisio平OfthePrく函Ct，JICArecommendsthesame  

COnSu］tingiirmwhichparticipa‡edintheStudytotherecipientcq叫，in・Ordertomaintain  

thetechnicalGOnSislenGybetweentheBasicDesignandDetailedDesignaswellastoavoid  

偽ク  
＼   曙  A－35  



弧yunduedelaycausedbytheselectionofanewconsulthghrm＿  

3，Jap餌l■sGrantA；dS亡玩血色  

l）Excb血g∈OfI寸otes（E／N）  

JapaJl’s Gr且nt Aidis extendedinaccordance withthe Notes exchanged by the two  

Ooven皿entS COnCerned，in whichthe objectives of the prcject，period of execution，  

condi也onsandamotmIoftheGrantAid，etC．，ar∈COnfirmed．  

2）‖TheperiodoftheGTant‖meanstheone丘sc且1yearwhichtheCabinetapprovestheprqiect  

fbr・Withinthe鮎calyear，al1procedure suchas exchanglng OftheNotes，COnCluding  

COntnCtSWithconsultimgfimsandcontractorsand血alpaymenttothemmustbecompleted，  

However，incaseof．del且ySindelivery，installadonorconstructionduetounbreseen臨ctors  

S11Chasweather，theperiodoftheGrantAidcanbe血也erextendedforamaximumOfone  

鮎亡山yea∫atmOStbym11tuala許eementbebveen也etwoGoveI皿e戒S・  

3）Urld訂血∈Gra吼inprinGiplちJapan¢さeprOd11璃皿ds打Yic∈S加Illding廿弧SpOftOr也0さ亡  

Of也ereclplentCOuntⅣ訂etObepⅥrCba5ed．  

WhenthetwoGovermlentSdeemitnecessary，theGrarltAidmaybeusedfbrtheplⅡChase  

of也epro叫CtSOrS∈Ⅳicesofa也iIdcolm正y．  

However，theprinecontractors，nanelyconsulting，COntraCtingandproc11rement丘ms，are  

l血itedto－リ甲meSena‡ionals－－．（netem■り叩狐eS已nadonals－，meanspeTSOnSOfJapanese  

nationalityorJapanesecorporadonscontrolユedbypersonsofJapanesenatiQDality．）  

4）Neceさ与ityor‖VeIifi亡atioTl‖  

TheGovernmentoftherecipientcountryOritsdesignatedauth0ritywi11concludecontracts  
denominaiedinJapBJleSeyenwithJapanesenadonals・ThosecontractsshaユIbeverifiedbythe  

Gov亡TTmentOfJapan．This■TVeh丘ca6on’一isdtemednecess且rytOSeClmaCCOunt血ilib・Of  

Japan巳Set且Ⅹpay巳rS．  

5）UndertakingsrequiredtotheGovenmentoftherecipientcotm   
a）tosecure且lotoflandnecess且ryfbrtheconstructionofthePrqラectandtもcIcarthesite；  

b）toprovide伽ilitiesfbrdistributionofelectricity，Watersupplyanddrainageandother  

incidentalfhcilitiesoutsidethesite；  

隼   
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C）toenswepromptunloadingandcustomsclearanceatportsofdisembarkadoninthe  

recipient亡O11n町andintemaltranspoTtationthereinoftheproductspurchasedunderthe  

GrantAid；  

d）toexemptJapanesenationals缶omcustomsduti巳S，intemaltaxesand五scall巳Vies祀ch  

maybeimposedintherecipientco皿tryWithrespecttoth巳SuPPlyoftheproductsand  

seⅣi亡eSunぬ血Ⅴ∈戯∈dcもntracts；  

e）toacco吋Japan∈Sena血血swhos∈呂∈Ⅳicesmayb∈甲q血出血comectionwi止血e  

supplyor也巳prOductsands訂Vic∈S一皿de一也ever王鮎dcon廿actssuehas知i出i琶出maybe  

necessaryfbrtheirentryintotherecipientcountryandstaythereinfbrtheperjbrmanCeOf  
也eirwork；  

f）toeTuu＝ethatthefacilitiesconstructedandproductspurchasedundertheGrantAidbe  

maimiedand11SedproperlyandeffectivelyfbrthePrqject；and  

g）bもeafau也巳eXp孤S時0也er血弧也osecoveredby血eOrantAid，neCeSSa汀知【叫  

Pr（車Ct・  

6）t■ProperUse■■  

The recipient coIpn廿yis r叩ユired10maintain aJld use the hcilides con旦truCtedand  

equJPmentPurChasedunderth巳Gra班AidpTOperlyandefEectivdyandtoassignthenecessary  

staff鈷rop巳rationandnaintenanGeOfthemaswellastobearalltheexpensesotherthan  

也osecoveredby也eGra山Aid，  
::I 

7）‖Re一己XpOr【■t  

TheproductspurchasedundertheGrantAidshallnotbereTeXPOrted加mtherec】Plent  

亡Olmhy▼  

8）Ba嘘ingA汀狐geme瓜田／A）   

a）TheGoverrmentoftherecipierrLCOlmtryOritsdesignatpd祖th0rityshouldopenan   

8CCOuntinthenameoftheGoverrmentoftherecipient亡Ountryinanauth0rizedfbreign   

exchangebarLkinJapan（hereinafterrefhedtoas”theBanktT）・TheGoverImentOfJapan   

wi11executetheGrantAldbymakingpaymentSinJapanesey巳ntOCOYertheobligations   

incurredbytheGovemmentoftheTeCipientcountryOritsdesignatedauth0叫′tlnderthe  

v¢ri丘edcontTaGtS，  

潅  
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b）nepayme瓜S雨11bemadewb血p且ymenlTeqⅥeStSarepfeSentedby血色Ba＝血to血e  

GoverTmentOfJapan皿deranAuthorizationtoPay（〟P）issuedbytheGovemmentof  

recipientcoultryOritsdesignatedauthority・  

9）AuthorizationtoPay（A仲）  

The Gover7ment Ofthe reciplent COl皿try＄hould bearanadvising commi5Sion ofan  

AuthorizationtoPayandpaymentCOrrmissiontotheBank・  

鱗   
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Ann田ト5：MajorⅥ□d仁山且k喝＄tObebk亡nby組曲喜OYer皿memt  

下lo   Ilkms   Tbbc  

印V訂dby  y  

GT訂1tAid   

＄ide   

Tos亡屯u托1山Id  ●   
ニ   TDCk叫1FVモⅠ帥d陀C】由mthesitewheIlnC由8d  ●   
ユ   To印n写hld写加Sabd知cesi∫l且nda柑Undth亡Site  ●   
4   Tocon或m虎t血色parki喝10t   ●  
5   Tb∝l蜘虎和且d5  

l） Wit血也亡Site   ●  
2）  Out扇d¢止∈如∈  ●   

6   Tb00n或md血亡b山IdiI唱S   ・●  

7   Tbpm肩de免c王1iti郎缶【血∋d血ributionor亡k舘1口恥W且ter叫即転  
dmi血辟弧doth訂incidentd鮎王1i占由  

1）  且e由仁ity  

●  a．Th巳dis出血df唱血eto也esitモ  

b．n亡dr叩而血即血相tma】winngwi血n也門it¢   ●  
c．T血色ITl占n血孔1itbrcak亡randtrans氏〉rm餌   ●  

2）   a．Thecityw温terdi吉山b山ion血totbesile  

b．Th仁叩plysy如Ⅶ扇血n血esite（ー眈dd喝抑d8lev加東ta】血〕   

3）   Drai血ge  
乱 丁hecitydliina呈らm血（知ー弛m，緒W餅肌d血耶）to血e8it¢．  

b．nedf且in8ge耶tem仲rtd餌5eW町Or叫心且如，或Omdr血喝亡   
皿d吐k吋■両ttdntbe血e  

4）  G且SSupply  

5）  寵】甲h凸n亡Sy如m  
a．ThetelephoEIetnlnklinetothemaindistribution丘■aTne／panelOADF）  

l   ●  
of也ebuildln呈  

b．TlleMDF血dth亡e虹弧Sion且鮎ー血ehIIldpa口el   ●  
6）   fumimreaTldEquipment  

a．Gモner山且mitur∈  ●  
b・pr句ed∈q111Pm8nt  ●  

台   Tbbql‾tbe鈷nowi喝COmmissioIl与tOtbeJap弧亡虻b且止血■the  

bal舶喝S町Vic∈与b孔S6duponth亡もノA  

l）  Advisi喝eOmmi£如noFA伊  ●  
2）  Payment用TI血ssion  ●   

少  ● ‾   ■   ●・● 三・l■  ●    ‾    ■・■●  ■ ■ ‾ll   ■  F  

brecll〉lentGOuntlV  

・1）  MBcrinc（Air）transportationoftheproducts鮎mJ且PantOthe   ●  
柁Ci由仁ntGOu皿廿Ⅴ   

／‰  
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ヱ） T孤藍色mptiona血Ⅶ如mCleaT且nG亡Ortheproduぬ誠血epo正Or  ●  
di写embark且tion  

●  ∋）  bt巴m出せan甲0血tion庁omthepo正Ordi8∈mbark血ontD也eprqie坑  
Sjt巳   

10   恥且C斡rdJapanesenation已1swhose皇灯Vi亡早さロ町b＝∈qu加din  ●  
●  ‾   ●■ ▲     ■   ■●  ■   ‾ ● l■      l ‘     ‾    ■‾   ■  

Ⅴ㌫重dてOnt相成SuCh免cil；tie5粥maybenec郎S叫′鈷r血占r叩  
intolberecipi郡tGOu爪けandstay也訂ein知rtbep町血manceof  
dl亡kwork＿   

Tbex餌nptJ叩弧eSen且tioqals丘omcu筑OmSduti亡ち血emaltaxesand  ●  
OtheT鮎callevieswhichm良yb巴imposedintherecipientco叫  
Withr母野6dtDtbcsupplyoftheprod11亡ほm再er扇c6Sund亡r山e  
Veri茄ed（泊n廿良CB．   

1ヱ   Tbm扇爪裏口孤duseprop亡rly已nde飽亡tively血e鮎iIiti巳S  ●  
COnStn一正ed出dequIpme爪PrOVidedundertheG氾鳳   

13   Tob亡Ⅳ山1tbe叩e璃eさ，成herthanlhosetobcbomebytll∈GTa叫  ●  
neGeさSa7鈷rconstnlCd皿8f血色鮎il；由き貼Wdla5鈷rthe  
廿弧印0止血抑止dinF血l血onofl加亡qulpm亡nt▲   

物
 
 

●
t
．
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Amex－6：FutlEetrainingplanatCEMA6TEA   

TrainingProgrammeofCEhiASTEAafterSMASSEPha8e－2  

A．■INSET取出血ghⅨeny8  

Qu山i丘ca血）nロf  

で＝ainiI棺Coじ∫さe   Tar写れOf Tr血◎e昌   Parヒidpant8，工f  
P摘t   Pむ鷺i即a且t   

Dlユーation  n血e8／y組＝   
且ny   

1Na也on乱1エNSET  100Ce瓜廿鯛X4  M・耳d，B■Ed，  1，017pe＝SOnさ  200pe＝SOn5  2weekヨ  8血e3   
T：r血g  8ubゴe¢tX4  Dip・Ed．AT4  h2005（1・7），90  
（Di8廿i亡tC弧加  per50n畠〆2  

Tご良iユefさ  p（ばSOn≦；  week白X12  
Tr且inbg）  G＝Onp   

2EduはtOfでra血g   
（1）p血dpal  4，000p血dpal  M・EもB・耳d，  253persons血  200pe＝SOnS  1week  6血es   

Wo：血止叩   O一組亡槻由．tγ  

8血0018   peT80n畠1n  

2005，1week   

（2）DEO■∃  72DEO8   M・Ed，B・Ed  72p¢rSOnS止  

Wor生血op  別03．47  
p色r80nヨi皿  

2005．1w朗k   

（B）Dep山野  乃Dep11砂  M・Ed，B・Ed  72pef∃On与  1weモk   1dne   
DEO■畠Wo止占上op   DEOs  

（心即癌0   1．800p町SOnヨ  M・Ed，B・Eも  178pef帥ユb  200p即早○耶  1w8ek  3血朗   
Wo止さbop   QASO   Dip・Ed，Aでも  

pl   、．．   

（5）Sta止血01d即  M・Ed．丑・Eも  

Wo上k8bop   Dip・Ed，Aで4   

Bpre・鋸椚正治T11tOrS且nd血80血肝でraj皿hg   
M・Ed．丑・Ed  

H加つ．Dわ・Ed   

TeacberConege畠   

（7）INSETfbT  ヱ00persons  
Pri皿aごyでea血er  ・咄・   
cqu叩S   

（8）1NSEで鮎T  M・E軋B・Ed  200per的1与  1w鯛k  a也me畠   
TIVETMatb＿  m，Dip・Ed  
andS（】i（）皿eQ   

（9）JOCV  l‾l＝l；…  
Tra血g  nee由  

（10）Otlorsif  

any   nee由  

呵   鱗  
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An力戚芯一8 Cd由血血riteⅡ旧・8ele（：血n  

（1）Eq山pmentwもi血hl五鮎tもe缶nロボIlg血捷血』00mide矧＝吊粗血山鹿札出血e   

Pr房e鵬   

乱Eq叫）mentwki血誌nee鴨Sa巧地雨r印k鴎dもecan紀血ee玉垣thg印面pmentis  

tooold丘）rWO血   

b■Equね血entwbicb由nece与弧Ⅳb加a血旭丘加温闇e q凹地ofthe ex止咄  

eq山pmenti畠山血0止血ー色Ⅹpe血色ntandtrai血喝．   

仁 Eq山pm占ntw出血由neoe貼aⅣ血rINSETt血止ng血plementa血   

d Eq山p皿≧ntw‡止血但nbeope臨鹿dby明e持’s邑11  

（2）Equipmentwhichfu1五nsthefbllowingcriteriaisLCOnSideredtob台地the   

Pr可鋸t   

a．Eq－ユ桓mentwbidbi占uSed缶rbigb・許adeexperimen也   

b．EquipmezltWhichi＄di伍culttobei皿与ta皿edintobuildizlgand di丘cult tobe  

managed．by11Ser   

C Expen良知e色qu匝mentwもi血庵low丘equen亡yinu畠e   

むCon凱1血色bl時神色搾p8r晦and代8gent   

e．EquipmentwhiclluSerisdihlttopl止dla昌eitscon畠umabl鮨aTld8ParePartB   

iEqllip皿entⅥ・出血由【やq血edexpe鵬ke∞畠t如血a血愴n8皿Ce  

騨   

Aノほ  



5.　ミニッツ(基本設計概要書説明調査)



MImESOFDISCUS射ONS  
ONT且EBASICI柁SIGN＄TUDYONTI‡EPROJECT  

FORTHEEXPANSIONOFTHECENTREFORMATIIEMATICS，  

SCIENCEANDTECHNOLOGYEDtJCATIONINAFRICA  

INTIIEREPUBLICOFKEN￥A  

（EXPLANATIONONDRAFrREf■ORT）  

hDecember2005．theJapanInternationalCooperationAgency（hereinafterreftmdtoas  

“JICA”）dispatch巳daBasicDesignStudyTearnonthePrqjectfbrtheExpansionoftheCentrefor  

Mathematics，ScienceandTechnoIogyEducationinAfhc且（hereinafterreferredtoas“thePrqject”）  

totheRepub］icofKenya（hereinaftcrreferredtoas．’駄nya”），andthrou苫hdiscussion，f弛IdsurYey，  

andtechnica）examinationoftheresultsinJapan，JICApreparedadr且ftreportofthestudy．  

Inordertoexplainandtoconsu】t鮎nyanauthorityconcernedonthecomponentsofthe  

draftrepo几JICAsenttoKenyatheDraftReportExplanationT巳am（hereinafterreferredtoas“the  

Tefarn”），Whichi＄headedbyMr．HideakiH訂ada，GroupDirector，PrqjectManage叩entGroupⅡ，  

GrantAjdManagementDepartment．JtCA，fromMa托h19toMarch25，2006．  

Asaresultofdiscussions，bothp打tiescon負rmedthemainitemsdescdbedontheattached  

she亡tS．  

NaiTObi，Ma托h24，2006  

■詔私設一  

Prof・E旺咤aMutahi  
Peman巳ntS亡Cretary  
Mini畠tryofEducation，  
Repub】icofK¢nya  

Mr，mdeakiHarada  
kader  
DraftReportExplanationTearn  
JapanInterTlationalCooperationAgency  

A．44   



ATTACHIMENT  

1．Componentsofth亡DraftReport   

TheKenyansideagreedandacceptedinpTlnCIPlethecomponentsofthedraftreportexplained   

bytheTeam．Afterfur【herdiscussions，LheiternsoftheequipmentwererevisedasAnnexl－2．   

Both sides connrmedtheitern＄COVered by the PrQject would be a＄follows．JICA will   

r已COmmendthemtotheGovernmentofJapanforapprova】，  

（1）Theiternsofthefacilit享esarelistedinAnnex－1－1・  

（2）TheiternsoftheequipmentarelistedinAnnex－l－2・  

2，Japan’sGrantAldscheme   

TheKenyansideunderstandstheJapan’sGrantAidSchemeandthenecessarymea＄ureStObe   

takenbythe GovemmentofKenyaas∈XplainedbytheTeamanddescribedinAnnex－4and   

Annerx－50ftheMinutesofDiscussionsoftheBa5icDesig71Studysignedbybothpartieson   

December6，2005．  

3，ScheduleoftheStudy   

JTCAwillcompletethe翫alreportinaceordancewiththeconflrmeditemsand＄endittothe   

GovernmentofKenyabyJune，2006．  

4．Otherrelevantissues  

4－1．LegalOrderandTitleDeed  

TheMinistryofEducationpromisedtoobtainandgazettethe‘I・ega10rder’oftheCentrefor   

Mathernatics，ScieinCe and Technology Educationin AfHca（heIeinafter referred to as  

“CEMASTEA”）tomakeCEMASTEAaninstitutionundertheMinistryofEducationbythe   

middleofApri12006．TheJapanesesidewillre－COnSidertheimplementationofthePrqjectin   

CaSethesaidLegalOrderwillnothavebeengazetted・   

TheTeamconfifmedthroughth亡di呂CUSSionwiththeMinist（yOfRoadsandPublicWorksthat   

the‘7＆tterOfAllotrnent’isthesufficieT）trequlrementforacqulrlngtheBuildi咽Permitofthe   

PrqjectinsteadofobtainingtheLTitleDeed’whjchisrequiredfbrtheprivatelandowner．Inthis   

regardtheTeamconnrmedthe’lJetterOfA］lotrnent’fbrCEMASTEAhasalreadybeenissuedby   

the authorityconcemed・HowevertheTeamemphasizedthatCEMASTEA shou】dobtainthe   

LTitleDetd’forthesecurityofthep］ot．  

4T2，Environm¢ntalImpactAssessrnent   

Th巳KenyansidepTOmisedtoobtaintheEnvironmentalhnpactAssessrnerltaSSOOT）aSPOSSib】e   

WhichisoneoftherequlrementSfbrimplernentationofthePrqject．  

畝＿   
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4－3．To亡1ear，1evelandred且imth母島ite   

TheKenyansideagreedtocompletetheclearanceoftheexisting且dministration■buildingand   

treesintheconstmctionarea，andthenlevel叫dreclaimthesitepTlOrtOthecomrnencementof   

COnStmCtion．   

4－4．MaiれtenanCe   

TheKe7）yan＄idepTOmisedtosecureenoughbudgetandpersonnelforproperop8rationand   

rnajntenanceofthefhcilitiesandequlpmentPrOvidedbythePrqject．  

4L5．NeworganizatioTIChartoftheMiTlistryofEducation   

Theup－datedorgaTli2．atioTIChartoftheMinistryofEducationisattachedasAnnex－2．  

4－6．Co一班dentiality   

Bothsidesa吉reedthatthedraftreportsh且】lbeconfidential，bedealtwithca陀餌11yandnotbe   

disclosedtoanyotherparties untiltenderopenlng・  

Annex－1・1；Itemscott，redbythePrqiect（Facilities）  

Annex・1－2：ItemscoYCredbythePrqject（Equipment）  

Amnex－2：Organi2ationchartoftheMinistryofEdllCation  

桝  
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Annex－1－1！It七ⅦSCove托dbytlleIIrqject（pacil手広鮎）  

四  
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At）neXrl－21te印iCOVCrCdbvtJ］eProiectrEcll   

No  Code   Equipm¢ntN弧Ie   
P】町In亡d  

q廿  

PIi－】   E】ec廿ロnicPrecisionBalan亡C   5   

2  PH＿2   Free下a】】Experimen血】Apparams   

4  PH－5   Ⅴ∈mi∈rC如1ip¢rS   1．0   
5  PH－6   Mi亡rOm亡ter   

咄 
10   

6  PH一旦   Alarm或0ロ亡Io亡k   

7  PH－9   Stmboscope   
10   

9  P織－11   DCVoltmeter   7   

10  PH－12   ACvoltm6tCr   10   
PH－13   DCAmmet亡r   10   

12  pは▼14   DCAmmet亡ー（cen廿¢meter）   18   
13  PH－15   AC Ammetet 10   
14  PH－1占   MiぢrOamm¢ler   

15  pH－17   Galvanometer   
田  PH－18   D∈mOn沖・且tion旦a】val10m6t6r   

17  pH－19   C血ittester   

1皇  pH▼20   M¢t¢rbridge   10   
19  PH－21   Variableresi5tOr   10   
20  PIi－22   pot止IeWもe幻或On8brid皇C   10   
21  PH－ヱヨ   Resis也n亡ebox   10   

26  pH【ヱ9   Setorp山1eys   10   
27  PH－ヨ0   Ⅵn8∈landax】e   5   

28  PHt31   Inclined plane 10   
2p  PH－32   Fricti¢neXperih巳nhlapp町且血S   

3l  pH－34   bpeパm∈nt且l如e15pr王叶g   

PH－39   Ca正acce】eration叩p訂a山S   

37  PIiヰ0   Lin亡訂airtrack   

39  PH」ヨ   ExpcrimenlalYaCuumdr印加be   

40  PH－45   Elecけicrotationplat鈷m   ち   
4l  PH－4（i   C011i5ionb且11s   

42  PH－47   Gyros亡Ope   

43  PH▼56   RotarYYa¢uumpump   
44  PH．61   ¶6malcondl】Ot血Iapp血S   
45  PH－62   ConvectiorlapparatuSfbrdemon5tration   
4占  P柑－63   Line訂expaIISiol一也如r   5   

47  PH－64   HeatexparlSionb且1Iandri相   5   

4畠  pIJ－65   DらWpOint汀陀aSⅥ柁mentd印ice   
49  PI］－66   王 ●  l ■‖‖■】■．・．■ ●・・   ち   
50  pH．‘7   Mecbanicalg且SmOde】app且r且山芋   ；   

5l  PH－93   NGOdymiumma卯8tS   

抑7  
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No  Code  叫pmentNa珊e  
Ptd   

52  PH－95  Ma訂1¢tisingappar血5  5   

5（；  PH－1ユ9  RegulatedD．C．powersupT）ly  
57  PH－130  Pow¢rSuPPly  

60  pH、1〕5  Bun写モロbu汀沌r  】0  

Cll亡mi5；t  

口  CH・】  A刀alytic且IB8Ian亡e  5   

2  CH－2  DryingOY印                                  2   
3  CH－3  M且ntleHeater  5   

lO   

10  CH－】コ  Wat仁一Ba址wi址Sh且k∈r  5   

四  CH－14  R且d；atioIld亡teCtOr  5   

12  CHt15  Ⅴ且CロリmpumP  2   

13  CH－1‘  Ⅰ叩mak∈r  2   

】4  CH－17  Abbe帽危actome健r  2   

15  CH－19  Polarim∈ter  2   

lO   

17  CH－22  Jou】色meter  

1名  CH－23  Galvanomet6r  15   

19  CH＿24  Hi只hvol也来epOW即さupply  
5   

20  CH－25  DigitalMicm5COpe  l   

21  CH－26  Tablel〕al且nCe  lO   

22  CH－27  M0lemlars廿u仁一uTemOdel  10   

23  CH・28  Mol眈uI訂5帆亡山門mOd¢10rg弧i¢  10   

24  CH－ユタ  Ba鵬Ⅳ8n（】亡haTfミer  10   
25  CH－コ0  Rdo正St且ndsぢt  

2（；  CH－31  加nserlbllmer  

ヱ7  CH－32  Tr王podsbndsd  

2苫  CH－∋3  AIcoh（〉】lamp  

ヱ9  CH■ヨ4  Labor且tOn′史恕もⅥmer払ー脚SCa一山d併  
30  CH－ヨ5  Cent山九g亡  

31  CH－コ¢  Vo】taic¢¢11  】O   

32  CH－3g  DCvく・lbl巳kr  コ5   

33  CH－3p  DCmilivo】tmet¢r  25   
34  CH－40  DC包丁Tlmeter  25   
コ5  C】1－41  DCmil血Imet訂  25   

田  CH－42  ACAmEter  25   
37  CH▲43  ACVolt7neter  25   
38  CH－44  PHb∈nGh】¶モter  10   
コp  Cli－45  Des王亡CatOr  】0   

40  CIl＿46  Gla5S山becu鵬r  】0   

41  CI】－47  Glassc山ter                           】0   
4：！  CIl－48  Digiblstopw且tdl  ユ5   

43  CIl・49  Ana】0即C51DpWatC】1  2∫   

押叩  
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No  Code   EquipmentNatn∈   
Pl釘In⊂d  

q▲け   

44  CH－5】   Waterdist川且tiollappara伽l写   4   

45  CH－52   Su（：tionbottleaTld負1Ml¢】   25 
4占  CIl＿5∋   H（）肋mIsvoltam6t打   5   

47  C且－54   Kipps叩pa一組IS   

49  CH－5（；   Re舟igerator   

口  BI・7   Th8mOSt且tWat∈rB8也   5   

2  BI－8   D亡写jGCatOr   

3  Bl－9   Elec廿icB扇ance   

4  虫†－10   M且pl虎i亡Sti汀6rWith】10tp】att∋   5   

5  もl－‖   StereoMicros亡Op∈   25   
占  Bt＿13   h¢Ubator   2   

7  Bト14   Shaker   

9  Bト1占   Homogenizer   5   

10  Bト17   A胡us也b】ePipe仙∋   

田  Bト1p   ■・■ － －・   10   
12  Bl－ユ0   Auto亡Iave   

13  Bト2】   Aquarium   
14  Bl⊥2ヱ   Microtone   

17  Bト28   Bi】○叉i¢a】Micr05GOpe   26   

・・・柑  Bl－29  Di兄ぬIMieros¢Ope   
19  BI－31   W¢i由Itba】珊Gモ   

ヱ0  Bl一っユ   B11n＄enbum町   

21  】引－33   Tripodst且ndsねーもu耶enbemモー   

22  BI＿ユ4   Mode】s餌   

ヱ3  Bl－35   Dissect血色kit   30   
24  Bト36   R6舟ig¢ratOr   1   

ヱ5  B】－37   Scient壇¢Calcul血Or   10   
コ6  Bl－38   DⅣi叩OV¢n   】   
ユ7  B】－39   Ske】eton   

28  Bl－40   Hotp】ate   4   

ニ9  B】－41   Stopw且td】e   25   
ヨ0  BI－42   S且ndbath   

31  BI＿44   Springb8】an亡e   10   
32  BI■5   Labor且10 廿011町   
ココ  且レ沌   Waterdistil】er   

34  BI．47   Dee 缶c¢Zer 
35  BI－4皇   Cagefbrsm且Ⅰ】anim81   二   

36  Bl▲49   Cag¢hrrabbil   2   

37  BI－50   C三嶋efbrins印t  2  
M且tb亡m王Iti亡S  

口  MA－1   PrD訂且mmablcCa】cu血or   
2  M－2   Bells   
3  MA－3   Sto watch   
4■  MA－4   V¢miel仁山ip6r   

叫  
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No  Code  E画men皿m∈  

8  MA－6  T且b】8ba】ance  

lO   

9  MA－11  B】已¢kboardin5仙mモnt  l   

iO  MA－1ヱ  Sci¢ti鮎cal亡u】abr  lO   

‖  MA－13  Tick訂■且petimer  10   

12  MA－14  pynami亡廿011与ySそt  
こユふ⊥－  

lO   

13  MA－15  Trundl8Wheel  10  

L¢¢tllr亡吉   upporteqt】；pment   

LS－1  0ⅠIPwi血scrt∋即1  8   

2  LS－ユ  Not白も00k¢Omputer  9   

3  1S・3  Sc現Ⅷer  5   

4  LS－4  Prqje亡tOr  lO   

5  LS－5  Visu且Ipresenter  5   

6  LS－6  VTR  5   

9  LS－9  TVset  5   

10  LS－1¢  D壷talGamem  5  

5l   

2  PC一ト2  Ndwod（matedal  l   

3  pC－2  Pdnt8r  l   

4  pC－3  Comptltertabl∈  25   

5  PC・4  Ch且iT  51   

占  PC－5  De＄k允〉rle（：れ1r町  1   

7  PC－6  Prqje亡br  l   

8  PC－7  Scret∋n  l  

PrhⅢ柑   lγS亡booIApp且ー且tu烏山「郡SETprim耳ryt田血er亡011増田 

口  PS－1  himaけSCien¢ekit  lO  
Le⊂ture   耳且1l   

LH－1  SouI】dEquipm6nt  l   

2  LlT－2  proiectorwi仇prqj∈CtOr也bIe  l   

〕  LH－3  Sc柁en  l   

4  LH－4  L巳Ch汀eChair  200   
5  LH－5  Ch包む  100   
6  LH・6  Table  3   

7  LIi－7  Ch8ir  9   

皇  LH－8  kcm柁rtabl亡  l  

L亡仁一tlre   R00m£（4r00m＄）   

口  LR－1  Tea（：her－sDesk  4   

2  LR－2  Tcach訂●sChair  4   

3  LR，3  Lecturech且ir  200   
4  L札ヰ  Wbit∈boardpor匝b】亡  4  

Lユb（汀atO   ryrurlIitl】r¢（3rqomさ）   

Lf■－】  Laboratorycentra］exl］erimeJltalt且b7e  15   
2  Lトユ  LaboratorytableforLecturer  3   

3  Lト3  Experim印血IhbIe知preparado】1rOロm  2   

4  LF・4－1  Side也ble  18   
5  LIコ司－2  S王d6ubIewitllSink  】2   

6  LF－5  Labor且t01Yロム扇r  153   
7  LF－6  SI帽Ir  17   ‾‾‾‾‾‾▼   
＄  LIし7  D由k  

衿ヤ  
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No  Codl∋   
P】anned  

EquipmentN且mモ  
qサ   

9  LF－8   Chair   j 

Oince別oek  

口  OB－1   St旭IrfbrLibrary   

2  OB－2   R∈且di職desk   

3  OB＿3   Readjr鳩亡hair   12   

4  OB」   D∈Sks¢tfbr】ib一旦Jy由紆   

口   
6  OB－6   B¢dfbrsid：bay  

’】1＝ト 

2   

7  OB、7   Deskfo一丁lu持e   

名  OB＿8   Chair for nurse 

9  OB－9   Shelfformedi亡ine   口  
Eoste1月1耶k  

口  IiB－l   Washi帽ma血im8   9   

ヱ  il：B－ユ   かon   9   

コ  IiB．3   むont且bI¢   p   

4  Ⅰ‡8＿4   Deskfbrho写tels也伊   2   

5  Ⅰう万一5   Cba止血rhosle】sb仔   3  

1日tth印加dI）i叩i山王Ⅱa】Ⅰ  

ⅩD＿1   Deskfbrof罰G6   

2  KD－2   Chair氏IrO苗Ge   

3  KD－3   Tabk毎rkit亡h亡n扇且仔   2   

4  KD▼4   Ch且iTfbrkitdlenS也紆   9   

5  KD－5   Din山帽tabI6   20   

6  KD－¢   Dihni哺Ct18ir   】加   

励ア  

A・5ユ   
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事業事前計画表(基本設計時)

1. 案件名

  ケニア国アフリカ理数科・技術教育センター拡充計画

2. 要請の背景(協力の必要性・位置付け)

ケニア共和国(以下、「ケ」国という)は、「2020 年までに経済基盤を工業に移行する」という国家目標を

推進するために、第 9 次国家開発計画(2002-2008 年)等において、教育をこの目標達成の前提となる

重要な分野と位置付け、初等教育の無償化の実施や中等教育における理数科教育の強化などを掲げ

ている。しかし、中等教育修了資格試験の理数科目である数学、物理、生物、化学が低迷しており、こ

の状況を解消する一つの方策として、1998 年 7 月からの技術協力プロジェクト「中等理数科教育強化計

画」により、理数科現職教員の再訓練が地方 15 のパイロットセンターで行なわれた。

この結果、その有効性及び持続発展性が確認され、2003年7月からの「中等理数科教育強化計画フ

ェーズ 2」により、この再訓練をケニア全土に展開することとなり、研修指導員の研修を含むケニア国内

の現職教員研修、及びアフリカ域内連帯ネットワーク強化事業(SMASSE-WECSA)による同事業加盟国

の理数科関係者への広域研修が開始された。

この活動を実施するにあたり「ケ」国政府は、これらの研修拠点としてアフリカ理数科・技術教育センタ

ー (以下、「本センター」という)を設立した。しかし、本センターの施設は、旧職業訓練施設を改修利用

しているため収容人数は 92 人と少なく、同収容規模では研修指導員の研修に約半年掛かるなど、他の

研修実施の時間的制約となっている。また、事務棟の老朽化や研修に必要とされる施設機能の不足な

どの問題を抱えている。

「中等理数科教育強化計画フェーズ 2」開始以降、「ケ」国政府がケニア教育 5 ヶ年計画(2005-2010

年)において、中等教育の理数科現職教員の研修制度化を打ち出すなどにより、ケニア国内の研修ニ

ーズが拡大すると共に、アフリカ広域研修に対するニーズも拡大してきている。これに合わせ、今後本セ

ンターでの研修指導員の研修規模は 1,600 人/年、アフリカ広域研修は 150 人規模と拡大が予定されて

いるが、その他の研修も実施するためには、200 人規模の収容能力が必要となっている。

このため「ケ」国政府は、本センターを 200 人規模の収容能力を持ち、かつ研修実施に必要とされる

機能を持つ研修専用施設に拡充することを決め、本拡充計画を理数科教育改善の最重要課題と位置

付けている。

3. プロジェクト全体計画概要

(1)　プロジェクト全体計画の目標

ケニア国及び SMASSE-WECSA 加盟国において、理数科分野の研修指導員(教員)が養成・強化さ

れ、ケニア国及び SMASSE-WECSA 加盟国の中等教育段階における理数科教育が強化される。

・　裨益対象の範囲及び規模：「ケ」国中等学校生徒約 78 万人(2005 年)

・　裨益対象の範囲及び規模：「ケ」国研修指導員約 1,600 人(2008 年)

(2)　プロジェクト全体計画の成果

本センターの施設・機材が拡充されケニア及びアフリカの中等理数科教育のリソースセンターとして

整備される。

(3)　プロジェクト全体計画の主要活動

ア　200 人規模の施設に整備され、機材も拡充される。

イ　供与後の運営維持管理体制を確保する。

ウ　拡充された施設・機材を使用して 200 人規模の研修活動を実施する。

(4)　投入(インプット)

ア　日本側：無償資金協力 11.61 億円

イ　「ケ」国側：

(ア)研修規模拡充による職員の増員(教育省内部での異動)：56 人

(イ)本無償資金協力案件の実施に係わる負担額：0.11 億円

(ウ)本無償資金協力案件対象施設の完成後の維持管理経費：年平均 0.53 億円

(5)　実施体制

主管官庁：ケニア共和国教育省
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実施機関：アフリカ理数科・技術教育センター(CEMASTEA)

4.　無償資金協力案件の内容

(1)　サイト

ケニア国ナイロビ市カレン地区アフリカ理数科・技術教育センター

(2)　概要

①アフリカ理数科・技術教育センター施設の建設、②研修に必要な機材の調達

(3)　相手国負担事項

①　既存事務棟の解体

②　建物位置樹木の伐採

③　建設エリアの整地

④　環境影響評価の実施・承認

⑤　建築許可の取得

(4)　概算事業費

概算事業費 11.72 億円（日本側負担 11.61 億円、「ケ」国側負担 0.11 億円）

(5)　工期

詳細設計・入札期間を含め約 18 ヶ月(予定)

(6)　貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮

①　既存樹木の伐採は最小限に抑える。

②　近隣住民への工事による騒音・振動等の影響を最小限に抑える。

5.　外部要因リスク(プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの)

①　「ケ」国内の政情・治安が悪化しない。

6.　過去の類似案件からの教訓の活用

特になし

7.　プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案

(1)　プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標

①　研修受講者の増加

2005 年：1,476 人 →　2008 年：5,000 人以上

②　研修コースの増加

2005 年：7 コース　→　2008 年：10 コース

(2)　その他の成果指標

特になし

(3)　評価のタイミング

2008 年以降(施設完成後 1 年間経過後)
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7. 入手資料リスト

調査名  ケニア国アフリカ理数科・技術教育センター拡充計画　基本設計調査

形態

図書・ビデオ
地図・写真等

1 KESSP 2005-2010 (DRAFT)　ケニア教育5ヶ
年計画

図書 オリジナル 教育科学技術省 2004 教育計画

2
Sessional Paper no.1 of 2005 on A Policy
Framework for Education, Training and
Research

図書 オリジナル 教育科学技術省 2005 教育科学技術省
白書

3 Education Sector Report 2005 図書 コピー 教育科学技術省 2005 教育分野報告

4
Report of the National Conference on
Education and Training 図書 コピー 教育科学技術省 2003 国家教育会議の

報告書

5
Non-Formal Education Nairobi Directory and
National Summaries 図書 コピー 教育科学技術省・UNICEF 2005

非正規教育に対
する指針

6 KCPE Analysis 2004 図書 コピー 教育科学技術省 2004 初等教育修了試
験報告書

7 A part of Statistical Adstract 2004: Central
Bureau of Statistics 図書 コピー ケニア統計局 2004 ケニア政府統計

資料

8 Directorate of Quality Assurance and
Standards: Newsletter 2003/2004 図書 コピー 教育科学技術省 2004

視学官人数記載
のニュースレター

9 2005/2006 Estimates of Development
Expediture 図書 コピー ケニア統計局 2005 ケニア政府開発

予算統計資料

10
2005/2006 Estimates of Recurrent
Expediture 図書 コピー ケニア統計局 2005 ケニア政府経常

予算統計資料

11 Strengthening the Foundation of  Education
and Training in Kenya 図書 コピー 世界銀行 2004

ケニア教育の基
礎の強化の方向
性

番号 発行機関 発行年 備考名称
オリジナル・

コピー
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8.　ケニア国側負担経費積算根拠
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8.　ケニア国側負担経費積算根拠

（1 US$ ＝ 75.15 Ksh = 113.53 J-Yen）

(1) 建設工事関連費用

1) サイト内の事務棟解体、建物位置樹木伐採、建設エリア整地

・事務棟解体(付属屋込み)　　530 ㎡×1,600Ksh=848,000Ksh

・建物位置樹木伐採(仮設エリアを含む)　　60 本×4,500Ksh=270,000Ksh

・建設エリア整地　　3,600 ㎡×167Ksh=601,200Ksh

1) - 計　 1,719,200　Ksh

2) サイト内の植栽工事：今後「ケ」国側で計画されるが、芝と植樹(苗木)の概算

・芝張り　　300 ㎡×300Ksh=90,000Ksh

・苗木(H=1.5m)　　29 本×6,000Ksh=174,000Ksh

2) -計　　　　 264,000Ksh

3) 建築許可取得費(延べ床面積 5,740 ㎡に対してチャージされる)

・ 意匠の建築許可取得費:　　　59,980 Ksh

・ 構造の建築許可取得費:　　　35,940 Ksh

3) - 計　　　　　　　　　95,920 Ksh

(2) インフラ接続工事

1) 電力引込

想定契約電力： 419 kVA

1) - 計： 2,715,000 Ksh (税別)

2) 電話引込

引込み：5 回線

接続工事費： 3,394 Ksh/回線 x 5 回線 = 16,970 Ksh

申請料： 2,300 Ksh/回線 x 5 回線 = 11,500 Ksh

2) - 計： 28,470 Ksh (税別)

3) 市水引込み 200,000 Ksh (税別)

(3) 契約金額支払手数料(契約金額の 0.1%)：

契約金額 x 0.1% = 約   1,161,000 円 (約 768,900 Ksh)

(4) 銀行取引における支払授権書および修正支払授権書発行手数料：

10,000 円/発行 x 6 回 = 60,000 円 (39,800 Ksh)

(5) 一般家具・備品の調達(既存家具・備品の移設を前提としており不足分を示す。)：

1,591,490 Ksh
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